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巻 頭 言 

 

“フードテック”という用語をよく見聞きするようになったのは、この数年の出来

事である。フードテックの定義は曖昧だが、概ね“食品×先端技術”と解釈される。

フードテックには生産性を向上させるもの（ＩｏＴ、ＡＩ、その他ハイテク技術の導

入）、環境問題への取組に資するもの（フードロスを利用した食材・食品製造、代替プ

ロテイン、植物工場）、我々の食生活を豊かにするもの（３Ｄプリンティング、スマー

トキッチン）など、様々な機能がある。 

中国地域各県における製造業全体の従業者数に占める食料品製造業の従業者数の

割合はいずれも上位３位以内にあり、食料品製造業が地域経済に与える影響は大きい。

しかしながら労働生産性については製造業平均に届かず、その向上が課題といわれて

いる。フードテックの活用は、中国地域における食料品製造業の諸問題を解決し、成

長に導く一手として大いに期待される。但し、フードテックの活用は手段であって、

目的ではない。成長に導くにはフードテック導入によるメリットとデメリットを十分

に理解した上で、中国地域における食料品製造業への適合性を見極める必要がある。 

本報告書は、中国地域における食料品製造業の現状と今後のあり方をフードテック

の観点から分析したものである。企業や商工団体へのアンケート並びにヒアリング調

査、他地域における先行的な取組の調査等を経て、成長に資する方策をまとめた。本

調査において「食料品製造業」は日本標準産業分類に準拠した。またフードテックは

「食料品製造業の食に関する課題等の解決に貢献するテクノロジー」とした。本報告

書で扱うフードテックの中には既に広く普及している最先端とはいえない技術も含ま

れている。 

食料品製造事業者へのアンケート調査の結果、業界の市場規模は縮小し、競争環境

は激化する一方、自社の事業規模は拡大する見通しにあることが示された。また、現

場の強みは「小ロット対応が可能なこと」であるのに対し、主な課題は「コスト削減」

との回答が多数を占めた。フードテックへの関心は、特に製品のロングライフ化や生

産性向上に関わる技術について高く、活用に向けては「フードテックに関する情報提

供」や「参考となる事例紹介」が求められていた。商工団体からは「原材料価格の上

昇」や「取引先の拡大」への対応・方策などが課題として挙げられた。支援の実施状

況については「実施していない」との回答が多数を占めたが、実施例としては「地域

資源のブランド化や販路開拓」などがあった。 

他地域における食料品製造業のフードテックに関する先行的な取組については、フ

ードロス削減に資する製造技術並びに物流システムを扱う２社の企業、代替タンパク

質としてのクリケットパウダーを扱う大学発ベンチャー企業、食・農に係る新事業創

出に向けた取組を実施する市に対して、現地でヒアリングを実施した。いずれも成功

的な先行事例であったが、発展性や継続性が課題となる事例も認められた。 



 

 

生産性を向上させることが可能になるといわれているフードテックの導入は人材

不足を解決する一手になり得るが、導入に伴う初期コストだけでなく、工学系エンジ

ニアやＩＴ系エンジニアなど新たな人材の確保が求められる。中小零細企業が多数を

占める中国地域の食料品製造業には馴染みにくいが、小ロット製造に即したフードテ

ックであれば活用意義は高い。これにはフードテックからの歩み寄りも必要であり、

商工団体などが中心となった異業種連携の活性化が求められる。 

環境問題への取組に資するフードテックは経営メリットが無ければ導入困難とい

える。例えば、大手企業であれば環境問題への取組は消費者イメージや株主による評

価（株価）の向上という形でメリットが現れるが、中小零細企業では効果が乏しい。

フードロスを新たな食品素材・食品として製品化することで廃棄コストを抑えること

は可能だが、それ以上に、販路が未開である、衛生管理が複雑化する、消費者イメー

ジ悪化が危惧されるなどのリスクやデメリットが大きいとみられている。フードロス

を野菜パウダーなどにし、食材化する技術は、それを利用する企業と売る企業との連

携があれば経済価値を生み出し得るため、そのようなマッチングの成立は大きな後押

しになる。また、本件は環境問題に端を発することを念頭に置けば、消費者の意識改

革も必要である。行政機関等による積極的関与の下、教育機関とも連携しながら、地

域社会全体で取り組んでいこうという前向きな雰囲気作りが重要である。 

中国地域における食料品製造業の成長を目指すにあたり、フードテックという用語

に固執する必要はない。しかしながら人材不足、エネルギーや原料価格の上昇、環境

問題などが今後益々深刻化していくと想定される中で、フードテックには成長を後押

しする十分な潜在性があることを“今”認識しておくことは意義深い。本報告書がそ

の一役を担うことを期待している。 

最後に、本調査の根幹をなすアンケート調査・ヒアリング調査・現地調査にご協力

頂いた多くの関係機関の皆様、委員会にて活発な議論を頂いた委員の皆様に心より御

礼申し上げたい。また本調査を企画された公益財団法人中国地域創造研究センターの

皆様、調査・分析・まとめを担当された株式会社山陰合同銀行の皆様にも深く感謝し

たい。 
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中国地域におけるフードテック等を活用した食料品製造業の成長に資する方策検討調査〔要約〕 

 

１．調査の概要                               P1～3  

  

 

  

本調査の視点・方針として、以下の仮説に基づき、調査・分析を実施した。 

 

１）様々なリスクや変化に柔軟に対応できるフードバリューチェーンの強化 

…食料品製造業においては、原材料価格の高騰等のリスクに対応できるよう製造体制を整えてお

くことの重要性が高まっている。また、コロナ禍を通して消費者が食の安心感を求める変化も

みられている。これらに代表されるリスクや変化に柔軟に対応するためには、企業規模の大小

にかかわらず、保存技術、トレーサビリティなどのフードテック等を用いた、原材料調達から

商品の製造・販売までの連携や高度な物流システムの確立によるフードバリューチェーンの強

化が重要である。これは、日本の食料安全保障の点においても有意義である。 

２）生産性向上と環境配慮を兼ね備えた生産システムの構築 

…生産性向上の観点からデジタル化やＤＸを用いた生産のスマート化や廃棄物等の削減（コスト

削減）などを行うことが重要である。加えて、生産工程において発生する未利用資源の活用や

フードロス問題への対応など、社会的に求められる環境負荷の低減にも配慮することが求めら

れる。そのため、生産性向上と環境配慮を兼ね備えた、ムダのない生産システムの構築が必要

とされる。 

３）新規開拓につながる多様な食の需要への対応 

…健康志向や菜食主義など、多様な食の需要が表れている。それらに対して、フードテック（代

替タンパク質など）を活用した新しい商品の開発などにより、今まで取り込むことができなか

った新規需要を開拓することが求められる。川上となる農林水産業、川下となる販売・サービ

スにおいては、既にデジタル化やＤＸ等を取り入れた地域資源のブランド化や販路開拓などが

展開されており、川中にあたる食料品製造業においても、デジタル化やＤＸをはじめとしたフ

ードテックを活用し、地域の特産品（食文化）や新たな原材料、生産工程において発生した未

利用資源を用いた商品の製造（付加価値の創出）が求められる。これは地域の活性化に寄与す

る点においても非常に重要である。 

調査の方向性 

 

中国地域における食料品製造業を取り巻く現状や課題・ニーズおよびフードテックに関

連した新たな動きや先進事例について、文献調査およびアンケート・ヒアリング調査等を

行う。 

上記の調査結果を踏まえて、主に食料品製造の領域における先端技術（バイオ・ＩＴ）

等を活用した食料品製造業の成長に関する取組の現状や課題を整理し、中国地域における

食料品製造業が成長するための方向性やそれを実現するための方策を提言することを目

的とする。 

調査の目的 
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中国地域における食料品製造業のフードテックに関する

５．他地域における食料品製造業のフードテックに関する先行的な取組

２．食料品製造業を取り巻く環境変化の概観

３．アンケート調査

６．中国地域における食料品製造業の成長に資する方策

食料品製造業の特徴（文献調査等）

他地域における先行的な事例（事業者・自治体等）の視察調査 （視察・ヒアリング調査）

他地域の取組からの知見

中国地域における食料品製造業の概況（文献調査等）

食料品製造事業者のフードテック等への取組

フードテックの動向整理（文献調査等）

政府や関係団体の取組（文献調査等） 本調査におけるフードテック対象領域と定義

「調査の方向性」に関する考察

中国地域における食料品製造業の成長のための方策案

１．調査概要

４．ヒアリング調査

７．本調査のおわりに

食料品に関わる公的機関の取組

商工団体のフードテック等への取組
食料品製造事業者のフードテック等への取組

（域内事例）

調査フロー 
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２．食料品製造業を取り巻く環境変化の概観                 P4～14  

食料品製造業を取り巻く環境について各種文献調査により整理した。 

（１）食料品製造業の特徴 

 

他産業との比較（労働生産性、2019 年） 

 
資料）経済産業省「工業統計調査」 

 

（２）政府や関係団体の取組 
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 食品製造業者等と政府が取りまとめた「食品産業戦略（食品産業の 2020 年代ビジョ

ン）」において、各食品製造業者が 2020 年代において目指すべき目標として、①需要

を引き出す新たな価値の創造による付加価値の３割増加、②海外市場の開拓による海

外売上高の３割増加、③労働生産性の３割向上を掲げている。 

 農林水産省が事務局とする「フードテック官民協議会」が 2020 年 10 月に設立され

た。協議会では、食・農林水産業の発展と食料安全保障の強化に資する資源循環型の

食料供給システムの構築や高い食のＱＯＬを実現する新興技術の国内技術基盤の確

保に向けて、協調領域の課題解決の促進や新市場の開拓を後押しする官民連携の取組

を推進している。 

 日本の食料品製造業は、高い品質やブランド力等に強みを持つ。 

 中小零細企業の割合が高いため大量生産方式をとることは難しく、他の製造業に比べ

て労働生産性が低い。 

 環境志向や健康志向の高まり、菜食主義の広がりなど、消費者が食に求める価値の多

様化がみられる。 
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（３）フードテックの動向整理 

 

（４）本調査におけるフードテック対象領域と定義 

 

（５）中国地域における食料品製造業の概況 

 

製造業全体に占める食料品製造業の従業者数の割合（2019 年） 

 
資料）経済産業省「工業統計調査」 

鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県

【１位】
食料品製造業

(22.6%)

電子部品・デバイス・
電子回路製造業

(15.4%)

食料品製造業
(13.7%)

輸送用機械器具
製造業
(24.1%)

化学工業
(16.0%)

【２位】
電子部品・デバイス・

電子回路製造業
(14.8%)

食料品製造業
(13.5%)

輸送用機械器具
製造業
(12.9%)

食料品製造業
(12.7%)

輸送用機械器具
製造業
(15.7%)

【３位】
電気機械器具製造業

(10.9%)
鉄鋼業
(10.8%)

化学工業
(8.0%)

生産用機械器具
製造業
(10.2%)

食料品製造業
(13.0%)

【４位】
繊維工業

(8.2%)

生産用機械器具
製造業
(6.7%)

繊維工業
(7.9%)

プラスチック製品
製造業
(6.7%)

鉄鋼業
(7.0%)

【５位】
金属製品製造業

(6.3%)
繊維工業

(6.6%)

生産用機械器具
製造業
(7.1%)

金属製品製造業
(6.3%)

生産用機械器具
製造業
(6.6%)

 製造業全体の従業者数に占める食料品製造業の従業者数の割合について、中国地域の

各県ともに上位３位以内にある。特に鳥取県では２割を超えていることから、食料品

製造業が地域経済に与える影響が大きいことがわかる。 

 また、労働生産性については、各県ともに製造業平均には届かず、全国同様、労働生

産性が低くなっていることがわかる。 

 本調査は中国地域の食料品製造業を対象にし、また対象と関連がある生産・加工・調

理・流通・保存にかかわる技術に重点を置く。 

 この前提において、本調査では、フードテックを、「食料品製造業の食に関する課題等

の解決に貢献するテクノロジー（事業に関連があれば川上（農林水産業）・川下（小

売・サービス）も含む）」と定義し、調査を実施する。 

 フードテックは、10 年後、20 年後に完全資源循環型の食料供給や食を通じた高いＱ

ＯＬを実現し、美味しく、文化的で、健康的な食生活を続けることのできる次世代の

フードシステムを構築する上で、キーテクノロジーとなる。 

 フードテックは社会実装までに時間がかかるものの、食に加え、食料供給に必要なエ

ネルギー、資材、技術の海外依存度の高い日本にとって、技術基盤を確保することが

期待される領域である。 

 また、高齢化が進展し、世界から高く評価される食文化を有する日本の食産業の特徴

をコロナ後の世界で活かしていく上でも有益である。加えて、資源枯渇、環境汚染、

温暖化、感染症等の食料供給への制約の多様化と影響の高まりという不確実性に対す

る備えとなる。 
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３．中国地域における食料品製造業のフードテックに関するアンケート調査  P15～59  

中国地域における食料品製造業の現状やフードテックをはじめとする先進技術等

の活用や支援状況、今後の成長に向けた課題等について、食料品製造事業者および商

工団体に対してアンケート調査を実施した。 

（１）食料品製造事業者のフードテック等に関するアンケート調査 

 

フードテックの認知度          フードテックへの関心 

  

0.8 

1.9 

29.0 

26.3 

39.4 

26.4 

42.9 

45.6 

49.5 

45.5 

44.3 

28.6 

24.6 

24.2 

15.2 

27.4 

28.6 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体

（n=248）

【業種別内訳】

農畜水産物加工食品製造

（n=95）

食品原材料製造

（n=33）

完成加工食品製造

（n=106）

その他

（n=14）

よく知っている

多少知っている

ほとんど知らない

知らない

（％）

4.8 

3.2 

3.0 

5.7 

14.3 

47.6 

52.6 

39.4 

44.3 

57.1 

39.5 

36.8 

51.5 

39.6 

28.6 

8.1 

7.4 

6.1 

10.4 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体

（n=248）

【業種別内訳】

農畜水産物加工食品製造

（n=95）

食品原材料製造

（n=33）

完成加工食品製造

（n=106）

その他

（n=14）

とても関心がある

ある程度関心がある

ほとんど関心がない

全く関心がない

（％）

【食料品製造事業者の見通し及び経営課題等について】 

 食料品製造事業者の重要な経営課題は、「原材料価格の上昇」や「経費の増加」への対

応など。 

 食料品製造事業者の生産現場の主な強みは、小ロットの対応が可能であること。 

 

【フードテックへの関心や関連する取組について】 

 食料品製造事業者のフードテックの認知度は低く、取組事例も少ない。 

 一方、約半数の企業でフードテックへの関心が高く、また活用に向けては「フードテ

ックに関する情報提供」や「参考となる事例紹介」が求められている。 

 

【食品廃棄物・食品ロス問題について】 

 食品廃棄物や食品ロスの対応・対策としては、「歩留まりの改善」や「消費期限等の見

直し」などを実施。 

 食品廃棄物・食品ロス削減の課題としては、再利用における衛生面での不安など。 

 

【サプライチェーンについて】 

 過半数の企業で、海外情勢などの外部要因のサプライチェーンへの影響（原材料価格

が高騰、調達が困難など）がある。 

 原材料価格高騰への対応としては、「販売価格への転嫁」、「諸経費の削減」、「仕入先の

見直し」などを実施。 
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（２）商工団体のフードテック等に関するアンケート調査 

 

相談を受ける主な経営課題      過去３年間に支援策を実施した 
（複数回答、３項目まで）       食に関する課題（複数回答） 

  

75.5 

65.3 

30.6 

28.6 

22.4 

20.4 

14.3 

8.2 

8.2 

6.1 

4.1 

-

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

原材料価格の上昇

売上（受注）の停滞

資金繰り

人員不足

経費の増加

事業の承継

競争の激化

合理化･省力化

業種の成長性

製品(商品)安

その他

人員過剰

（％）
（ｎ＝49）

38.3 

36.2 

23.4 

12.8 

10.6 

8.5 

8.5 

4.3 

2.1 

-

10.6 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

実施していない

（デジタル化やＤＸ等を取り入れた）

地域資源のブランド化や販路開拓

外部環境（原材料高騰など）への対応

流通の安定化（安定供給）

（デジタル化やＤＸを用いた）

生産のスマート化

多様な食の需要への対応

（健康志向、菜食主義、ハラール対応など）

未利用資源の活用

環境配慮の取組（ＳＤＧｓ関連等）

食品ロス問題への対応または廃棄物等の削減

フードバリューチェーンの強化

その他

（％）（ｎ＝47）

【管轄地域内における食料品製造業の概要について】 

 事業者から相談を受ける主な課題は「原材料価格の上昇」や「取引先の拡大」など。 

 過去３年間に食に関する課題への支援策は「実施していない」が最も多いが、実施さ

れた中では「地域資源のブランド化や販路開拓」に関する支援が最も多い。 

 

【管轄地域内におけるフードテックの動向について】 

 「生産のスマート化」では、「ＩｏＴ」などのフードテックを活用する例がある。 

 「地域資源のブランド化や販路開拓」では、「陸上養殖」、「コールドチェーン」、「Ａ

Ｉ」などのフードテックの活用が期待されている。 

 

【供給安定化への取組について】 

 企業のサプライチェーンは、「わからない」を除いた回答があった地域すべてで外部

要因の影響を受けるとみられる。 

 外部要因の影響があった場合、商工団体は企業に対して、「販売価格への転嫁」、「諸経

費の削減」、「金融支援」などへの支援が必要であると考えている。 

 

【食に関わる地方創生、産学官連携等について】 

 食による地方創生（地域活性化）は約１割の商工団体で取り組まれ、地元の大学や企

業との連携による新商品開発や地産品のＰＲなどが実施されている。 

 食に関わる産学官連携については、過半数の商工団体が相談先も連携先もない状況と

なっている。 
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４．中国地域における食料品製造業のフードテックに関するヒアリング調査  P60～79  

中国地域における食料品製造業の現状やフードテックをはじめとする先進技術等

の活用および支援状況、今後の成長に向けた課題等について、中国地域各県の食料品

製造に係る公的機関や事業者に対するヒアリング調査を実施した。 

（１）各県の公的機関からみた食料品に関わる動向と課題 

対象先 地域の課題 

鳥取県 

産業技術センター 

 商品開発をするための企業の人材不足。 

 製造に係る原材料不足、または日々価格が高騰し、非常に仕入

が不安定。 

 導入コストの問題に加え、特に水産関係は原材料（魚）の規格が

揃わない（＝標準化が難しい）ため、製造ラインの機械化は難し

い。 

島根県 

産業技術センター 

 機械化（自動化）を行う企業が増加した。 

 食料品製造業におけるモノづくりや商品製造について、食料品

製造業と農業（一次産業）が連携できる体制の構築が望ましい。 

岡山県 

工業技術センター 

 食料品製造業に関して現状では支援施策が少ない。 

 新規開拓につながる多様な食の需要への対応が大事。 

広島県立 

総合技術研究所 

食品工業技術センター 

 機械化のニーズはあるものの、コストと人材不足が障壁。 

 ロボットに対応できる人材が不足しており、育成が必要。 

 機械化はされているが，一連の工程化まで至っていない。 

山口県 

産業技術センター 

 未利用資源の利活用は、技術的問題と利活用によるコスト高等

が影響し、進んでいない。 

（２）中国地域における先行的な取組 

訪問先 取組の概要 

マルサンアイ鳥取 

株式会社 

（鳥取県鳥取市） 

 豆乳製造時に排出されるおからの有効活用に関する産（学）と

の取組推進。 

株式会社なかたか 

（島根県松江市） 
 廃棄していためん類の再利用に向けた各種検査・実験の取組。 

株式会社シーライフ 

（島根県浜田市） 
 多種類の未利用魚を利用して、缶詰製品として販売。 

浜っ粉協議会 

（島根県浜田市） 

 魚の売れ残りや水産加工の過程で発生する廃材などを利用した

粉末商品の開発・製造。 

お多福醸造株式会社 

（広島県三原市） 

 発酵技術を活用した多様な食の需要への対応。 

 ＩＴ技術の導入による生産性向上。 

株式会社ＭＩＨＯＲＩ 

（山口県山口市） 
 酵素技術を活用したフードロス削減・未利用資源の活用。 
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５．他地域における食料品製造業のフードテックに関する先行的な取組    P80～99  

中国地域以外の地域において、食料品製造業に関連するフードテックの活用・普及

に取り組んでいる事業者や行政に対してヒアリングを実施し、中国地域で参考とすべ

き点を抽出・整理した。 

（１）ヒアリング調査結果 

訪問先 取組の概要 

ＡＳＴＲＡ 

ＦＯＯＤ ＰＬＡＮ 

株式会社 

（埼玉県富士見市） 

 従来の乾燥技術と比べ、低コスト、スピード乾燥・殺菌処理、高

栄養化を実現した「過熱蒸煎機」を用いて、“かくれフードロス”

の解決を図る。 

 「過熱蒸煎機」を用いて生産した食材粉末の販路開拓や商品開

発を支援し、“かくれフードロス”解決のための持続可能な循環

型システムの構築に取り組んでいる。 

ＩＣＳ－ｎｅｔ 

株式会社 

（東京都千代田区） 

（本社：長野県長野市） 

 食品原料分野での未利用原料や端材の活用を目指し、食品原料

メーカー・食品加工会社等と生産者を結びつける売買プラット

フォームをＷＥＢで提供。 

 長野市との協働プロジェクトにより、未利用原料・端材を活用

したサーキュラーフードを目指し、生産から販売までの各事業

者と連携した体制構築に取り組む。 

 長野市で地域密着型の食品ロス削減の仕組み構築に取り組む。 

ＦＵＴＵＲＥＮＡＵＴ 

株式会社 

（群馬県高崎市） 

 昆虫原料の社会実装を目指し、社会認知向上に取り組む。 

 クリケットの価値を向上させるため、大手食品メーカーと業務

提携や共同研究を行い、新たな商品開発に取り組む。 

 昆虫をハブにした仕組みで食品ロスの解決を目指している。 

新潟市役所 経済部 

成長産業・イノベ

ーション推進課 

（新潟県新潟市） 

 フードテック・アグリテックを軸としたエコシステムの具体化、

機運醸成のためのフードテック・アグリテックをテーマにした

セミナー・イベントの開催などを通じ、市内事業者等とスター

トアップ等の協業を支援し、新たな事業創出につなげる。 

（２）他地域の取組からの知見（小括） 

事例を踏まえ、方策案を考えていく上での３つの視点を整理した。 

視点①：食料品製造事業者によるフードテック活用 

視点②：フードテック活用の効果を高める（同業・異業種との）連携・協働 

視点③：行政等（産官学金）による企業の取組支援（企業の行動支援や環境整備） 

 

 

 

【視点①】

食料品製造事業者の
フードテック活用

【視点②追加】

活用の効果を
高める連携・協働

【視点③追加】

行政等による企業の取組支援

食料品製造事業者の
フードテック活用

活用の効果を
高める連携・協働

食料品製造事業者の
フードテック活用
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６．中国地域における食料品製造業の成長に資する方策            P100～131  

これまでの分析結果を踏まえ、調査において仮定した「調査の方向性」について考

察し、中国地域における食料品製造業の成長のための方策について提案する。 

（１）「調査の方向性」に関する考察 

１）様々なリスクや変化に柔軟に対応できるフードバリューチェーンの強化 

２）生産性向上と環境配慮を兼ね備えた生産システムの構築 

３）新規開拓につながる多様な食の需要への対応 

⇒これらの方向性に基づく取組を進めることが、業界の成長につながる。 

理由として、以下の３点が指摘できる。 

○ 中小零細企業が多い食料品製造業が外部環境の変化に対応するためには、産官学金の

連携に加え、同業・異業種との連携によるフードテックの活用が重要であり、地域一

体となった産業成長に向けたシステムや取組が必要となる。 

○ 食料品製造業は他の製造業と比べ労働生産性が低いにもかかわらず、自動化やデジタ

ル化、ＤＸなどのフードテックを活用した生産の効率化、労働生産性の向上などの事

例はあまりみられなかった。また中国地域の食料品製造業は中小企業が多く、実際に

費用などの面で生産の効率化に取り組みにくい状況もみられたことから、取組の推進

や事例の紹介などがより一層必要である。 

○ 多様な食のニーズに対し、フードテックを活用し、様々な新商品を開発し、販売する

ことが重要である。また、商品開発や開発後の販売に苦慮しないためにも、どのよう

に販路を確保するのかといった視点を持つことも非常に重要である。 

 

（２）中国地域における食料品製造業の成長のための方策案 

１．「様々なリスクや変化に柔軟に対応できるフードバリューチェーンの強化」のための方策 

視点①の取組 

・食料品製造業の素材流通・情報交流を促すフードテックプラットフォームの 

構築・参加 

視点②の取組 

・先進的なフードテック活用に対する認証マークの制定等による認知度向上 

視点③の取組 

・自律的発展を促すフードテックエコシステムの形成主導 
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２．「生産性向上と環境配慮を兼ね備えた生産システムの構築」のための方策 

視点①の取組 

・過熱蒸煎機などを用いた廃棄物等に係るコスト改善 

視点②の取組 

・食料品製造事業者によるより高度な水準で環境負荷を抑えるための産学 

との連携 

視点③の取組 

・消費者の環境に配慮した食品への関心を高める機運醸成 

 

３．「新規開拓につながる多様な食の需要への対応」のための方策 

視点①の取組 

・フードテック活用につながる消費者の志向や動向を把握するためのマーケ 

ティングシステムの利用 

視点②の取組 

・フードテックを活用した新事業等を行うスタートアップ企業や大学発ベン 

チャーなどとの提携 

視点③の取組 

・小規模・小ロット生産等の事業者向けのフードテックフェア開催による交流 

促進 

 

７．本調査のおわりに                            P132  

食に関する産業は人々の生活を根幹から支える点で、今後も必要不可欠な産業であ

るが、様々な食に関する課題が山積しており、その課題解決が進んでこなかった。 

そのようななか、全国では 10 年後やさらにその先の未来の食に対する危機感を持

つ人たちによって、新しい技術や機械の開発、従来存在する技術を活かした取組など、

解決に向けた多様なアプローチや取組がみられるようになってきた。 

しかし、中国地域ではフードテックの有効活用があまりみられなかった。その理由

は、事例・情報不足などによりどのようなフードテックが自社の経営課題解決に活用

できるのか企業が認識できなかったためではないかと推察される。 

中長期的な食に関するビジョンの実現に向けて、本調査報告書で示した方向性、方

策が食料品製造事業者、行政関係者などの今後の参考となり、産業の成長につながる

ことが期待される。 
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１．調査の概要 

 

１．１．調査背景・目的 

１．１．１．調査背景 

私たちの「食」を取り巻く環境をみると、川上となる農業ではスマート化（ＩＴ化）

の取組が行われ、川下となる販売・サービスでは、地域商社の設立による地域資源の

ブランド化や販路の開拓が展開されている。こうしたなか、川中にあたる食料品製造

業においても、新たな成長分野を視野に入れた取組が求められている。  

近年、健康志向、菜食主義等の消費者ニーズに対応した商品の企画・開発、新食品

や調理法等によるタンパク質供給源の多様化等、「食」と「テクノロジー」の融合（＝

フードテック）による新たな食品ビジネスの創出が期待されている。  

加えて、ＳＤＧｓで倫理的消費（エシカル消費）の推進が挙がっており、製造面か

らの食品ロス削減の取組に配慮する必要がある。この面からもフードテックに対する

期待は高い。  

また、中国 5 県には、調味料や水産加工品、乳製品、パン・菓子等の食品メーカー、

主要工場等が立地するとともに、小規模ながら特色ある製品を供給する事業者がみら

れることから、フードテックなど製造技術の高度化による食料品製造業の成長が期待

できる。 

 

１．１．２．調査目的 

中国地域における食料品製造業を取り巻く現状や課題・ニーズおよびフードテック

に関連した新たな動きや先進事例について、文献調査およびアンケート・ヒアリング

調査等を行う。 

上記の調査結果を踏まえて、主に食料品製造の領域における先端技術（バイオ・Ｉ

Ｔ）等を活用した食料品製造業の成長に関する取組の現状や課題を整理し、中国地域

における食料品製造業が成長するための方向性やそれを実現するための方策を提言す

ることを目的とする。 

なお、本調査における「食料品製造業」は日本標準産業分類に準拠し、またフード

テックを「食料品製造業の食に関する課題等の解決に貢献するテクノロジー」と定義

（詳細は P8 参照）し、調査を行う。 

  

※一般的に「フードテック」とは・・・ 

新しい形での食品開発、調理法などにより、新たな食を実現し、食に関する課

題解決につながるテクノロジー。 
※例えば、フードテックによって、植物性たんぱく質から肉を再現したり、単品で必要な栄養素を摂取で

きるパスタを開発したりすることが可能になる。そのため、フードテックは世界的に深刻化する食料問

題を解決する方法としても、大きな期待を集めている。 
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１．２．調査の視点・方針 

本調査の視点・方針として、以下の問題意識・仮説に基づき、調査・分析を実施し

た。 

 

図表１.１ 想定している調査の方向性 

１）様々なリスクや変化に柔軟に対応できるフードバリューチェーン1の強化 

…食料品製造業においては、原材料価格の高騰等のリスクに対応できるよう製

造体制を整えておくことの重要性が高まっている。また、コロナ禍を通して消

費者が食の安心感を求める変化もみられている。これらに代表されるリスク

や変化に柔軟に対応するためには、企業規模の大小にかかわらず、保存技術、

トレーサビリティなどのフードテック等を用いた、原材料調達から商品の製

造・販売までの連携や高度な物流システムの確立によるフードバリューチェ

ーンの強化が重要である。これは、日本の食料安全保障の点においても有意義

である。 

２）生産性向上と環境配慮を兼ね備えた生産システムの構築 

…生産性向上の観点からデジタル化やＤＸを用いた生産のスマート化や廃棄物

等の削減（コスト削減）などを行うことが重要である。加えて、生産工程にお

いて発生する未利用資源の活用やフードロス問題への対応など、社会的に求

められる環境負荷の低減にも配慮することが求められる。そのため、生産性向

上と環境配慮を兼ね備えた、ムダのない生産システムの構築が必要とされる。 

３）新規開拓につながる多様な食の需要への対応 

…健康志向や菜食主義など、多様な食の需要が表れている。それらに対して、フ

ードテック（代替タンパク質など）を活用した新しい商品の開発などにより、

今まで取り込むことができなかった新規需要を開拓することが求められる。

川上となる農林水産業、川下となる販売・サービスにおいては、既にデジタル

化やＤＸ等を取り入れた地域資源のブランド化や販路開拓などが展開されて

おり、川中にあたる食料品製造業においても、デジタル化やＤＸをはじめとし

たフードテックを活用し、地域の特産品（食文化）や新たな原材料、生産工程

において発生した未利用資源を用いた商品の製造（付加価値の創出）が求めら

れる。これは地域の活性化に寄与する点においても非常に重要である。 

  

                            
1 バリューチェーン：企業の様々な活動を最終的な付加価値の創造のための一連の流れとして捉える考え方。 
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１．３．調査フロー 

本調査のフロー図（調査事項の流れ）は以下のとおりである。 

 

図表１.２ 調査のフロー図 

  

中国地域における食料品製造業のフードテックに関する

５．他地域における食料品製造業のフードテックに関する先行的な取組

２．食料品製造業を取り巻く環境変化の概観

３．アンケート調査

６．中国地域における食料品製造業の成長に資する方策

食料品製造業の特徴（文献調査等）

他地域における先行的な事例（事業者・自治体等）の視察調査 （視察・ヒアリング調査）

他地域の取組からの知見

中国地域における食料品製造業の概況（文献調査等）

食料品製造事業者のフードテック等への取組

フードテックの動向整理（文献調査等）

政府や関係団体の取組（文献調査等） 本調査におけるフードテック対象領域と定義

「調査の方向性」に関する考察

中国地域における食料品製造業の成長のための方策案

１．調査概要

４．ヒアリング調査

７．本調査のおわりに

食料品に関わる公的機関の取組

商工団体のフードテック等への取組
食料品製造事業者のフードテック等への取組

（域内事例）
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２．食料品製造業を取り巻く環境変化の概観 

本章では、食料品製造業を取り巻く環境について各種文献調査により整理する。 

 

２．１．食料品製造業の特徴 

日本の食料品製造業は、高い品質やブランド力等に強みを持つ一方で、中小零細企

業の割合が高いため大量生産方式をとることは難しく、他の製造業に比べて労働生産

性が低いことが指摘されており、新たな商品・付加価値の創造や生産性向上などに寄

与するテクノロジー等の活用が必要と考えられている。 

食料品製造は、農林水産業と消費者の間に位置し、食品の生産、流通、消費の各段

階において品質と安全性を保ちつつ食品を安定的に供給するとともに、消費者ニーズ

を生産者に伝達する役割を担うため、食料品製造業が成長することで全産業に与える

影響は大きいと考えられる。 

また、新型コロナの拡大により、新たな生活様式への対応が求められ、食事をする

場所や食べ物の入手先が変化し、個々の農畜水産物の需要にも影響がみられる。これ

らに加えて、環境志向や健康志向の高まり、菜食主義の広がりなど、消費者が食に求

める価値の多様化がみられ、ＥＳＧやＳＤＧｓなどの考慮も重要度が高まっている。 

 

図表２.１ 食品市場全体のイメージ 

 
資料）農林水産省「食品製造業をめぐる情勢」（農林水産省「平成 23 年農林漁業及び関連産業を中心と

した産業連関表」等を基に試算） 
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図表２.２ 他産業との比較（労働生産性、2019 年） 

  

資料）経済産業省「工業統計調査」 
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２．２．政府や関係団体の取組 

食料品に関わる政府や関係団体等のフードテックをはじめとする食料品製造業の

成長に向けた取組を把握・整理する。 

 

２．２．１．食品産業戦略 

食品製造業者等と政府は、食品産業の抱える課題について認識を共有し、今後のビ

ジョンや対応方向を検討し、「食品産業戦略（食品産業の 2020 年代ビジョン）」として

取りまとめている。 

このなかで、各食品製造業者が 2020 年代において目指すべき目標として、①需要を

引き出す新たな価値の創造による付加価値の３割増加、②海外市場の開拓による海外

売上高の３割増加、③労働生産性の３割向上を掲げ、この目標を日本の食品製造業の

「トリプル・スリー」として取り組むことが提言されている。 

これらに向けた取組の一つとして、フードテック等の活用が重要と考えられる。 

 

図表２.３ 食品産業戦略の方向性 

 
資料）農林水産省「食料・農業・農村白書（平成 30 年版）」 

 

 

２．２．２．フードテック官民協議会 

官民連携のひとつとして、農林水産省を事務局とする「フードテック官民協議会」

が 2020 年 10 月に設立された。協議会では、食・農林水産業の発展と食料安全保障の

強化に資する資源循環型の食料供給システムの構築や高い食のＱＯＬを実現する新興

技術の国内技術基盤の確保に向けて、協調領域の課題解決の促進や新市場の開拓を後

押しする官民連携の取組を推進することを目的としている。 
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２．３．フードテックの動向整理 

フードテックは、10 年後、20 年後に完全資源循環型の食料供給や食を通じた高いＱ

ＯＬを実現し、美味しく、文化的で、健康的な食生活を続けることのできる次世代の

フードシステムを構築する上で、キーテクノロジーになると考えられている。 

フードテックは、社会実装までに時間がかかるものの、食に加え、食料供給に必要

なエネルギー、資材、技術の海外依存度の高い日本にとって、技術基盤を確保するこ

とが期待される領域である。また、高齢化が進展し、世界から高く評価される食文化

を有する日本の食産業の特徴をコロナ後の世界で活かしていく上でも有益である。加

えて、資源枯渇、環境汚染、温暖化、感染症等の食料供給への制約の多様化と影響の

高まりという不確実性に対する備えとなると考えられる。 

国においては、フードテック官民協議会を立ち上げ、「完全資源循環型の食料供給と

高いＱＯＬ」の実現のために重点的に進めるべき分野として、「多様化する消費者の価

値観に対応した食品・素材等の提供」、「ユニバーサルに食を楽しむことのできる調理

環境の整備」、「コロナ後の新たな食産業への転換」、「持続的な資源循環の実現」の４

つを挙げている。 

 

図表２.４ 最先端のテクノロジー（フードテック） 

 

 
資料）㈱山陰合同銀行作成  

人工肉 新食材 細胞培養

陸上養殖 IT等の先端科学技術植物工場
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２．４．本調査におけるフードテック対象領域と定義 

本節では、上記の概念整理を踏まえつつ、中国地域における食料品製造業の成長に

資する方策を考える上で、フードテックの対象領域について定義する。 

一般的にフードテックの定義は、「食料問題、健康・栄養問題、気候変動、労働力不

足といった社会課題や、多様化する消費者の価値観に対応するもの」や、「食に関する

課題を解決する技術すべて」といわれ、食品の生産～製造～販売の全てのプロセスに

関連するため非常に広範囲にわたっている。 

そこで定義の明確化を図るために先行研究を、図表２.５のように「センシング技術

＆先端素材」⇒「実現する技術／仕組み」⇒「生活者体験」と分けてフードイノベー

ションが示され、図表２.６のように社会課題に対してフードテックの具体的な技術

が振り分けられている。 

 

図表２.５ フードイノベーション・マップ（全体像） 

 
資料）㈱シグマクシス「最新版フードイノベーション・マップ（ver.2.0）」（日本政策金融公庫「AFC

フォーラム 2021・9」）（㈱山陰合同銀行が一部加工）。  

① 
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図表２.６ フードテックに係る技術動向マップ 

 

 

 

資料）㈱三菱総合研究所「令和２年度フードテックの振興に係る調査委託事業報告書」（㈱山陰合同銀

行が一部加工） 

 

これらの先行研究を踏まえ、本調査においては中国地域の食料品製造業を対象にし

ていることから、生産・加工・調理・流通・保存にかかわる技術である図表２.５の①

や図表２.６の②の範囲に重点をおき、下図のように川上（農林水産）・川中（食料品

製造業）・川下（サービス・小売等）に分類する。 

この分類を前提として、本調査においては、フードテックを、「食料品製造業の食に

関する課題等の解決に貢献するテクノロジー（事業に関連があれば川上・川下も含む）」

と定義し、調査を行う。 

 

  

② 
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図表２.７ 本調査におけるフードテックの分類 

 

 

※主な利用場所に項目を記載。川中の項目で一部川上・川下にも関係する項目はある。 

資料）㈱シグマクシス「フードテック革命」、㈱三菱総合研究所「令和２年度フードテックの振興に係

る調査委託事業報告書」を参考に㈱山陰合同銀行が作成  

【川上】

（生産）

【川中】

（製造）

【川下】

（販売）

【今までにはない原材料（ユニークな素材）の活用】

《実用化》○植物性たんぱく質を用いた代替肉 ○代替たんぱく質としての昆虫

《研究中》○ゲノム編集食品 ○完全栄養食 など

【ロボット、ＡＩ、センサー技術など、機械技術の活用】

《実用化》○品質可視化技術（糖度） ○ＩｏＴ（データ活用）

○食品残渣処理システム（粉砕・脱水など）

《研究中》○品質可視化技術（鮮度） ○品質可視化技術（美味しさ）

○ＡＩ（画像・ビッグデータ解析） ○製造（生産）ロボット

○３Ｄフードプリンター など

【食の安全・安心につながる技術】

《実用化》○トレーサビリティシステム など

【物流・配送の改善につながる技術】

《実用化》○分散生産 ○コールドチェーン（鮮度・品質維持）

○包装・容器技術（鮮度・品質維持） ○搬送ロボット（工場内）

《研究中》○コーティング技術（鮮度・品質維持） など

《実用化》○陸上養殖（魚・貝類） ○植物工場 ○垂直農業 ○スマート農業

○発酵

《研究中》○細胞培養（培養肉） など

【調理・購買体験の進化】

《実用化》○脱プラスチック品の利用（包装・容器） ○分解性プラスチックの利用（包装・容器）

○デリバリーサービス

《研究中》○調理ロボット ○スマート調理家電 ○ＶＲ技術 など
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２．５．中国地域における食料品製造業の概況 

中国地域における食料品製造業の特徴・傾向について把握する。まず、中国地域の

各県における製造業全体の従業者数に占める食料品製造業の従業者数の割合について

みると、各県ともに上位３位以内にあり、特に鳥取県では２割を超えていることから、

食料品製造業が地域経済に与える影響が大きいことがわかる。 

また、労働生産性については、各県ともに製造業平均には届かず、全国同様、低く

なっていることがわかる。 

 

図表２.８ 製造業全体に占める食料品製造業の従業者数の割合（2019 年） 

 
※詳細非開示の業種は除いて集計。 

資料）経済産業省「工業統計調査」 

 

図表２.９ 製造業全体に占める食料品製造業の現金給与総額の割合（2019 年） 

 

資料）経済産業省「工業統計調査」 

  

鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県

【１位】
食料品製造業

(22.6%)

電子部品・デバイス・
電子回路製造業

(15.4%)

食料品製造業
(13.7%)

輸送用機械器具
製造業
(24.1%)

化学工業
(16.0%)

【２位】
電子部品・デバイス・

電子回路製造業
(14.8%)

食料品製造業
(13.5%)

輸送用機械器具
製造業
(12.9%)

食料品製造業
(12.7%)

輸送用機械器具
製造業
(15.7%)

【３位】
電気機械器具製造業

(10.9%)
鉄鋼業
(10.8%)

化学工業
(8.0%)

生産用機械器具
製造業
(10.2%)

食料品製造業
(13.0%)

【４位】
繊維工業

(8.2%)

生産用機械器具
製造業
(6.7%)

繊維工業
(7.9%)

プラスチック製品
製造業
(6.7%)

鉄鋼業
(7.0%)

【５位】
金属製品製造業

(6.3%)
繊維工業

(6.6%)

生産用機械器具
製造業
(7.1%)

金属製品製造業
(6.3%)

生産用機械器具
製造業
(6.6%)

鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県

【１位】
電子部品・デバイス・

電子回路製造業
(20.3%)

電子部品・デバイス・
電子回路製造業

(18.9%)

輸送用機械器具
製造業
(15.2%)

輸送用機械器具
製造業
(28.6%)

化学工業
(20.8%)

【２位】
食料品製造業

(18.7%)
鉄鋼業
(15.1%)

化学工業
(10.4%)

生産用機械器具
製造業
(11.2%)

輸送用機械器具
製造業
(16.9%)

【３位】
電気機械器具製造業

(10.6%)
食料品製造業

(8.4%)
食料品製造業

(9.8%)
食料品製造業

(7.8%)
鉄鋼業
(8.3%)

【４位】
金属製品製造業

(6.6%)

輸送用機械器具
製造業
(7.6%)

鉄鋼業
(7.5%)

はん用機械器具
製造業
(6.3%)

生産用機械器具
製造業
(7.3%)

【５位】
パルプ・紙・紙加工品

製造業
(6.4%)

生産用機械器具
製造業
(7.2%)

生産用機械器具
製造業
(7.3%)

プラスチック製品
製造業
(6.1%)

食料品製造業
(7.2%)
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図表２.１０ 製造業全体に占める食料品製造業の製造品出荷額等の割合（2019 年） 

 

資料）経済産業省「工業統計調査」 

 

図表２.１１ 製造業全体に占める食料品製造業の付加価値額の割合（2019 年） 

 

※従業者 29 人以下は粗付加価値額 

資料）経済産業省「工業統計調査」 

 

  

鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県

【１位】
食料品製造業

(20.1%)

電子部品・デバイス・
電子回路製造業

(19.8%)

石油製品・石炭製品
製造業
(15.7%)

輸送用機械器具
製造業
(33.4%)

化学工業
(30.2%)

【２位】
電子部品・デバイス・

電子回路製造業
(18.9%)

情報通信機械器具
製造業
(14.3%)

化学工業
(14.3%)

鉄鋼業
(12.2%)

輸送用機械器具
製造業
(18.0%)

【３位】
パルプ・紙・紙加工品

製造業
(12.6%)

鉄鋼業
(13.5%)

輸送用機械器具
製造業
(13.0%)

生産用機械器具
製造業
(9.2%)

石油製品・石炭製品
製造業
(14.5%)

【４位】
電気機械器具製造業

(11.1%)

輸送用機械器具
製造業
(6.7%)

鉄鋼業
(12.4%)

食料品製造業
(6.7%)

鉄鋼業
(9.5%)

【５位】
金属製品製造業

(5.7%)
食料品製造業

(5.7%)
食料品製造業

(7.1%)

プラスチック製品
製造業
(6.0%)

生産用機械器具
製造業
(3.7%)

鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県

【１位】
食料品製造業

(20.1%)

電子部品・デバイス・
電子回路製造業

(19.8%)

石油製品・石炭製品
製造業
(15.7%)

輸送用機械器具
製造業
(33.4%)

化学工業
(30.2%)

【２位】
電子部品・デバイス・

電子回路製造業
(18.9%)

情報通信機械器具
製造業
(14.3%)

化学工業
(14.3%)

鉄鋼業
(12.2%)

輸送用機械器具
製造業
(18.0%)

【３位】
パルプ・紙・紙加工品

製造業
(12.6%)

鉄鋼業
(13.5%)

輸送用機械器具
製造業
(13.0%)

生産用機械器具
製造業
(9.2%)

石油製品・石炭製品
製造業
(14.5%)

【４位】
電気機械器具製造業

(11.1%)

輸送用機械器具
製造業
(6.7%)

鉄鋼業
(12.4%)

食料品製造業
(6.7%)

鉄鋼業
(9.5%)

【５位】
金属製品製造業

(5.7%)
食料品製造業

(5.7%)
食料品製造業

(7.1%)

プラスチック製品
製造業
(6.0%)

生産用機械器具
製造業
(3.7%)
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図表２.１２ 各県の製造業の労働生産性（百万円/人、2019 年） 

【鳥取県】 

 

 

【島根県】 

 

 

【岡山県】 
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【広島県】 

 

 

【山口県】 

 
※詳細非開示の業種は除いて集計。 

資料）経済産業省「工業統計調査」 
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３．中国地域における食料品製造業のフードテックに関するアンケート調査 

本章では、中国地域における食料品製造業の現状やフードテックをはじめとする先

進技術等の活用や支援状況、今後の成長に向けた課題等を整理・分析する。そこで、

食料品製造事業者および商工団体に対するアンケート調査を実施した。 

 

３．１．食料品製造事業者のフードテック等に関するアンケート調査 

ここでは、中国地域の主な食料品製造事業者 1,555 社に対してアンケート調査を実

施した。調査では、食料品製造業の現状やフードテック等を活用した取組、成長に向

けた課題等について把握した。 

 

３．１．１．調査概要 

以下の調査要領でアンケートを実施した。 

 

図表３.１ 食料品製造業へのアンケート調査実施要領 

  

項 目 内  容 

調査目的 

食料品製造業の現状 

フードテック等への対応・活用状況 

今後の成長に向けた課題等の把握・整理 

調査手法 郵送によるアンケート調査 

対 象 先 中国地域に本社もしくは工場のある食料品製造業 1,555 社 

調査時期 2022 年８月 15 日～８月 31 日 

質問項目 

 主な生産工程別の人員と機械化・ロボット化・デジタル化への対応

（原材料調達、製造加工、検査、包装等） 

 新商品・用途の開発、販路開拓への取組 

 ＳＤＧｓ、食品ロス削減等に向けた取組、その課題 

 生産性向上に関わる一次産業、小売・サービス業等との連携 など 

回 収 数 

249 件（回収率：16.0％） 

（内訳） 

 

畜産食料品

製造業

水産食料品

製造業

野菜缶詰・

果実缶詰・

農産保存食

料品製造業

調味料

製造業
糖類製造業

精穀・

製粉業

パン・菓子

製造業

動植物油脂

製造業

その他の

食料品

製造業

合計
送付数

（回収率）

鳥取県 2                   12                2                   2                   -                     -                     7                   -                     13                38                
175

（21.7%)

島根県 3                   16                -                     5                   -                     2                   5                   -                     14                45                
217

（20.7%)

岡山県 3                   4                   2                   3                   -                     2                   12                1                   15                42                
347

（12.1%)

広島県 5                   16                4                   8                   -                     -                     23                1                   23                80                
514

（15.6%)

山口県 2                   17                2                   6                   -                     1                   7                   -                     9                   44                
302

（14.6%)

全体 15                65                10                24                -                     5                   54                2                   74                249              
1555

（16.0%)
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３．１．２．調査結果（概要） 

【食料品製造事業者の見通し及び経営課題等について】 

 業界の市場規模は縮小、競争環境は激化、自社の事業規模は拡大する見通し。 

 重要な経営課題は「原材料価格の上昇」や「経費の増加」への対応。 

 現場の主な強みは「小ロット対応可」、主な課題は「コスト削減」。 

 

【フードテックへの関心や関連する取組について】 

 フードテックの認知度は低く、取組事例も少ない。 

 一方、約半数の企業でフードテックへの関心が高く、また活用に向けては「フ

ードテックに関する情報提供」や「参考となる事例紹介」が求められている。 

 生産体制における自動化は、原材料調達や発送の工程では進んでおらず、製

造加工や包装の工程で比較的進んでいる。 

 農林水産業（川上）や小売・サービス業（川下）、または官学との連携や６

次化などの取組は進んでいない。 

 

【食品廃棄物・食品ロス問題について】 

 食品廃棄物や食品ロスの対応・対策としては、「歩留まりの改善」や「消費

期限等の見直し」など。 

 規格外品や食材の未利用部分の活用の取組としては、肥料化や新たな付加価

値を付けた製品化、規格外品としての安価販売など。 

 食品廃棄物・食品ロス削減の課題は、「再利用は衛生面に不安がある」など。 

 

【サプライチェーンについて】 

 過半数の企業で、海外情勢などの外部要因によるサプライチェーンへの影響

（原材料価格が高騰、調達が困難など）がある。 

 原材料価格高騰への対応としては、「販売価格への転嫁」、「諸経費の削減」、

「仕入先の見直し」など。 
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３．１．３．調査結果（詳細） 

ａ．見通し及び経営課題等 

 業界の市場規模は縮小、競争環境は激化する見通し。 

 自社の事業規模は拡大する見通し。 

 重要な経営課題は「原材料価格の上昇」や「経費の増加」への対応。 

 現場の主な強みは「小ロット対応可」、主な課題は「コスト削減」。 

 

問 1．回答企業の属性 

本調査の回答企業の属性（図表３.２、図表３.３）については、従業員数は「20 名

以下」が全体の約半数を占めており、年間売上高は「1 億円以上」、生産ライン数は「2

ライン以下」、１ライン当たりの人員は「1～5 名」がそれぞれ過半数を占めている。

また、産業分類では「水産食料品製造業」、「パン・菓子製造業」がそれぞれ全体の約

４分の１を占めている。 

なお、産業分類でみた回答属性（図表３.３）について、一部の回答件数の少ない業

種についてはその業種でみた場合の有意性に欠けるため、業種分類の統合・整理を行

った。統合に際しては、製造において使用する原料の加工度合い（農畜水産物または

（加工済みの）食品原材料）と販売先（消費者または製造事業者）を基準に、「農畜水

産物加工食品製造」、「食品原材料製造」、「完成加工食品製造」、「その他」として再分

類した。この再分類によってサプライチェーンの形態別の状況を概観することができ

る。以下の問では整理後の分類（「業種別内訳」とする）に従うものとする。 

 

図表３.２ 回答企業の規模 

【従業員数】                            【年間売上高】 

               
【生産ライン数】                  【１ライン当たりの人員】 

     
  

企業数 構成比（％）

1～10名 73 29.3

11～20名 58 23.3

21～50名 60 24.1

51～100名 26 10.4

101～300名 24 9.6

301名以上 8 3.2

合計 249 99.9

企業数 構成比（％）

5百万円未満 7 2.8

5百～1千万円未満 12 4.9

1千～3千万円未満 22 8.9

3千～5千万円未満 15 6.1

5千万～1億円未満 30 12.1

1億円以上 161 65.2

合計 247 100.0

企業数 構成比（％）

1ライン 84 36.1

2ライン 52 22.3

3～5ライン 63 27.0

6～10ライン 27 11.6

11ライン以上 7 3.0

合計 233 100.0

企業数 構成比（％）

1～5名 132 60.6

6～10名 53 24.3

11～25名 22 10.1

26～50名 8 3.7

51～100名 3 1.4

101名以上 0 0.0

合計 218 100.1
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図表３.３ 回答企業の産業業種（業種別内訳の再分類） 

 

※円の外側：産業分類、円の内側：統合・整理後の分類 

 

  

農畜水産物加工食品製造

38.2%

食品原材料製造

13.3%

完成加工食品製造

43.0%

その他

5.6%

畜産食料品製造業, 6.0%

水産食料品製造業, 26.6%

野菜缶詰・果実缶詰・農産

保存食料品製造業, 5.6%

調味料製造業, 10.0%

精穀・製粉業, 2.0%動植物油脂製造業, 0.8%

あん類製造業, 0.4%

パン・菓子製造業, 21.7%

めん類製造業, 4.4%

豆腐・油揚製造業, 3.2%

冷凍調理食品製造業, 1.6%

惣菜製造業, 6.8%

すし・弁当・調理パン製造業, 4.4%

レトルト食品製造業, 0.8%

他に分類されない食料品製造業, 5.6%

【n=249】

（※糖類製造業、でんぷん製造業は回答無しのため除外。）

産業分類 再分類後

畜産食料品製造業

水産食料品製造業

野菜缶詰・果実缶詰・農産保存食料品製造業

調味料製造業

糖類製造業

精穀・製粉業

動植物油脂製造業

でんぷん製造業

あん類製造業

パン・菓子製造業

めん類製造業

豆腐・油揚製造業

冷凍調理食品製造業

惣菜製造業

すし・弁当・調理パン製造業

レトルト食品製造業

他に分類されない食料品製造業 その他

農畜水産物加工食品製造

（主な原材料：農畜水産物、主な販売先：消費者）

食品原材料製造

（主な原材料：農畜水産物、主な販売先：製造事業者）

完成加工食品製造

（主な原材料：食品原材料、販売先：製造事業者・消費者）
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問 2．３～５年先（2025～2027 年度）の業界の市場規模の見通し 

３～５年先（2025～2027 年度）の業界の市場規模の見通し（図表３.４）について

は、14.1％の企業が「拡大する」と回答した一方、33.3％の企業が「縮小する」と回

答しており、「拡大する」から「縮小する」を引いた値は▲19.2 と、全体として市場は

縮小する方向に向かうとみられる。 

 

図表３.４ 業界の市場規模の見通し（2025～2027 年度） 

 

 

問 3．３～５年先（2025～2027 年度）の業界の競争環境の見通し 

３～５年先（2025～2027 年度）の業界の競争環境の見通し（図表３.５）について

は、36.5％の企業が「激化する」と回答した一方、4.0％の企業が「緩和する」と回答

しており、「激化する」から「緩和する」を引いた値は 32.5 と、全体として業界の競

争環境は激化する方向に向かうとみられる。 

 

図表３.５ 業界の競争環境の見通し（2025～2027 年度） 

 

  

14.1 

11.6 

3.0 

17.8 

28.6 

34.9 

34.7 

36.4 

35.5 

28.6 

33.3 

34.7 

48.5 

29.0 

21.4 

17.7 

18.9 

12.1 

17.8 

21.4 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体（n=249）

【業種別内訳】

農畜水産物加工食品製造（n=95）

食品原材料製造（n=33）

完成加工食品製造（n=107）

その他（n=14）

拡大する

変わらない

縮小する

わからない

（％）

36.5 

29.5 

42.4 

37.4 

64.3 

33.7 

38.9 

36.4 

29.9 

21.4 

4.0 

3.2 

6.5 

25.7 

28.4 

21.2 

26.2 

14.3 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体（n=249）

【業種別内訳】

農畜水産物加工食品製造（n=95）

食品原材料製造（n=33）

完成加工食品製造（n=107）

その他（n=14）

激化する

変わらない

緩和する

わからない

（％）
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問 4．３～５年先（2025～2027 年度）の自社の事業規模の見通し 

３～５年先（2025～2027 年度）の自社の事業規模の見通し（図表３.６）について

は、28.2％の企業が「拡大する」と回答した一方、13.7％の企業が「縮小する」と回

答しており、「拡大する」から「縮小する」を引いた値は 14.5 と、全体として事業規

模は拡大する方向に向かうとみられる。 

 

図表３.６ 事業規模の見通し（2025～2027 年度） 

 

 

問 5．重要な経営課題 

重要な経営課題（図表３.７）については、「原材料価格の上昇」の回答割合が 79.2％

と最も高く、次いで「経費の増加（42.0％）」、「売上（受注）の停滞（38.4％）」、「人

員不足（37.1％）」となった。 

 

図表３.７ 重要な経営課題（複数回答、３項目まで） 

 
※その他：人材育成、税金、資源の減少など  

28.2 

29.5 

12.1 

31.1 

35.7 

33.9 

34.7 

45.5 

29.2 

35.7 

13.7 

12.6 

18.2 

14.2 

7.1 

3.6 

9.1 

5.7 

20.6 

23.2 

15.2 

19.8 

21.4 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体（n=248）

【業種別内訳】

農畜水産物加工食品製造（n=95）

食品原材料製造（n=33）

完成加工食品製造（n=106）

その他（n=14）

拡大する

変わらない

縮小する

廃業の検討

わからない

（％）

79.2 

42.0 

38.4 

37.1 

21.2 

15.9 

14.3 

11.8 

11.0 

8.6 

0.4 

2.9 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

原材料価格の上昇

経費の増加

売上（受注）の停滞

人員不足

合理化･省力化

業種の成長性

事業の承継

資金繰り

競争の激化

製品（商品）安

人員過剰

その他

（％）
（ｎ＝245）
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問 6．現場の主な強み 

現場の主な強み（図表３.８）については、「小ロット対応可」の回答割合が 50.2％

と最も高く、次いで「安定した品質・高品質（49.4％）」、「自社のブランド力（33.3％）」

となった。受注数に左右されず、品質の良いものを製造できる体制が強みとわかる。 

 

図表３.８ 現場の主な強み（複数回答、３項目まで） 

 
※その他：安定した販売先、親会社による受注生産、取引先の経営力や信用性が大きいなど 

  

50.2 

49.4 

33.3 

20.2 

18.9 

18.1 

16.0 

13.6 

10.3 

9.9 

8.2 

4.1 

1.6 

0.4 

0.4 

2.1 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

小ロット対応可

安定した品質・高品質

自社のブランド力

技術力・研究開発力

短納期対応

既存製品・サービスの高付加価値

新たな製品・サービスの開発力

取引先が多い

熟練技能者の存在

営業力・販売力

供給能力の充実（設備充実）

現場改善力（ＳＳ・ＱＣ活動など）

知的財産権の活用

ＩＴ活用事例に詳しい人材がいる

公設試験研究機関や大学との連携

その他

（％）
（ｎ＝243）
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問 7．現場の主な課題 

現場の主な課題（図表３.９）については、「コスト削減」の回答割合が 33.9％と最

も高く、次いで「営業力・販売力の維持・強化（33.1％）」、「新たな製品・サービスの

開発力（29.3％）」となった。 

 

図表３.９ 現場の主な課題（複数回答、3 項目まで） 

 
※その他：ＨＡＣＣＰ2対応、工場の老朽化、人材不足、非効率など  

                            
2 食品等事業者自らが食中毒菌汚染や異物混入等の危害要因（ハザード）を把握したうえで、原材料の入荷から製品

の出荷に至る全行程の中で、それらの危害要因を除去または低減させるために特に重要な工程を管理し、製品の

安全性を確保しようとする衛生管理の手法。 

33.9 

33.1 

29.3 

24.8 

23.1 

22.3 

19.0 

19.0 

16.9 

13.2 

12.4 

9.9 

6.2 

2.5 

1.7 

0.8 

0.4 

3.7 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

コスト削減

営業力・販売力の維持・強化

新たな製品・サービスの開発力

取引先の拡大

品質の維持・向上

熟練技能者の採用・育成

技術力・研究開発力

設備増強等による供給能力の拡充

自社ブランドの育成

現場改善力（ＳＳ・ＱＣ活動など）

既存製品・サービスの高付加価値化

ＩＴ活用事例に詳しい人材の採用・育成

海外展開

小ロット対応

短納期対応

知的財産権の保護・活用

公設試験研究機関や大学との連携強化

その他

（％）
（ｎ＝242）
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ｂ．フードテックへの関心や関連する取組 

 フードテックの認知度は低いが、約半数の企業でフードテックへの関心が高

い。 

 関心のあるフードテックとしては、実用化されているものでは「包装・容器

技術」、「ＩｏＴ」、実験段階では「製造（生産）ロボット」、「品質可視化技術」

などが挙げられる。 

 フードテックは、現状では一部の企業で「発酵」や「ＩｏＴ」など、技術力・

研究開発力の強化や品質の維持・向上、現場改善力の向上を期待して行われ

ているケースを除き、ほとんど活用されていない。 

 フードテックの活用に取り組む企業の多くは、フードテックに係る相談先や

連携先を確保している。 

 フードテックを導入するために必要とする支援は、「フードテックに関する情

報提供」や「参考となる事例紹介」などが挙げられる。 

 生産体制における自動化（デジタル化・機械化）は、原材料調達や発送の工

程では進んでおらず、製造加工や包装の工程で比較的進んでいる。 

 農林水産業（川上）や小売・サービス業（川下）、または官学との連携や６次

化などの取組は進んでいない。 
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問 8．フードテックの認知度 

フードテックの認知度（図表３.１０）については、「知らない」の回答割合が 24.6％、

「ほとんど知らない」が 45.6％となり、フードテックについての認知度が低いことが

わかる。 

 

図表３.１０ フードテックの認知度 

 

 

問 9．フードテックへの関心 

フードテックへの関心（図表３.１１）については、「関心がある」（「とても関心が

ある」と「ある程度関心がある」の合計）の回答割合が 52.4％となり、約半数の企業

でフードテックへの関心が高いことがわかる。 

 

図表３.１１ フードテックへの関心 

 

  

0.8 

1.9 

29.0 

26.3 

39.4 

26.4 

42.9 

45.6 

49.5 

45.5 

44.3 

28.6 

24.6 

24.2 

15.2 

27.4 

28.6 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体（n=248）

【業種別内訳】

農畜水産物加工食品製造（n=95）

食品原材料製造（n=33）

完成加工食品製造（n=106）

その他（n=14）

よく知っている

多少知っている

ほとんど知らない

知らない

（％）

4.8 

3.2 

3.0 

5.7 

14.3 

47.6 

52.6 

39.4 

44.3 

57.1 

39.5 

36.8 

51.5 

39.6 

28.6 

8.1 

7.4 

6.1 

10.4 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体（n=248）

【業種別内訳】

農畜水産物加工食品製造（n=95）

食品原材料製造（n=33）

完成加工食品製造（n=106）

その他（n=14）

とても関心がある

ある程度関心がある

ほとんど関心がない

全く関心がない

（％）
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問 10．関心のあるフードテックについて 

問 9 で関心があると回答した企業の関心のあるフードテック（図表３.１２）は、実

用化されているフードテックでは「包装・容器技術（鮮度・品質保持）（53.6％）」、「Ｉ

ｏＴ（データ活用）（38.4％）」など、研究段階のフードテックでは「製造（生産）ロ

ボット（36.8％）」、「品質可視化技術（美味しさ）（25.6％）」などであることがわかる。

全体として、製品のロングライフ化や生産性向上に関心があることがうかがえる。 

 

図表３.１２ 関心のあるフードテック（複数回答） 

 

  

53.6 

38.4 

35.2 

35.2 

28.8 

28.0 

24.8 

24.8 

24.0 

23.2 

21.6 

12.0 

11.2 

9.6 

6.4 

5.6 

3.2 

2.4 

36.8 

25.6 

21.6 

19.2 

14.4 

14.4 

14.4 

8.0 

7.2 

5.6 

3.2 

2.4 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

【実用化】

包装・容器技術（鮮度・品質維持）

IoT（データ活用）

トレーサビリティシステム

脱プラスチック品の利用（包装・容器）

発酵

コールドチェーン（鮮度・品質維持）

食品残渣処理システム（粉砕・脱水など）

搬送ロボット（工場内）

分解性プラスチックの利用（包装・容器）

植物性たんぱく質を用いた代替肉

陸上養殖（魚・貝類）

植物工場

スマート農業

品質可視化技術（糖度）

デリバリーサービス

分散生産

代替たんぱく質としての昆虫

垂直農業

【研究段階】

製造（生産）ロボット

品質可視化技術（美味しさ）

完全栄養食

AI（画像・ビッグデータ解析）

品質可視化技術（鮮度）

コーティング技術（鮮度・品質維持）

調理ロボット

スマート調理家電

３Dフードプリンター

細胞培養（培養肉）

ゲノム編集食品

VR技術

（％）
（ｎ＝125）
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問 11．フードテックを活用した取組の有無 

フードテックは、ほとんどの企業で活用されていない結果となった（図表３.１３）。 

 

図表３.１３ フードテックを活用した取組の有無 

 

 

問 12．活用したフードテックの取組内容と解決が期待される課題 

問 11 で実施していると回答した企業が活用したフードテックと活用により解決が

期待される課題（図表３.１４）については、技術力・研究開発力の強化を中心に、品

質の維持向上や現場改善力の向上等を期待して、急速凍結や発酵などのフードテック

が活用されている。 

 

図表３.１４ 活用したフードテックと解決が期待される課題 

   

2.2 

1.1 

3.1 

2.1 

9.1 

97.8 

98.9 

96.9 

97.9 

90.9 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体（n=229）

【業種別内訳】

農畜水産物加工食品製造（n=92）

食品原材料製造（n=32）

完成加工食品製造（n=94）

その他（n=11）

実施している

実施していない

（％）

活用したフードテック 取組内容 解決が期待される課題

酢酸菌以外の菌を用いた商品開発を目指した、

発酵技術の開発。
技術力・研究開発力強化

植物乳酸菌を活用した新たな発酵食品の開発。

技術力・研究開発力強化

既存製品・サービスの高付加価値化

営業力・販売力の維持・強化

取引先の拡大

自社ブランドの育成

知的財産権の保護・活用

海外展開

残食をデータ化し、人気商品を分析

(人気メニュー・レシピの考案)

技術力・研究開発力強化

品質の維持・向上

SCADAを導入し、データ収集と設備稼働の遠隔

監視と遠隔操作を実施。
ＩＴ活用事例に詳しい人材の採用・育成

コールドチェーン

（鮮度・品質維持）

リキッド凍結機（急速凍結）の導入による、鮮

魚の消費期限の延伸。

技術力・研究開発力強化

現場改善力向上

営業力・販売力の維持・強化

品質可視化技術

（鮮度）

通常のカットネギと比較して、1/100程度まで

菌数を減らす、塩素も電解水も使用しないカッ

ト技術の開発

技術力・研究開発力強化

IoT（データ活用）

発酵
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問 13．フードテックに係る相談先や連携先の有無 

問 11 で実施していると回答した企業のフードテックに係る相談先や連携先の有無

（図表３.１５）については、「相談先はある（連携先はない）」の回答割合が 60.0％

となり、フードテックに取り組む企業の約半数が相談先を持っていることがわかる。

なお、相談先・連携先としては公設試験場や大学等が挙げられている。 

 

図表３.１５ フードテックに係る相談先や連携先の有無 

 
 

問 14．フードテックを導入するために必要とする支援 

フードテックを導入するために必要とする支援（図表３.１６）については、「フー

ドテックに関する情報提供」の回答割合が 61.1％と最も高く、次いで「参考となる事

例紹介（50.2％）」、「フードテック導入に対する財政支援（41.0％）」となった。全体

的に、フードテックに対するイメージやどのようなことが実現できるのかについて理

解が進んでいないことがわかる。 

 

図表３.１６ フードテックを導入するために必要とする支援（複数回答） 

 
※その他：将来への道筋を実感することなど  

20.0 

100.0 

60.0 

100.0 

100.0 

50.0 

20.0 

50.0 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体（n=5）

【業種別内訳】

農畜水産物加工食品製造（n=1）

食品原材料製造（n=1）

完成加工食品製造（n=2）

その他（n=1）

相談先も連携先もある

相談先はある（連携先はない）

連携先はある（相談先はない）

相談先も連携先もない

（％）

61.1 

50.2 

41.0 

30.1 

30.1 

27.5 

17.0 

10.5 

0.9 

19.2 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

フードテックに関する情報提供

参考となる事例紹介

フードテック導入に対する財政支援

フードテックに精通した人材の紹介・育成支援

相談体制（専門家や支援機関）

税制優遇

フードテック企業とのマッチング支援

公設試験研究機関や大学との連携支援

その他

わからない

（％）
（ｎ＝229）
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問 15．生産体制における自動化（デジタル化・機械化）の進捗 

生産体制における自動化（デジタル化・機械化）の進捗（図表３.１７）については、

原材料調達（86.5％）や発送（82.6％）で「すべて手作業」の回答割合が比較的高く

なっている。 

一方で、「デジタル技術・機械を導入」や「自動化」については製造加工（前者：41.4％、

後者：8.8％）や包装（前者：37.4％、後者：9.2％）等の工程で比較的進んでいるこ

とがわかる。 

 

図表３.１７ 生産体制における自動化（デジタル化・機械化）の進捗 

 

 

  

86.5

49.0

66.7

52.9

82.6

13.5

41.4

29.9

37.4

17.0

8.8

3.4

9.2

0.4

0.8

0.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

原材料調達（n=237）

製造加工（n=239）

検査（n=234）

包装（n=238）

発送（n=235）

すべて手作業

デジタル技術・

機械を導入

自動化

高度な自動化

（％）
【作業工程（回答数）】

作業工程（回答数） すべて手作業 デジタル技術・機械を導入 自動化 高度な自動化

原材料調達（n=92） 92.4 7.6 0.0 0.0

製造加工（n=94） 53.2 38.3 6.4 2.1

検査（n=90） 62.2 32.2 5.6 0.0

包装（n=93） 54.8 36.6 7.5 1.1

発送（n=92） 84.8 15.2 0.0 0.0

原材料調達（n=31） 90.3 9.7 0.0 0.0

製造加工（n=32） 50.0 37.5 12.5 0.0

検査（n=31） 83.9 12.9 3.2 0.0

包装（n=31） 67.7 22.6 9.7 0.0

発送（n=30） 83.3 16.7 0.0 0.0

原材料調達（n=100） 85.0 15.0 0.0 0.0

製造加工（n=99） 47.5 43.4 9.1 0.0

検査（n=99） 68.7 30.3 1.0 0.0

包装（n=100） 48.0 42.0 10.0 0.0

発送（n=99） 84.8 14.1 1.0 0.0

原材料調達（n=14） 50.0 50.0 0.0 0.0

製造加工（n=14） 28.6 57.1 14.3 0.0

検査（n=14） 42.9 50.0 7.1 0.0

包装（n=14） 42.9 42.9 14.3 0.0

発送（n=14） 50.0 50.0 0.0 0.0

完成加工食品製造

食品原材料製造

農畜水産物加工食品製造

その他
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問 16．１次産業（川上）・３次産業（川下）・官学との連携または６次化の取組の有無 

農林水産業（川上）や小売・サービス業（川下）、または官学との連携や６次化の取

組の有無（図表３.１８）については、「取り組んでいる（検討している）」の回答割合

が 16.3％であるのに対して、「取り組んでいない」は 83.7％となっている。 

具体的な取組内容（図表３.１９）は、地元大学や公設試験場との連携による商品開

発や技術開発、生産者との連携による原料調達などであり、また取組がない場合に希

望する連携先（図表３.１９）は、大学、農業・漁業の協同組合、農家、流通業者、同

業他社などとなっている。 

 

図表３.１８ 川上・川下・官学との連携や６次化の取組の有無 

 

  

16.3 

16.5 

10.3 

14.1 

42.9 

83.7 

83.5 

89.7 

85.9 

57.1 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体（n=233）

【業種別内訳】

農畜水産物加工食品製造（n=91）

食品原材料製造（n=29）

完成加工食品製造（n=99）

その他（n=14）

取り組んでいる

（検討している）

取り組んでいない

（％）
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図表３.１９ 具体的な取組内容や連携先の希望 

具
体
的
な
取
組
内
容 

○ 広島大学との連携によるヨーグルト開発。 

○ 大学との連携による地場産品を用いた地産地消商品の開発。 

○ 農協との連携による栽培法の情報交流と販路開拓。 

○ 岡山大学との連携。 

○ 商工会と連携し、６次化に取り組む農業者からの加工依頼に対応。 

○ ６次産業化の国の認定を取得。 

○ 親会社（１次産業、漁業）と子会社（製造・販売）で６次化を図っている。 

○ 生産者（農業・漁業）とネットワークを構築し、加工・商品販売を担当。 

○ 県立農大との商品開発。 

○ ８割以上の原料を自社で生産。 

○ 地元に原料栽培を委託し、全量を買い取り、製造を実施。また、その商品をブラ

ンド化（例：“地場産品”シリーズ）。 

○ 産業技術センターと連携し、商品開発や生産効率の改善を実施。 

○ 自家農園で栽培したものを加工し、自分たちで販売。 

○ 自社農園を小規模で運営。 

○ 地場産の貝類の養殖に取り組んでいる。 

○ 農協や行政と連携し、地元食材を活用した商品開発に着手。 

○ 産業技術センターと連携し、機能性表示食品の開発に着手。 

○ 地元大学の研究室で開発された技術を応用し、新製品開発を実施。 

○ 大学、高校との連携による商品開発。 

○ 他社との連携によって原料、設備、技術を提供・共有し、販売を促進（生産者の

生産意欲、収入の向上や、地域特産品の維持）。 

○ 中小機構の支援を受け、地域資源の認定を取得。 

○ 農家と協力し、指定品種の餅米を栽培。 

○ 農業高校と連携し商品開発。 

○ 広島大学との共同研究。 

○ 産業技術センターとの連携。 

○ 他社と連携し、販路を共同利用。 

○ 食品技術センターと連携し、地元食材を利用した観光用土産品の開発に着手。 

連
携
先
の
希
望 

○ 農家や商工会との連携。 

○ 有機農法、自然農法等にこだわった農家との直接取引。 

○ 米、小豆、大豆等の生産者との連携（品質の高い生産地の育成を目的）。 

○ 有機農法を取り入れるなど、進んだ取組を行う生産者との連携。 

○ 事業者同士の連携。 

○ 流通事業者との連携。 

○ ＤＸを用いた生産と加工の連動を可能にする事業者との連携。 

○ 生産者や漁業協同組合。 

○ 大学。 

○ 包材メーカー、官学。 
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ｃ．食品廃棄物・食品ロス問題 

 食品廃棄物や食品ロスの対応・対策としては、「歩留まりの改善」や「消費期

限等の見直し」が挙げられる。 

 規格外品や食材の未利用部分の活用の取組としては、肥料化や新たな付加価

値を付けた製品化、規格外品として安価販売などがされている。 

 食品廃棄物や食品ロスの削減に向けた課題としては、「再利用は衛生面に不安

がある」などが挙げられる。 

 

問 17．食品廃棄物や食品ロスの対応・対策 

食品廃棄物や食品ロスの対応・対策（図表３.２０）については、「歩留まり（また

は良品率）の改善」の回答割合が 52.7％と最も高く、次いで「消費期限（販売期限）

等の見直し（30.7％）」、「発注や生産計画における予測精度の改善（29.5％）」となり、

製造品質の向上や製品のロングライフ化を中心に取り組まれている。 

なお、「特になし」とする回答は 13.7％となった。食品ロスは発生しないとする企

業も一部に含まれている。 

 

図表３.２０ 食品廃棄物や食品ロスの対応・対策（複数回答） 

 

※その他：値引き販売、リサイクル、食品ロスなしなど  

52.7 

30.7 

29.5 

27.4 

13.3 

12.4 

12.0 

10.8 

7.9 

6.2 

4.1 

1.7 

7.5 

13.7 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

歩留まり（または良品率）の改善

消費期限（販売期限）等の見直し

発注や生産計画における予測精度の改善

規格外品や食材の未利用部分の活用（商品開発、販路開拓など）

フードバンク、子ども食堂などへの寄付

原材料や商品の保管状況の改善、容器の改良

食品ロス発生量の継続的な計量

取引先からの返品削減

食品ロスの削減目標の設定

取引先との納品期限緩和に向けた調整

消費者啓発

１／３ルールの見直し

その他

特になし

（％）
（ｎ＝241）
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問 18．規格外品や食材の未利用部分の具体的な活用方法 

問 17 で規格外品や食材の未利用部分の活用と回答した企業の具体的な活用方法（図

表３.２１）は、肥料化や新たな付加価値を付けた製品化、規格外品の値引き販売など

である。 

 

図表３.２１ 規格外品や食材の未利用部分の具体的な活用方法 

鳥
取
県 

○ カニの殻を健康サプリメント会社へ販売。 

○ 未利用部分を農業用に肥料化。 

○ らっきょうの皮を菓子へ使用し、規格外品ゴミを削減。 

○ 海藻類などを肥料化。 

○ 規格外の可食部位は他業者に供給し、異なる商品を開発し、販売している。 

○ 規格外品の発生を食品衛生学的側面等から抑制している。 

○ 規格外品を取りまとめて、こわれせんべいとして社員向けに販売している。 

○ 人参の葉・卵の殻などから抗菌成分や保湿成分を抽出し、化粧品に使用。 

○ 廃棄物（規格外）の製品化。 

島
根
県 

○ 訳あり商品として、対個人向けにネット通販等で販売。 

○ 商品開発の取組からＨＡＣＣＰ取得に繋げる。 

○ 魚のアラを使った商品開発。 

○ 廃棄物となる農作物を活用した商品開発の着手。 

○ 製造での再利用化。 

○ 規格外商品として安く販売。 

○ 農産品をペースト化し、飲食店等へ販売、もしくは新しい商品を開発。 

○ 熱乾燥・圧縮乾燥・冷凍乾燥を用いて廃棄商品に付加価値を付けて再商品化。 

○ 複数の商品を詰め合わせた規格外品セットとして安価で販売。 

○ 魚の頭、骨などを粉末加工して製品化。 

○ 未利用魚、規格外の魚を原材料として使用。 

○ 未利用魚を活用した缶詰商品の販売・製造等。 

○ 訳あり品として別価格設定して販売。 

岡
山
県 

○ サンプルやその他規格外はネット通販で格安で販売。 

○ トマト、桃、ぶどうの地元産品規格外品を使用。 

○ パック詰め規格外製品をカフェや対面販売店舗へ提供。 

○ 規格外商品を自販機で販売。 

○ 規格外品やキズあり等のラベルを貼り、小ロットにて販売。 

○ 規格外品でスポット商品を作り、安価で販売。 

○ 魚のアラ部分をネット販売。 
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○ 原料の肥料化。 

○ 岡山県産のもものしぼりカスをおからクッキーにまぜて利用。 

○ （卵採集後ほとんど破棄されている）親アマゴの缶詰への活用。 

○ 値引きして販売。 

○ 訳あり品としてネット通販で販売。 

○ 豆腐、豆乳、おから等を使った惣菜を研究中。 

○ 農家で捨てられている白ネギの青い部分を使って商品化。 

○ 複数原料米として販売。 

○ 「鯛ほぐし」、「鯛茶づけ」など中央市場内で余った鮮魚の活用法を模索。 

広
島
県 

○ かつおだしをとったあとの“だしがら”の再利用。 

○ 余ったもみじ饅頭を販売だけでなく、揚げた新商品として提供。 

○ 乾燥野菜に転用。 

○ 柑橘類の果皮の残渣等を利用。 

○ 規格外商品の積極的使用。 

○ 規格外品の製品化。 

○ 規格外品を値引き販売。 

○ 大手スーパー等からキャンセルになった商品を直接農家等より仕入れて利用。 

○ 酒粕の活用（原料化）。 

○ 酒粕の用途開発により、新商品を開発・販売。 

○ 切れ端部分を集めて商品化。 

○ 端材、またはＢ級商品としてスーパー等に格安で販売。 

○ 皮付きポテトの発売、小片の商品化。 

山
口
県 

○ Ｂ級品をペーストにし、せんべいに転用。 

○ 栗の小片（割れ易い）を商品化。 

○ ふぐやのどぐろの骨を使った商品造成。 

○ 規格外や賞味期限が近くなった商品は、直営店舗でまとめ商品として値引き販売。 

○ 規格外品は社員販売又は無料配布。 

○ 規格外品の基準（規格と規格外品の線引き）の廃止。 

○ 規格外品を使用した商品造成。 

○ 契約農家から規格外品を買い取り。 

○ 生鮮品内の規格外品、傷物等は加工品として商品化。 

○ 加工時に排出される部位の転用（家畜の飼料、形状変成による商品化）。 

○ 野菜の端材の利用。 
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問 19．食品廃棄物や食品ロスの削減に向けた課題 

食品廃棄物や食品ロスの削減に向けた課題（図表３.２２）については、「再利用は

衛生面に不安がある」の回答割合が 33.2％と最も高く、次いで「食品ロスはない（発

生量はごくわずか）（26.0％）」、「時間や人手が足りない（23.4％）」となった。食品ロ

スが少量に抑えられているため課題は少ないとする企業もある一方、衛生面での不安

や取組に割く人員が不足していることが課題であることがわかる。 

 

図表３.２２ 食品廃棄物や食品ロスの削減に向けた課題（複数回答） 

 

※その他：機械の老朽化、受発注数と生産数量の精度向上、再利用のコスト高など 

  

33.2 

26.0 

23.4 

20.4 

15.3 

8.5 

7.7 

5.1 

0.4 

6.8 

8.9 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

再利用は衛生面に不安がある

食品ロスはない（発生量はごくわずか）

時間や人手が足りない

商習慣見直しは難しい

消費者の理解が進まない

何をしたらいいかわからない

資金が足りない

社員への啓発が難しい

取組の必要性がわからない

その他

特に課題はない

（％）
（ｎ＝235）
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ｄ．サプライチェーン（供給網）について 

 過半数の企業が「海外情勢などの外部要因がサプライチェーンに影響する」

と回答している。 

 エネルギー関連だけでなく、包装資材や魚介類、農産物、調味料等も価格高

騰の影響を受けている。 

 原材料価格の高騰への対応としては、「販売価格への転嫁」、「諸経費の削減」、

「仕入先の見直し」が行われている。 

 

問 20．サプライチェーンにおける外部要因（海外情勢など）の影響 

サプライチェーンにおける外部要因（海外情勢など）の影響（図表３.２３）につい

て、『影響する』（「大きく影響する」、「影響する」、「少し影響する」の合計）と回答し

た企業は約７割と、過半数の企業が「海外情勢などの外部要因がサプライチェーンに

影響する」と回答している。 

 

図表３.２３ サプライチェーンにおける外部要因（海外情勢など）の影響 

 

  

24.4 

32.3 

15.6 

22.3 

7.1 

33.5 

30.1 

40.6 

30.1 

64.3 

15.3 

14.0 

15.6 

17.5 

7.1 

11.2 

7.5 

18.8 

12.6 

7.1 

15.7 

16.1 

9.4 

17.5 

14.3 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体（n=242）

【業種別内訳】

農畜水産物加工食品製造（n=93）

食品原材料製造（n=32）

完成加工食品製造（n=103）

その他（n=14）

大きく影響する

影響する

少し影響する

影響しない

わからない

（％）
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問 21．価格高騰の影響を受けている主な原材料 

問 20 で影響すると回答した企業を対象とした、価格高騰の影響を受けている主な

原材料（図表３.２４）は、エネルギー関連だけでなく、包装資材や魚介類、農産物、

調味料など、幅広く影響がみられることがわかる。 

 

図表３.２４ 価格高騰の影響を受けている主な原材料 

【水道・光熱費】 
ガス 

ガソリン 

重油 

電気 

燃料 

石油 

石油加工品 

水道 

 

【魚介類】 

いか 

うに 

鱗 

えび 

海産物 

カタクチイワシ 

かつお 

鮭 

すり身 

なまこ 

ひじき 

わかめ 

かに 

カニ 

冷凍赤エビ 

輸入水産物 

冷凍すり身 

冷凍フィーレ 

冷凍魚介類 

冷凍魚肉すり身 

冷凍鮭 

【原材料】 
小麦粉 

米粉 

玄そば 

そば粉 

チョコレート 

めん類 

輸入原材料 

あんこ 

フィリング 

【資材】 

PET 容器 

ダンボール 

トレー 

パウチ製品 

パッケージ 

フィルム 

プラスチック 

包装紙 

包装ロール 

ビニール 

容器（紙・樹脂） 

ラップ 

ラベル 

袋 

ビン 

【飼料・肥料】 飼料 肥料  

【畜産物・乳製品】 
鶏卵 

鶏肉 

生乳 

牛肉 

牛蒡 

 

輸入牛肉 

チーズ 

 

【調味料・添加物】 

アミノ酸 

アルコール 

液糖 

果汁 

寒天 

グリセリン 

グルソー 

ゲル化剤 

醤油 

ゼラチン 

ソース 

ソルビトール 

テンサイ糖 

でんぷん 

糖化原料 

 

トレハロース 

麦芽糖 

水あめ 

もろみ 

澱粉 

砂糖 

塩 

 

【農産物】 

小豆 

インゲン豆 

カカオ豆 

キャベツ 

小麦 

大豆 

菜種 

茶葉 

にんにく 

冷凍果実 

玉葱 

人参 

青ネギ 

たまねぎ 

トウモロコシ 

 

唐辛子 

白ネギ 

麦 

米 

米国大豆 

輸入ばれいしょ 

輸入野菜 

 

【食用油脂】 
オリーブオイル 

植物油 

植物油脂 

食用油 

バター 

ひまわり油 

マーガリン 

油脂 

 

【その他】 
人件費 

賃料 

海外生産物 

輸送コスト 

冷凍食品 
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問 22．原材料価格の高騰に対する対応 

原材料価格の高騰に対する対応（図表３.２５）については、「販売価格への転嫁」

の回答割合が 84.1％と最も高く、次いで「諸経費の削減（50.0％）」、「仕入先の見直

し（32.4％）」となった。 

 

図表３.２５ 原材料価格の高騰に対する対応（複数回答） 

 
※その他：商品規格変更、設備投資などによる製造の効率化、発注量の調整 

  

84.1 

50.0 

32.4 

23.5 

18.2 

13.5 

10.6 

10.0 

10.0 

7.6 

1.2 

1.2 

1.8 

8.2 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

販売価格への転嫁

諸経費の削減

仕入先の見直し

商品構成の見直し

省エネ対策

高騰した原材料を減らす

人件費の削減

物流ルートの見直し

産地の変更

原材料を別の品目に変更

原材料を自ら生産

仕入原材料の品質を下げる

その他

現状での対応（策）はなし

（％）
（ｎ＝170）
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ｅ．中国地域における今後の食料品製造業の方向性（あり方）や要望等 

問 23．中国地域における今後の食料品製造業の方向性（あり方）や要望等 

中国地域における今後の食料品製造業の方向性（あり方）や要望（図表３.２６）と

しては、昨今の海外情勢の変化への対応（補助金、価格転嫁の支援）や、食料品製造

事業者間、または生産者とのネットワークの構築、地産地消を中心とした強固な供給

体制づくりなどが挙げられている。 

 

図表３.２６ 方向性（あり方）や要望等 

○ 製造元が価格決定し、販売者が最終販売価格を決める本来の流れではなく、販売者

（量販店）が売価設定し、それに合う商品を作る流れとなっていることから、特に零

細企業は良い商品を消費者に届けたくても価格先行だと難しい。 

○ 燃料の値上がり（加工単価の上昇）や運賃等の上昇（都市圏への配送料が上昇）に対

応したガソリン、灯油等への補助金が欲しい。 

○ 大手が価格転嫁しないと小規模企業が価格転嫁しづらい。 

○ 零細企業と大企業の区別なく、同一基準で法律への対応が求められることは厳しい。 

○ 中小企業への国や県からの助成を増やしてほしい。 

○ 中国地域（特に広島、岡山）での青ネギ、白ネギの生産者が少なく、他地域からの仕

入で対応すると運賃負担が大きい。 

○ 中国地域における食料品製造事業者間のネットワークの構築が必要と感じる。 

○ 地場の中小企業の販路拡大や地域産品の認知度向上を官民連携で支援する体制の拡

充。 

○ 地産地消を中心とした供給体制の確立。 

○ 価格の高騰に影響されない供給体制。 

○ 地域産品への有効利用など、未利用魚の利用を啓蒙。 

○ 小規模加工会社が先進テクノロジーを導入しやすくすることが大事。 

○ 日持ち向上によるロスの削減。 

○ 瀬戸内海の漁業を復活させ、資源豊富な海を再生する。 

○ 個性的な加工商品を売り上げにつなげるために、マーケティングやブランディング

の実施やネット通販の活用が大事。 

○ 中小企業における自動化、ロボット活用が進まない状況が続いているため、本質的な

要因の解明と対策の立案が必要。 

○ 小売大手が適正な販売価格・仕入価格での取引を実施する必要がある。 
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○ 最新のテクノロジーに触れて情報を仕入れる機会を増やすことで、古い製造機械を

使用し、昔ながらの方法でたくさんの人手を使って製造している企業に存続・発展の

機会を提供する。 

○ 人手不足対策として製造工程の自動化への流れは必須であるが、導入方法、ノウハ

ウ、メンテナンスの資金が課題となるため、そこに対する支援が必要。 

○ 自然災害対策として長期保存できる食品の提供体制を取ることが重要。 

○ 新しいニーズを開拓し、取引先を増やすことに努める。 

○ 国際情勢の影響を受けにくい国産原料は、生産コスト高や担い手不足、高齢化の問題

によって産地の維持すら厳しい状況であるため、生産能力や生産性の向上、また輸入

食材に対する価格競争力強化などが必要。 

○ 原材料の価格高騰・調達困難・調達期間の長期化が生産量・出荷量の減少に繋がって

いる。 

○ 魚（特に干魚）は値上げがしにくく、安くみられる傾向がある。 

○ 起業した会社への支援よりも、既存の企業（零細）への支援を手厚くしてほしい。 

○ 助成金や補助金の申請のハードルが高い。 

○ 規格外原料と農産物等を組み合わせて商品開発に結びつけたい。 

○ 人材・資金・後継者の不足により廃業するところが多い。 

○ 企業間のコラボが必要。 

○ 内容、中身がしっかりした製品を高単価で売れる仕組みづくり。 

○ 未利用品の再商品化や産業廃棄物の処理費の高騰に対応。 

○ 地政学的リスクを避けるならＪＡと連携して小麦等原材料の地産地消化を進めるべ

きだが、国産食材の価格については価格等の競争力強化が課題である（例：高騰して

いるとはいえ、いまだに海外産小麦の方が国産よりも安い）。 
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３．２．商工団体のフードテック等に関するアンケート調査 

食料品製造業は中小規模の事業者が多く、原材料調達や販売、雇用面で地域密着型

の産業である。そこで、中国地域内の商工団体の地域の食に関わる取組やフードテッ

クへの対応・取組事例等を把握するため、アンケート調査を実施した。 

 

３．２．１．調査概要 

以下の調査要領でアンケートを実施した。 

 

図表３.２７ 商工団体アンケート調査実施要領 

項 目 内  容 

調査目的 地域の食に関わる取組やフードテックへの対応・取組事例の把握 

調査手法 郵送によるアンケート調査 

対 象 先 中国地域内の 164 組織（51 商工会議所、113 商工会） 

調査時期 2022 年８月 15 日～８月 31 日 

質問項目 

 原材料供給、製造加工等の食に関わる産業動向と施策 

 フードテックの認知度、期待 

 食に関わる地方創生、産学官連携等の取組 など 

回 収 数 

（内訳） 

50 件（回収率：30.5％） 

 

 

  

鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県 全体

回収数 10                8                   12                11                9                   50

送付数

（回収率）

22

（45.5%)

29

（27.6%)

32

（37.5%)

47

（23.4%)

34

（26.5%)

164

（30.5%)
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３．２．２．調査結果（概要） 

【管轄地域内における食料品製造業の概要について】 

 回答があった商工団体では、食料品製造事業者の会員割合が低い。 

 相談を受ける主な課題は「原材料価格の上昇」や「取引先の拡大」への対応・

方策など。 

 過去３年間に食に関する課題への支援策は「実施していない」が最も多いが、

実施された中では「地域資源のブランド化や販路開拓」に関する支援が最も

多い。 

 

【管轄地域内におけるフードテックの動向について】 

 商工団体のフードテックの認知度は低い。 

 フードテックに関する相談を受けることもほとんどない。 

 「生産のスマート化」では、「ＩｏＴ」などのフードテックを活用する例が

ある。 

 「地域資源のブランド化や販路開拓」では、「陸上養殖」、「コールドチェー

ン」、「ＡＩ」などのフードテックの活用が期待されている。 

 

【供給安定化への取組について】 

 企業のサプライチェーンは、「わからない」を除いた回答があった地域すべ

てで外部要因の影響を受けるとみられる。 

 外部要因の影響があった場合、商工団体は企業に対して、「販売価格への転

嫁」、「諸経費の削減」、「金融支援」などへの支援が必要であると考えている。 

 

【食に関わる地方創生、産学官連携等について】 

 食による地方創生（地域活性化）は約１割の商工団体で取り組まれ、地元の

大学や企業との連携による新商品開発や地産品のＰＲなどが実施されてい

る。 

 食に関わる産学官連携については、過半数の商工団体が相談先も連携先もな

い状況となっている。 
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３．２．３．調査結果（詳細） 

ａ．管轄地域内（以下、地域内）における食料品製造業の概要 

 回答があった商工団体では、食料品製造事業者の会員割合が低い。 

 相談を受ける主な課題については「原材料価格の上昇」や「取引先の拡大」

などの回答が多かった。 

 食に関する課題に対する支援の実施状況については「実施していない」との

回答が最も多かったが、実施された支援策では「地域資源のブランド化や販

路開拓」に関する支援が最も多かった。 

 その他の支援としては、地域資源のブランド化や販路開拓、ＨＡＣＣＰなど

の対応のための専門家派遣、補助金申請・活用の促進などがみられる。 

 

問 1．地域内における食料品製造事業者の会員の割合 

回答のあった商工団体の地域内における食料品製造事業者の会員割合（図表３.２

８）については、「2％以上 4％未満」が 56.5％、次いで「2％未満（23.9％）」、「4％以

上 6％未満（10.9％）」となっており、食料品製造事業者が占める割合が少ない商工団

体がほとんどであることがわかる。 

 

図表３.２８ 地域内における食料品製造事業者の会員の割合 

 

  

2％未満

23.9%

2%以上4％未満

56.5%

4%以上6％未満

10.9%

6%以上8％未満

4.3%

8%以上10％未満

2.2%

10%以上24%未満

0.0%

24%以上

2.2%
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問 2．相談を受ける主な経営課題、現場における課題 

相談を受ける経営課題（図表３.２９）については、「原材料価格の上昇」の回答割

合が 75.5％と最も高く、次いで「売上（受注）の停滞（65.3％）」、「資金繰り（30.6％）」

となった。 

また、相談を受ける現場における課題（図表３.３０）については、「取引先の拡大」

の回答割合が 47.8％と最も高く、次いで「営業力・販売力の維持・強化（43.5％）」、

「新たな製品・サービスの開発力（39.1％）」となった。 

 

図表３.２９ 相談を受ける主な経営課題（複数回答、３項目まで） 

 
※その他：販路開拓、生産設備不足 

  

75.5 

65.3 

30.6 

28.6 

22.4 

20.4 

14.3 

8.2 

8.2 

6.1 

4.1 

-

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

原材料価格の上昇

売上（受注）の停滞

資金繰り

人員不足

経費の増加

事業の承継

競争の激化

合理化･省力化

業種の成長性

製品(商品)安

その他

人員過剰

（％）
（ｎ＝49）
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図表３.３０ 相談を受ける現場における主な課題（複数回答、３項目まで） 

  

47.8 

43.5 

39.1 

23.9 

23.9 

23.9 

21.7 

19.6 

15.2 

6.5 

4.3 

4.3 

2.2 

2.2 

2.2 

-

-

-

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

取引先の拡大

営業力・販売力の維持・強化

新たな製品・サービスの開発力

品質の維持・向上

既存製品・サービスの高付加価値化

設備増強等による供給能力の拡充

コスト削減

自社ブランドの育成

技術力・研究開発力

ＩＴ活用事例に詳しい人材の採用・育成

小ロット（小口）対応

熟練技能者の採用・育成

現場改善力（ＳＳ・ＱＣ活動など）

知的財産権の保護・活用

海外展開

短納期対応

公設試験研究機関や大学との連携強化

その他

（％）
（ｎ＝46）
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問 3．過去３年間に支援策を実施した食に関する課題 

過去３年間に支援策を実施した食に関する課題（図表３.３１）については、「実施

していない」の回答割合が 38.3％と最も高く、次いで「（デジタル化やＤＸ等を取り

入れた）地域資源のブランド化や販路開拓（36.2％）」、「外部環境（原材料高騰など）

への対応（23.4％）」となった。 

 

図表３.３１ 過去３年間に支援策を実施した食に関する課題（複数回答） 

 

※その他：ＨＡＣＣＰ導入、補助金申請、販路拡大、生産性向上、マッチングなど 

  

38.3 

36.2 

23.4 

12.8 

10.6 

8.5 

8.5 

4.3 

2.1 

-

10.6 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

実施していない

（デジタル化やＤＸ等を取り入れた）

地域資源のブランド化や販路開拓

外部環境（原材料高騰など）への対応

流通の安定化（安定供給）

（デジタル化やＤＸを用いた）

生産のスマート化

多様な食の需要への対応

（健康志向、菜食主義、ハラール対応など）

未利用資源の活用

環境配慮の取組（ＳＤＧｓ関連等）

食品ロス問題への対応または廃棄物等の削減

フードバリューチェーンの強化

その他

（％）（ｎ＝47）
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問 4．過去３年間に実施した支援内容と支援実施後も残る課題 

問３で支援策を実施したと回答した商工団体では、過去３年間に地域資源のブラン

ド化や販路開拓、ＨＡＣＣＰなどの対応に向けた専門家派遣、補助金申請・活用など

に係る支援などが行われている（図表３.３２）。 

 

図表３.３２ 食に対する課題について過去３年間に実施した支援内容と現在の課題 

支援内容 支援実施後も残る課題 

課題：（デジタル化やＤＸ等を取り入れた）地域資源のブランド化や販路開拓 

○ 地域ブランド化推進事業 

○ ブランド専用ネット通販の開始 

○ 個別事業者への専門家派遣 

○ 流通専門家による販促セミナーの開催 

○ 新商品開発経費の助成、補助金申請支援 

○ 人材不足 

○ 生産設備不足 

○ 経営者資質向上 

○ 自社ＨＰ開設とネット販売ＳＮＳ活用通販サイト  

○ ブランド化や販路開拓に伴い設備導入、宣伝販促に活用

できる補助金活用支援 
 

○ オンライン商談会への参加のための指導 ○ 商談の成約率向上 

○ 自社ＨＰの刷新による魅力的かつ効果的な情報発信の支

援 

○ ＥＣサイトの刷新による非対面型ビジネスモデルへの転

換支援 

○ 販売チャネルの整理 

○ 生産性向上のための設

備投資 

○ 卸中心から対消費者向けの小売を増やすため、ネット販

売を開始 

○ 運用側の人材育成 

○ 人手不足 

○ 首都圏等への販路開拓支援 ○ 更なる販路拡大 

○ 地域資源を使った商品開発 

○ ネット販売について補助金活用 

○ 商談会等参加による販路開拓支援 

○ 生産性向上 

○ びほく販路開拓塾（１日のみ開催） 

○ （百貨店のバイヤーを招聘し、地区内食品業者と商品開

発販路開拓についての勉強会を開催（継続中）。また、販

路開拓コーディネーターによるバイヤーとの商談方法を

レクチャー） 

○ 成果も出ているが１日

開催なので、参加者が

限られる 

○ 備中たかはしフェアの開催（1 週間開催） 

○ （びほく販路開拓塾の実践として、百貨店にて展示即売

会を開催し、事業主等に現場に立ってもらい、セールスを

実践） 

○ ７日間ではあるが、１

日も現場に立たない業

者も居る 

○ 全国地方銀行フードセレクションへの出展支援 

○ インターネットを活用したＷＥＢ商談会へ出展支援 

○ マッチング商談会への参加支援 

○ ＷＥＢでの商談会の成

約率が低い 

○ コロナがなければリア

ル商談会へ参加する 

○ 販路開拓を目的とした補助金申請の事業計画策定 ○ 販路開拓 
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○ 地域資源を使った独自のブランド化 
○ 販路開拓 

○ 資金繰り 

○ 持続化補助金のスキームを活用したＷＥＢサイト構築な

どの販路開拓支援 

○ 生産人員の不足 

○ コスト上昇 

○ 原材料納期の長期化 

○ デリバリーシステムの導入による販路拡大 ○ システムの定着促進 

○ 行政との連携によるブランド認定 ○ 販路拡大 

○ 補助金活用  

○ ＥＣサイトからの販売強化 

○ 一度購入された方はＥ

Ｃに移行するが、新規

顧客獲得は難しい 

○ 地域資源のブランド化や販路開拓を推進するための持続

化補助金等の紹介 

○ ブランド化は浸透に時

間を要するため、継続

的な支援が必要 

○ 専門家を交えた経営支援 ○ 継続支援 

○ 商品開発について専門家による指導  

○ ネット販売の支援 

○ やましろブランドへの認定 

○ 販路開拓支援 

 

○ ホームページ作成支援 ○ ＥＣサイトへの移行 

課題：外部環境（原材料高騰など）への対応 

○ 製造コストの洗い出しと商品価格転嫁  

○ ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理を制度化するための専門家

による指導 
 

○ エネルギーコスト高騰に対応する為の取組（設備更新の

補助金） 
 

○ 原材料高騰を克服するために専門家派遣  

○ 設備の更新による省エネ化支援 
○ 販路開拓 

○ 資金面 

○ 価格転嫁対策支援（セミナー、個別相談） 

○ 転嫁したことによる消

費者の買い控え（減収

減益） 

○ 専門家派遣を活用した原価見直し ○ 原材料価格の上昇 

○ 補助金融資の対応 
○ 事業者の借入過多に対

する資金繰り改善 

○ 資金調達に関する支援 
○ 価格転嫁が難しい 

○ 販路開拓が難しい 

○ エネルギー高騰対策  

○ 原材料価格の高騰に対応するため山口県の支援金を紹介 

○ 一時的な対応でしかな

い 

○ 根本的な解決が必要   



 

-48- 

課題：流通の安定化（安定供給） 

○ 中海・宍道湖・大山圏域のマッチング商談会への参加支援 

○ 米子境港食の商談会などの各商談会への参加支援 

○ より踏み込んだ支援

が必要 

○ 欧州、米国向けオーガニック醤油の輸出拡大 

○ ＨＡＣＣＰ認定取得やＦＤＡ登録に関すること 

○ 安定供給のための設備増設 

○ 過大な設備投資 

○ 設備機器類の納期遅

れや価格上昇 

○ ものづくり補助金等のスキームを活用した新製品対応の

為の生産設備導入支援 

○ 設備導入と補助金申

請のタイミングが合

わない 

○ 生産設備の導入 ○ 省力化 

○ 注文配達サービスにおける流通と受付（ＦＡＸ）サービス

の設置 

○ 別の支援がないか検

討 

○ 仕入先の見通し  

課題：（デジタル化やＤＸを用いた）生産のスマート化 

○ 生産性向上設備導入のため国の経営力向上計画認定、県

の産業成長応援事業計画認定補助金活用を支援 

○ より踏み込んだ支援

が必要 

○ すべて手作業で行っていた、ある製造販売業者に対する

製造プロセスの見直し支援 

○ 生産性向上に資する全自動機械や製造ロボット等の導

入支援の実施 

○ 従業員の教育訓練 

○ ＥＣサイト等を通じ

た受注拡大 

○ 補助金活用  

○ 特に農業分野における生産管理 

○ テクノロジーの開発

速度についていけな

い 

○ 投資額が大きい 

○ 専門家を交えた経営支援 ○ 継続支援 

課題：多様な食の需要への対応（健康志向、菜食主義、ハラール対応など） 

○ 食の多様化に係る市場の動向やニーズについての統計資

料等の情報提供 
 

○ 健康が気になる日本酒愛好家をターゲットにした新商品

開発・販売拡大に係る支援 
○ 販路拡大 

○ 原材料及び製造過程の見える化支援（チラシ・パンフレッ

ト等） 
 

○ 専門家を交えた経営支援 ○ 継続支援 

課題：未利用資源の活用 

○ 規格外で廃棄される食品の加工品に対する販路開拓 
○ 安定的な販路が確保

できていない 

○ 県産未利用資源を使用した常温食の商品開発 
○ 販路開拓コスト増へ

の対応 

○ 専門家を交えた経営支援等  

○ 規格外農産物の活用  
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課題：環境配慮の取組（ＳＤＧｓ関連等） 

○ フードロス問題に取り組む企業を所報に載せて市民にＰ

Ｒ 

○ より踏み込んだ支援

が必要 

○ 県産未利用資源を使用した常温食の商品開発 
○ 販路開拓コスト増へ

の対応 

課題：食品ロス問題への対応または廃棄物等の削減 

○ 原材量の共通化  

課題：その他 

○ 取引先開拓のためのマッチング支援 

○ パッケージ改良支援 

○ 設備導入支援 

○ 補助金活用支援 

○ 利益確保 

○ 新商品開発に伴う設備導入 

○ 補助金活用支援 
○ 製造所拡充 

○ 販路拡大のための新商品開発に必要な機械導入にあたる

補助金支援 
 

○ 生産性向上のための補助金申請支援 ○ 人材確保・育成 

○ 専門家派遣等の制度を活用したＨＡＣＣＰ導入 

○ 従業員等の理解を高める支援 

○ ＨＡＣＣＰ導入の為

の課題は多岐にわた

るため、長期間の支援

が必要 

○ 従業員にも施策浸透

が必須 

○ 既存の専門家派遣制

度で全てに対応する

ことは困難 

○ ＨＡＣＣＰに関する相談対応  
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ｂ．地域内におけるフードテックの動向 

 回答があった商工団体の過半数でフードテックの認知度が低い。 

 フードテックに関する相談を受けることはほとんどない。 

 受けている相談には、「ＩｏＴ」や「トレーサビリティシステム」などがある。 

 地域内で活用されているフードテックとしては、「生産のスマート化」に向け

た「ＩｏＴ」、「地域資源のブランド化や販路開拓」に向けた「トレーサビリ

ティシステム」や「デリバリーサービス」、また「食品ロス問題への対応・廃

棄物等の削減」に向けた「食品残渣処理システム」などがある。 

 地域内で活用が期待されているフードテックとしては、「地域資源のブランド

化や販路開拓」に向けた「陸上養殖」、「コールドチェーン」、「ＡＩ」、「食品

ロス問題への対応・廃棄物等の削減」に向けた「包装・容器技術」、「環境配

慮の取組」としての「脱プラスチック品・分解性プラスチックの利用」など

がある。 

 

問 5．フードテックの認知度 

フードテックの認知度（図表３.３３）については、「知らない」の回答割合が 16.7％、

「ほとんど知らない」の回答割合が 43.8％となり、回答があった商工団体の過半数で

フードテックの認知度が低いことがわかる。 

 

図表３.３３ フードテックの認知度 

 

  

4.2 

18.2 

35.4 

30.0 

37.5 

18.2 

50.0 

44.4 

43.8 

60.0 

37.5 

54.5 

20.0 

44.4 

16.7 

10.0 

25.0 

9.1 

30.0 

11.1 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体（n=48）

【内訳】

鳥取県（n=10）

島根県（n=8）

岡山県（n=11）

広島県（n=10）

山口県（n=9）

よく知っている

多少知っている

ほとんど知らない

知らない

（％）
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問 6．フードテックに関する相談の有無 

フードテックに関する相談の有無（図表３.３４）については、「相談はない」の回

答割合が 89.8％となり、次いで「年に数件程度」が 6.1％となり、現状では相談もほ

とんどないことがわかる。 

 

図表３.３４ フードテックに関する相談の有無 

  

2.0 

10.0 

6.1 

8.3 

10.0 

11.1 

89.8 

90.0 

100.0 

91.7 

80.0 

88.9 

2.0 

10.0 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体（n=49）

【内訳】

鳥取県（n=10）

島根県（n=8）

岡山県（n=12）

広島県（n=10）

山口県（n=9）

毎週ある

月に数件程度

年に数件程度

相談はない

わからない

（％）
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問 7．相談を受けるフードテック 

問 6 で相談を受ける（「毎週ある」、「月に数件程度」または「年に数件程度」）と回

答した団体へ相談内容を確認したところ（図表３.３５）、「ＩｏＴ（データ活用）」、「ト

レーサビリティシステム」、「包装・容器技術（鮮度・品質維持）」などであった。 

 

図表３.３５ 相談を受けるフードテック（複数回答） 

 

  

50.0 

50.0 

50.0 

25.0 

25.0 

25.0 

25.0 

25.0 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

IoT（データ活用）

トレーサビリティシステム

包装・容器技術（鮮度・品質維持）

分散生産

脱プラスチック品の利用（包装・容器）

デリバリーサービス

AI（画像・ビッグデータ解析）

製造（生産）ロボット

陸上養殖（魚・貝類）

植物工場

垂直農業

スマート農業

発酵

植物性たんぱく質を用いた代替肉

代替たんぱく質としての昆虫

品質可視化技術（糖度）

食品残渣処理システム（粉砕・脱水など）

コールドチェーン（鮮度・品質維持）

搬送ロボット（工場内）

分解性プラスチックの利用（包装・容器）

細胞培養（培養肉）

ゲノム編集食品

完全栄養食

品質可視化技術（鮮度）

品質可視化技術（美味しさ）

３Dフードプリンター

コーティング技術（鮮度・品質維持）

調理ロボット

スマート調理家電

VR技術

（％）
（ｎ＝4）

※上記が本調査におけるフードテックの回答項目のすべて。以下の設問では、回答無しの場合は項目を省略。
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問 8．地域内で活用されている、または活用が期待されるフードテック 

「（デジタル化やＤＸを用いた）生産のスマート化」を解決するための「ＩｏＴ（デ

ータ活用）」のほか、「（デジタル化やＤＸ等を取り入れた）地域資源のブランド化や販

路開拓」を解決するための「トレーサビリティシステム」や「デリバリーサービス」、

「食品ロス問題への対応または廃棄物等の削減」を解決するための「食品残渣処理シ

ステム（粉砕・脱水など）」などのフードテックが活用されている（図表３.３６）。 

また、「食品ロス問題への対応または廃棄物等の削減」を解決するための「包装・容

器技術（鮮度・品質維持）」のほか、「環境配慮の取組（ＳＤＧｓ関連等）」を解決する

ための「脱プラスチック品の利用（包装・容器）」や「分解性プラスチックの利用（包

装・容器）」などのフードテックの活用が期待されている（図表３.３７）。 

 

図表３.３６ 地域内で活用されているフードテック（複数回答） 

 

  

多様な食の需

要への対応

（健康志向、

菜食主義、ハ

ラール対応な

ど）（n=1）

（デジタル化

やＤＸ等を取

り入れた）地

域資源のブラ

ンド化や販路

開拓（n=2）

（デジタル化

やＤＸを用い

た）生産のス

マート化

（n=3）

食品ロス問題

への対応また

は廃棄物等の

削減（n=2）

環境配慮の取

組（ＳＤＧｓ

関連等）

（n=2）

流通の安定化

（安定供給）

（n=1）

垂直農業 ○

スマート農業 ○ ○

発酵 ○

品質可視化技術（糖

度）
○

IoT（データ活用） ○

食品残渣処理システム

（粉砕・脱水など）
○ ○

トレーサビリティシス

テム
○

分散生産 ○

搬送ロボット（工場

内）
○

脱プラスチック品の利

用（包装・容器）
○

デリバリーサービス ○

○＝回答あり
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図表３.３７ 地域内で活用が期待されているフードテック（複数回答） 

 

  

多様な食の需

要への対応

（健康志向、

菜食主義、ハ

ラール対応な

ど）（n=5）

（デジタル化

やＤＸ等を取

り入れた）地

域資源のブラ

ンド化や販路

開拓（n=6）

（デジタル化

やＤＸを用い

た）生産のス

マート化

（n=5）

食品ロス問題

への対応また

は廃棄物等の

削減（n=6）

未利用資源の

活用（n=3）

環境配慮の取

組（ＳＤＧｓ

関連等）

（n=4）

流通の安定化

（安定供給）

（n=4）

外部環境（原

材料高騰な

ど）への対応

（n=5）

陸上養殖（魚・貝類） ○

植物工場 ○

スマート農業 ○

発酵 ○

代替たんぱく質として

の昆虫
○

IoT（データ活用） ○ ○ ○ ○ ○

食品残渣処理システム

（粉砕・脱水など）
○ ○

トレーサビリティシス

テム
○ ○ ○

コールドチェーン（鮮

度・品質維持）
○ ○ ○ ○

包装・容器技術（鮮

度・品質維持）
○ ○ ○

搬送ロボット（工場

内）
○

脱プラスチック品の利

用（包装・容器）
○

分解性プラスチックの

利用（包装・容器）
○

デリバリーサービス ○

完全栄養食 ○

品質可視化技術（鮮

度）
○

品質可視化技術（美味

しさ）
○

AI（画像・ビッグデータ

解析）
○

製造（生産）ロボット ○

３Dフードプリンター ○

調理ロボット ○

スマート調理家電 ○

VR技術 ○

○＝回答あり
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ｃ．供給安定化への取組 

 企業のサプライチェーンは、「わからない」を除いた回答があった地域すべて

で外部要因の影響を受けるとみられる。 

 外部要因の影響があった場合、商工団体は企業に対して、「販売価格への転

嫁」、「諸経費の削減」、「金融支援」などへの支援が必要であると考えている。 

 

問 9．外部要因が地域内の企業のサプライチェーンに与える影響 

外部要因が地域内の企業のサプライチェーンに与える影響（図表３.３８）について

は、「わからない」を除いた回答地域すべてで「影響」（「大きく影響する」、「影響する」、

「少し影響する」の合計）を受けるとみられる。 

 

図表３.３８ 地域内の企業のサプライチェーンに対する外部要因の影響の程度 

 

  

20.4 

20.0 

25.0 

36.4 

25.0 

49.0 

50.0 

50.0 

75.0 

27.3 

37.5 

16.3 

20.0 

12.5 

16.7 

9.1 

25.0 

14.3 

10.0 

12.5 

8.3 

27.3 

12.5 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体（n=49）

【内訳】

鳥取県（n=10）

島根県（n=8）

岡山県（n=12）

広島県（n=11）

山口県（n=8）

大きく影響する

影響する

少し影響する

影響しない

わからない

（％）
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問 10．商工団体が企業に対して支援する必要があると考える企業の取組 

地域企業のサプライチェーンが外部要因の影響を受けた場合、商工団体が企業の取

組に対して行う支援（図表３.３９）については、「販売価格への転嫁（80.4％）」への

支援が最も必要と考えており、次いで「諸経費の削減（45.7％）」、「金融支援（32.6％）」

への支援が必要と考えている。 

 

図表３.３９ 地域企業のサプライチェーンが外部要因の影響を受けた際に支援する

必要がある企業の取組（複数回答） 

 

※その他：取引企業の優位性（価格、納期など）、省力化・高機能設備の導入 

 

  

80.4 

45.7 

32.6 

28.3 

28.3 

23.9 

21.7 

21.7 

19.6 

17.4 

4.3 

4.3 

2.2 

4.3 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

販売価格への転嫁

諸経費の削減

金融支援

原材料の産地の見直し

原材料の代替品への変更

物流ルートの見直し

取引先の見直し

商品構成の見直し

高騰した原材料を減らす

省エネ対策

人件費の削減

海外取引の調整・支援

原材料を自ら生産

その他

（％）
（ｎ＝46）



 

-57- 

ｄ．食に関わる地方創生、産学官連携等 

 食による地方創生（地域活性化）は約１割の商工団体で取り組まれ、地元の

大学や企業との連携による新商品開発や地産品のＰＲなどが実施されてい

る。 

 過半数の商工団体が食に関わる産学官連携について、「相談先も連携先もな

い」と回答している。 

 

問 11．食による地方創生（地域活性化）の取組事例の有無 

食による地方創生（地域活性化）の取組事例の有無（図表３.４０）については、６

団体が「あり」と回答している。また具体的な取組事例（図表３.４１）については、

地元の大学や企業などとの連携による新商品開発や地産品のＰＲなどがみられる。 

 

図表３.４０ 食による地方創生（地域活性化）の取組事例 

 

図表３.４１ 具体的な取組事例 

○ ぎんなんを活用した特産品の開発。岡山県立大学の地域創造戦略センターと連携し、ぎ

んなん焼酎を開発。 

○ 地元企業の協力による高校生の郷土料理の商品化。 

○ 地元で養殖している牡蠣を入れたお好み焼き「カキオコ」による地域活性化。 

○ 地域の食を集めたマルシェの開催。 

○ 岡山の果物をＰＲするため「フルーツパフェの街おかやま」「おかやま果実」の事業を

実施。 

○ 「生（＝一度も冷凍されていない）」のクロマグロの産地であり、内臓を含めたあらゆ

る部位の加工に地域を挙げて取り組んでいる。 

 

12.2 

10.0 

25.0 

18.2 

87.8 

90.0 

100.0 

75.0 

81.8 

100.0 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体（n=49）

【内訳】

鳥取県（n=10）

島根県（n=8）

岡山県（n=12）

広島県（n=11）

山口県（n=8）

あり

なし

（％）
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問 12．食に関わる産学官連携についての相談・連携先の有無 

食に関わる産学官連携についての相談・連携先の有無（図表３.４２）については、

「相談先も連携先もない」の回答割合が 54.3％と最も高く、次いで「相談先はある（連

携先はない）（26.1％）」、「相談先も連携先もある（15.2％）」となった。 

 

図表３.４２ 食に関わる産学官連携についての相談・連携先 

  

15.2 

33.3 

20.0 

12.5 

26.1 

40.0 

16.7 

25.0 

20.0 

25.0 

4.3 

10.0 

8.3 

54.3 

50.0 

83.3 

33.3 

60.0 

62.5 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体（n=46）

【内訳】

鳥取県（n=10）

島根県（n=6）

岡山県（n=12）

広島県（n=10）

山口県（n=8）

相談先も連携先もある

相談先はある

（連携先はない）

連携先はある

（相談先はない）

相談先も連絡先もない

（％）
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ｅ．中国地域における今後の食料品製造業の方向性（あり方） 

問 13．中国地域における今後の食料品製造業の方向性（あり方） 

中国地域における今後の食料品製造業の方向性（あり方）（図表３.４３）として、

中小零細企業に対しての手厚い補助や高付加価値製品の販路開拓、新技術の活用が挙

げられている。 

 

図表３.４３ 中国地域における今後の食料品製造業の方向性（あり方） 

○ 売上の大部分が飲食であるなど、製造が主な事業ではない食料品製造事業者が多く、そ

の多くは小規模事業者であるため、手厚い支援が必要。 

○ 大手企業は大量生産、安定供給といった面から、原材料の確保においても価格破壊が発

生しにくい体制であると思われるが、中小企業はそうはならない。食の安心・安全を子

供の頃から学んでもらえる環境の整備と、地元企業を優先した流通面での取組を進めて

ほしい。商品価格の安さでなく、商品の製造過程や生産過程が価値につながる仕組みを

もっと考えたい。 

○ 今後、小規模事業者が事業を継続・拡大していくうえで、新たな付加価値を創造するフ

ードテックに関連した新たな取組が必要である。 

○ 地震や台風等自然災害が多発しているなか、事業を継続し食品を安定供給する役割が食

品製造業に期待される。 

○ 小規模事業者だけでは良い商品であっても販路開拓に限界があるため、地域商社とっと

りの様な企業が増えればいいと思う。 

○ 地域色を打ち出しやすい数少ない業種であるが、中小零細企業が多数を占めるなか、衛

生面・表示等の規制強化、製造設備の老朽化が進んでいるため、設備の更新・新規導入

に一層の支援が必要。 

○ 水産物加工工場にとっては水産資源の安定化のために養殖は欠かせないなど、原材料の

確保は重要な課題であり、品質の可視化技術の発展にも期待したい。 

○ フードテックを活用した経営手法の提案を進めたい。 

 

  



 

-60- 

４．中国地域における食料品製造業のフードテック等に関するヒアリング調査 

本章では、中国地域における食料品製造業の現状やフードテックをはじめとする先

進技術等の活用および支援状況、今後の成長に向けた課題等を整理・分析する。そこ

で、中国地域各県の食料品製造に係る公的機関や事業者に対するヒアリング調査を実

施した。 

 

４．１．各県の公的機関からみた食料品に関わる動向と課題 

中国地域各県の食料品製造等に係る公的機関である公設試験場を対象に、ヒアリン

グ調査を実施し、各地域の動向、課題、取組事例について整理・分析した。 

 

４．１．１．調査概要 

以下の調査要領でヒアリングを実施した。 

 

図表４.１ 公設試験場へのヒアリング調査実施要領 

項 目 内  容 

調査目的 
各県の食料品製造業の特徴、原料調達、生産・加工等における取組や課

題等について把握・整理する 

対 象 先 

（実施日程） 

・ 鳥取県産業技術センター（食品開発研究所）（2022 年９月６日、訪問） 

・ 島根県産業技術センター        （2022 年９月１日、訪問） 

・ 岡山県工業技術センター      （2022 年９月６日、リモート） 

・ 広島県立総合技術研究所 食品工業技術センター 

（2022 年８月 23 日、リモート） 

・ 山口県産業技術センター（食品技術グループ） 

（2022 年８月 30 日、リモート） 

質問項目 

 食料品製造業の現状 

 原材料調達、生産・加工、廃棄等における取組 

 デジタル化への対応状況 など 
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４．１．２．調査結果 

a．各地の公設試験場のフードテックに係る技術シーズの現状 

各公設試験場への問い合わせとしては、品質管理（賞味期限延伸、品質のクレーム

対応など）、新商品開発、食品検査（成分分析、異物混入など）などが共通している。

また、技術シーズについては、どの県も発酵技術に対する関心が高く、その他では乾

燥技術や冷凍技術、一部では凍結含浸技術などへの関心もみられる。 

 

図表４.２ 公設試験場と地域企業の関わり 

ヒアリング先 
地元経済との関わり 

（照会企業の業種特性） 
照会内容・利用状況（技術内容）等 

鳥取県産業 

技術センター 

水産加工関連が多く、菓

子、農産加工、冷凍食品、

惣菜など多様。 

近年は、飲食などの観光需

要と関連した事業者※の相

談も増加。 

（コロナ禍以降はスーパーから

の相談依頼が増加。） 

 新商品開発や賞味期限の延伸、異物

混入分析などが照会されている。 

 企業の課題解決の支援は、人材育成

サポートの延長で対応。 

 県内企業のフードテックの認知度は

低いが、センターとしては今後フー

ドテック活用を支援する方向。 

島根県産業 

技術センター 
（未開示） 

 品質管理や賞味期限の延伸、お客様

クレーム対応のための検査、新商品

開発、味・味覚などが照会されてい

る。 

岡山県工業 

技術センター 
主に清酒製造※が多い。 

 醸造食品製造に関連する製造技術や

成分分析・評価技術、食品製造におけ

る問題対応、または原材料に関する

情報・加工技術・成分分析などが照会

されている。 

広島県立総合

技術研究所 

食品工業技術

センター 

主に清酒製造※や農畜水産

食料品製造が多い。 

 新製品・技術の開発、品質管理、情報

収集、既存製品・技術改良などが照会

されている。 

 凍結含浸、異物検査、乾燥技術などの

利用頻度が高い。また、近年は発酵技

術の利用や味覚センサーの利用も増

加している。 

山口県産業 

技術センター 
主に水産関連が多い。 

 新商品開発、付加価値向上、商品の保

存期間の延長等に係る発酵技術、加

工技術の相談が多い。 

※本調査における食料品製造業の対象ではないが、フードテックを活用する取組（例：清酒製造は発酵技術を活用）

の参考とするためここでは記載。  
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b．各公設試験場からみたフードテックの普及に関する課題など 

機械化や未利用資源の活用については、人材不足（機械を開発、または操作・対応

できる人材が不足）や導入コスト負担が大きいことが共通の課題となっている。また、

一部では、多様な食の需要への対応、広域連携、または１次産業との協力について取

り組むことが望ましいと考えられている。 

 

図表４.３ 各地域のフードテックの普及に関する課題 

ヒアリング先 地域の課題 

鳥取県産業 

技術センター 

 技術はあってもコスト負担や機械・材料の保管場所がネック。 

 魚種によっては流通できていない。 

 仕入材料の季節変動（価格・質）が大きい。 

 商品開発をするための企業の人材不足。 

 製造に係る原材料不足、または日々価格が高騰し、非常に仕入が不

安定。 

 人材定着率が悪く、人手不足。特に水産関係では技能実習生が来な

いため人手不足。 

 導入コストの問題に加え、特に水産関係は原材料（魚）の規格が揃

わない（＝標準化が難しい）ため、製造ラインの機械化対応が難し

い。 

島根県産業 

技術センター 

 機械化（自動化）によって付加価値が生じるようになり、機械化に

踏み切る企業が増加した。 

 食料品製造業と農業（一次産業）は密接な関係にあり、両者の成長

は強く連動している。そのため、食料品製造業におけるモノづくり

や商品製造について連携し、ともに成長を実現できる体制を構築す

ることが望ましい。 

岡山県工業 

技術センター 

 食料品製造業に関して現状では支援施策が少ない。 

 新規開拓につながる多様な食の需要への対応が大事。 

広島県立総合

技術研究所 

食品工業技術

センター 

 機械化のニーズはあるものの、コストと人材不足が障壁。 

 ロボットに対応できる人材が不足しており、育成が必要。 

 機械化はされているが，一連の工程化まで至っていない。 

山口県産業 

技術センター 

 未利用資源の利活用は、技術的問題と利活用によるコスト高等が影

響し、進んでいない。 
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【参考】各地域の取組事例 

 

図表４.４ 各地域のフードテック等に関する取組事例 

ヒアリング先 地域の取組事例 

鳥取県産業 

技術センター 

 飲食店の冷凍・レトルト化の支援（センターが関連する取組） 

 ねばりっこ腐敗対策による集荷場の改修（センターが関連する取組） 

 小型急速冷凍機（コールドチェーン）による品質保持 

 梨バームクーヘンの賞味期限延長の支援（センターが関連する取組） 

島根県産業 

技術センター 

 乳酸菌による製品化や菓子製造の廃棄物を発酵技術で処理、冷凍・解凍技術

（センターが関連する取組） 

 機能性食品など、開発した技術の提供をアプローチ（センターが関連する取

組） 

 においセンサーの研究（センターが関連する取組） 

 おからの乾燥（腐敗しやすさから産廃問題が発生していた） 

岡山県工業 

技術センター 

 酒類製造用の醸造用微生物に関する原菌（酵母）の調整と培養試験（センター

が関連する取組） 

 食品混入異物の分析（センターが関連する取組） 

 貸出機器：恒温恒湿槽、乾燥機、加圧殺菌器、クリーンブース、テクスチャー

メーター、高速冷却遠心分離機、全有機炭素分析装置（センターが関連する取

組） 

 オリーブの葉からの機能性成分の回収 

 ＡＩ技術を搭載した自動製麹装置 

 牡蠣殻を原料としたクライミングチョーク開発 

 画像データを用いた牛体測定システムの構築（岡山県農林水産総合センター

畜産研究所） 

 水産資源管理現場での環境や魚体のモニタリング技術の構築（岡山県農林水

産総合センター水産研究所） 

広島県立総合

技術研究所 

食品工業技術

センター 

 酒粕をペースト化するための酵素利用や未利用資源の活用に関する技術・情

報提供（センターが関連する取組） 

 広島県産小豆の生産振興及び使用による「ひろしま地産地消菓子」の開発（広

島県菓子工業組合） 

 食品製造の廃棄物削減に係る試験（企業とセンターが連携） 

 圧力利用技術による新製品の開発（企業、センター支援） 

 ＡＩを活用した異物検出装置（企業） 

 ロボットによる重量検査作業とパレタイズ作業（パレットへの荷積み作業）

の標準化（企業） 

 人協調ロボットとパラレルリンクロボットを組み合わせたラベル貼り付け装

置システム（企業） 

山口県産業 

技術センター 

 モノづくり補助金で機械を導入し、コールドチェーン、包装技術、品質維持・

改善が達成された。（センターが関連する取組） 

 フグや酒粕の未利用資源の活用検討。（センターが関連する取組） 

 豆腐を利用した代替肉「トーフミート」。（大豆ミートよりも、肉に食感が近

い） 

 植物工場の設置（山口大学発ベンチャーと地元スーパーの共同出資会社） 
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４．２．中国地域における食の課題解決に向けた取組 

アンケート調査結果および各種文献を参考に、中国地域においてフードテック等を

活用して食の課題解決に取り組んでいる食料品製造業等の企業・団体等を抽出し、ヒ

アリング調査を実施した。 

 

４．２．１．調査概要 

以下の調査要領でヒアリングを実施した。なお、一部食料品製造業ではない企業・

団体が含まれるが、食の課題解決に取り組んでいることから、参考事例として取り上

げた。 

 

図表４.５ 対象先と実施日程 

 所 在 地 対 象 先 実 施 日 程 

a. 鳥取県鳥取市 マルサンアイ鳥取株式会社 2022 年 10 月 11 日(訪問) 

b. 島根県松江市 株式会社なかたか 2022 年 10 月５日(訪問) 

c. 島根県浜田市 株式会社シーライフ 
2022 年 10 月４日(リモート) 

d. 島根県浜田市 浜っ粉協議会 

e. 広島県三原市 お多福醸造株式会社 2022 年 10 月 13 日（リモート） 

f. 山口県山口市 株式会社ＭＩＨＯＲＩ 2022 年 10 月６日（リモート） 
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４．２．２．調査結果 

ａ．マルサンアイ鳥取株式会社 

取 組 の 特 徴 乾燥技術の活用による未利用資源の活用 

ヒアリング担当者 取締役会長 兼子 明 氏 

設 立 2016 年１月 

生 産 品 目 豆乳 

概 要 
豆乳製造時に排出されるおからの有効活用に関する産（学）との

取組推進 

 

図表４.６ 原材料、主な製品、おから 

     

資料）マルサンアイ鳥取株式会社ＨＰ 

 

（ａ）取組の概要 

鳥取商工会議所工業部会と鳥取環境大学との間でＳＤＧｓ連携事業を実施し、豆乳

製造時に排出されるおからの処理について、「温室効果ガス排出量」の試算や「おから

由来のプラスチックフィルム」の研究などを実施した。プラスチックフィルムの研究

は継続して取り組んでいる。 

また、鳥取県産業振興機構と連携したおからの飼料化（県内利用）・食品化、鳥取短

期大学と連携した生おからのメニュー開発コンテストの開催などに取り組んでいる。 

 

（ｂ）取組の背景 

豆乳製造時に排出されている、年間約７千トンの生おから（水分 80％）は、県外の

配合飼料会社おいて配合飼料として二次利用されているが、産業廃棄物扱いの取引が

大半のため、高額の処理費用が発生していた。 

そこで、豆乳生産の副産物である「生おから」の認知度を高めることで、配合飼料

向け以外の新たな用途が発見されること期待して、連携事業に参加した。 

なお、すべてのおからは二次利用されているため「純粋な廃棄」はなく、おからの

発生量自体も増えないため、おからの活用においては現在発生している範囲で目的別

に振り分けている。  
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（ｃ）導入の特徴や成果 

連携事業への参加によってメディアなどに取り上げられた結果、生おからの存在の

認知度が高まり、各方面からの反応や引き合いがあった。また、おからの栄養評価の

再認識も進み、食品として再利用したいと考える人が増え、おからに対する注目度が

格段に上がった。一方で、再利用の用途拡大によって、供給先へ提供するおからの量

の振り分けに苦労している。 

 

（ｄ）他分野におけるフードテックの応用や導入の視点について 

現在おからの用途検討は、鳥取県産業振興機構を中心に行われ、県内飼料用と食品

用の２つのテーマを立てて進めている。前者は輸入飼料の高騰によって飼料としての

おからの価値が高まっており、これに対応するための取組である。また、後者はおか

らの食品利用を目指した循環システムを構築するための研究の取組である。このよう

に行政や異業種と連携することによって、おからの用途開発が進んでいる。 

また、食品廃棄物を活用する場合には食品の品質（安全）保証を前提に、また設備

投資を伴う場合には投資回収までの道筋を立てることが重要である。 

 

（ｅ）今後の取組について 

当社としては、おからの食品安全性を確保したのちに、ユーザーに供給することが

できるように注力したいと考えている。 

おからの有効利用については、フードテックを活用した取組やスタートアップ企業

との連携によって、新たなビジネスの可能性を模索したいと考える。また今回の取組

によって様々な企業から興味を持っていただけたことから、何事にも興味をもって提

案を聞き、試行を繰り返し、食料品製造業の活性化に寄与したいと考える。 
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ｂ．株式会社なかたか 

取 組 の 特 徴 乾燥技術や蒸気ミスト殺菌製法などの技術の検討 

ヒアリング担当者 代表取締役 長谷川 雅生 氏 

設 立 2015 年５月（旧会社は 1970 年設立） 

生 産 品 目 めん類 

概 要 廃棄していためん類の再利用に向けた各種検査・実験の取組 

 

図表４.７ 主な製品 

   
資料）株式会社なかたかＨＰ 

 

（ａ）取組の概要 

廃棄していためん類の再利用・転用の可能性を探るため、島根県産業技術センター

に依頼し、各種検査や実験に取り組んでいる。 

 

（ｂ）取組の背景 

顧客からの注文を受けて納品するまでのリードタイムが短いことから生産量を予

測して製造しているものの、機械が古いことや属人的なノウハウへの依存などから、

ロスの発生が常態化している。めん類は水分を含んだ商品であることから再利用が難

しい（腐敗しやすく、長期の保存が難しい）ため、現状では高頻度で産廃業者に引き

取ってもらい、肥料やたい肥へ転用することがほとんどである。 

そのなかで、昨今のフードロス問題の意識の高まりや原材料価格の高騰を受けて、

ロスについての再利用・転用の検討を始めた。ただし、原料として再利用するだけで

は「加工賃」が付加された単価の高い原料となるため、再利用においては付加価値を

加えた商品開発を念頭に考えている。 

また、機械が古いことや属人的なノウハウへの依存については、機械の更新および

業務の標準化が必要と考えている。機械の更新にあたっては、省エネ性能や生産性向

上だけでなく、フードロス削減も視野に入れて検討することが必要と考えている。 
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（ｃ）取組に期待する成果 

取組によって、廃棄費用の削減や各種データベースの構築による業務の標準化を期

待している。 

 

（ｄ）他分野におけるフードテックの応用や導入の視点について 

フードロス解消においては、ＳＤＧｓの推進など利益直結ではなく社会貢献の視点

を取り入れることが大事である。また、フードロスの解消にあたってロスの再利用に

取り組む場合には、新たな商品としてどのように付加価値を付けていくのかを考える

ことが必要である。 

 

（ｅ）今後の取組について 

設備投資の取組に加え、蒸気ミスト殺菌製法などの技術の検討などにも取り組みた

いと考える。また、商品販売圏内における人口減への対応のため、より広域の販売網

を確保する必要がある。 
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ｃ．株式会社シーライフ 

取 組 の 特 徴 多種多様な未利用魚を缶詰として利活用 

ヒアリング担当者 東 康二郎 氏 

設 立 2006 年１月 

生 産 品 目 魚の缶詰 

概 要 多種類の未利用魚を利用して、缶詰商品として販売 

 

図表４.８ 缶詰商品「今朝の浜」 

   

資料）株式会社シーライフＨＰ 

 

（ａ）取組の概要 

ＳＤＧｓや食品ロス対策として、近隣の浜田漁港で水揚げされる多様な未利用魚を

用いて、缶詰の商品「今朝の浜」を開発した。開発においては、未利用魚それぞれに

対して、品質や調理法などのノウハウを蓄積しつつ、缶詰製造機を増設して取り組ん

だ。 

 

（ｂ）取組の背景 

元々近隣の浜田漁港で水揚げされる、マイナーな魚種、量が少ない、または干物や

鮮魚では流通できないために未利用となっていた魚の利活用が課題としてあった。ま

た漁師にとっては、水揚げのなかに商品価値のない魚が多く含まれた場合にはそのま

ま廃棄すると収入がなくなるため、安価でも売却したいというニーズがあった。一方

で、企業としては缶詰の新商品の企画をした際に、安価で仕入れることができる材料

について模索していた。そこで、その未利用魚を買い取ることが企業と漁師がお互い

に有益となり、またフードロスの観点から地域貢献となることから、未利用魚を用い

た缶詰の企画に取り組んだ。 

いつどのような種類・大きさの未利用魚が入ってくるかわからないため生産計画の

策定が難しいこと、およびそれぞれの魚種の可食部分やその調理法を確認して、ノウ

ハウとして蓄積しなければならない点が課題である。  
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（ｃ）取組の特徴や成果 

未利用魚を商品としてアップサイクルする取組は地域内では先進的であったため、

その他の未利用品の利活用について相談を受けるなど、各方面から反響があった。ま

た、ＳＤＧｓやフードロス対策として取り上げてもらう機会が増えたことで、当社お

よび商品の認知度が向上した。 

 

（ｄ）他分野におけるフードテックの応用や導入の視点について 

「今朝の浜」は多様な未利用魚が原材料となっているため、名前も思い浮かばない

魚を知ってもらえる機会が提供でき、食育に貢献できていると考える。「今朝の浜」の

ように多様な素材が原材料となっている場合は他の分野でも食育への貢献の視点も取

り入れることができるのではないかと考える。また、話題性だけでなく、良い商品で

あることを丁寧に消費者に伝えていくことも大事である。 
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ｄ．浜っ粉協議会 

取 組 の 特 徴 乾燥機を用いた粉末商品の開発 

ヒアリング担当者 東 康二郎 氏 （※株式会社シーライフ担当者と同じ） 

設 立 2020 年８月（株式会社シーライフなどを筆頭に 12 団体で構成。） 

生 産 品 目 粉末商品（魚粉など） 

概 要 
魚の売れ残りや水産加工の過程で発生する廃材などを利用した

粉末商品の開発・製造 

 

図表４.９ 主な商品 

 
資料）浜っ粉協議会ＨＰ 

 

（ａ）取組の概要 

未利用海藻「ジョロモク」、ノドグロの中骨等を原材料に、過熱水蒸気発生装置を利

用して乾燥・粉末化を行い、商品化した。粉末化においては島根県水産技術センター

や島根県環境保健公社との連携も行い、今後栄養機能食品としての認定も目指してい

る。 

 

（ｂ）取組の背景 

全国的に漁獲量の減少が騒がれるなか、浜田港では、毎朝大量の魚が水揚げされ、

鮮魚や加工品として出荷する過程で、生産地特有の「魚の売れ残り」や「魚を加工す

る際に出る廃材」が問題としてあった。捨てられているもったいない未利用魚をなく

そう、という思いから、2021 年に 12 団体から成る「浜っ粉協議会」が発足し、取組

が始まった。 

取組における問題は、魚種や季節によって粉末化の可否や難度の変化があることか

ら商品化の実験が難しく、また粉末化した商品に付加価値を付けることも難しいこと

である。  
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（ｃ）導入の特徴や成果 

珍しい取組であることから各方面からの様々な反応があり、また情報共有や残渣の

提供など、地域で協力しながらの活動ができている。ただし、商品化実験の効率が悪

く、商品として軌道に乗るまでにはまだ時間がかかると思われる。 

 

（ｄ）他分野におけるフードテックの応用や導入の視点について 

粉末の利用という目的で協議会を立ち上げたことによって、普段は関わりを持つこ

とがない多業種の団体と連携して取り組むことができた。他の分野においても、ひと

つの課題解決にエリア全体で連携して取り組む（協議会の形態など）ことが良い方法

であると考えられる。 

 

（ｅ）今後の取組について 

取組の延長線上で、商品のコラボや野菜などの他の残渣も粉末商品にするなど、ロ

ス無しの食品を開発していきたいと考える。また、市や県、または広域的な連携が成

長には大事である。 
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ｅ．お多福醸造株式会社 

取 組 の 特 徴 
発酵技術を活用した多様な食の需要への対応 

ＩＴ技術の導入による生産性向上 

ヒアリング担当者 
開発／管理課課長 中元 麻貴 氏 

大和工場 中島 正夫 氏 

設 立 1999 年３月 

生 産 品 目 醸造酢・みりん風調味料・料理酒・甘酒 

取 組 概 要 

オタフクホールディングス㈱のグループ企業。 

オタフクソース㈱の創業製品である酢の伝統を守り、醸造製品の

開発・製造・販売を担う。 

製造・開発に従事する 20 名で構成。 

（※営業・ＩＴ・物流等の機能は、オタフクソース㈱が担当） 

 

図表４.１０ 主な製造工程 

 

資料）お多福醸造株式会社（以下同様） 

 

図表４.１１ 作業風景および工場内の設備 
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（ａ）取組の概要 

当社の大和工場は、米酢、ホワイト元酢等、酢の開発・製造・販売を担う。 

主に業務用として販売する 20 リットル～1,000 リットル単位の商品を取り扱う。一

般向けの商品は、タンクローリーで広島市内のオタフクソース本社へ輸送し、調味・

調合やパッキングの工程を経て、小売店等へ流通させている。製造量は年間約 600 万

リットルである。 

業務用に関しては、200～300 種類の品目があり、顧客（寿司屋・スーパー等）のニ

ーズにあったブレンドを行い、提供する。 

酢の原材料としては、米や果物などデンプン（糖）を含む食材を用いる。まず、原

料をアルコール発酵させ、これに酢を作るための酢酸菌を加えることで、アルコール

を酢に変換する。 

当社では、２つの発酵方法を採用し、生産量と品質のバランスをとっている。 

「静置発酵法（表面発酵法）」は、半地下式のタンクを設置し、一定の温度に保たれ

た室内で時間をかけて、じっくり発酵させ深い旨みを持った良質の食酢を製造する製

法である。製造工程においては、品質管理を徹底するなど、手間ひまがかかっている。 

「深部発酵法（全面発酵法）」は、機械で強制的に撹拌
か く は ん

して空気を吹き込み、発酵を

促す製法で、すっきりした味の製品を大量に醸造できる。６千リットル～６万リット

ルのタンクを用いて、１日当たり２万リットルの酢を製造している。オタフクソース

は香辛料や果物で味が決まるため、酢があまり主張しない方が良い。そのため、深部

発酵法ですっきりした味の酢を最も多く製造している。当社で製造する酢の半数程度

は、ソースの原材料となる。 

 

（ｂ）取組の背景 

工場の操業は８時～17 時、土曜・日曜は休業日としている。しかし、発酵・醸造設

備は、24 時間 365 日稼働している。発酵は微生物が行うもので設備を停めることはで

きない。 

静置発酵法は、管理の方法等の技術レベルは向上してきているが、設備や主な製造

工程は昔から変わっていない。一方で、深部発酵法とこれにつながる工程については

計装化が進展し、プラントの運転や測定（温度やアルコール濃度）は、以前から自動

化されていた。 

工場は 24 時間 365 日稼働するが、土曜・日曜と夜間は無人となる。以前は、月曜に

出勤すると機械が停止し菌が失活していたこともあった（菌の活性が失われ反応を起

こさなくなる）。酢酸菌は、空気に 10 秒間触れないと死滅するため、深部発酵法では

空気を送り続ける必要があり、停電対策は必須である。そのため、自家発電設備に加

え、ＵＰＳ（無停電電源装置）を主要な機械に整備し、瞬停に対応している。 
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（ｃ）導入の特徴や成果 

休日や夜間に、設備・機器のトラブルが発生すると、社員の携帯電話にメールが届

く仕組みを導入した。メールを受けた近隣に住む社員が駆け付けて、機器・機械の停

止を未然に防ぐ対応を行ってきた。これに加え、10 年前から、ＳＣＡＤＡ3のシステム

を導入している。 

会社支給のＰＣを通じてホストコンピューターに接続することで、工場内の機械・

装置のタッチパネルを操作可能としている。休日や夜間にトラブルが発生した場合、

バルブ操作、ポンプ停止等の遠隔操作を行い、一時的に応急処置を行うことで問題が

なければ、翌日の出勤時に対応することも可能となっている。３、４年前から新たな

システムを導入し、醸造工程に加え、排水処理についても対応可能としている。 

これにより、生産性向上が求められるなかで、これらのハード整備をベースとして、

ものづくりと安定操業の両立が可能となっている。これまで残業して有人で対応して

いた工程も、休日や夜間に自動化で行い、出勤時には新たに有人対応が必要な工程に

入ることも可能となっている。 

 

（ｄ）他分野におけるフードテックの応用や導入の視点について 

酒造メーカーから購入した酒かすから出る糖分を用いる。米を原料にして酢を作る

場合にも酒かすが出る。果物を利用した場合に、食物繊維が残渣となる。酢の製造プ

ロセスで圧搾する工程があり、そこで出る残渣は、牧場と契約して牛の飼料に利用し

てもらっている。 

その他、廃棄物業者を通じて肥料化し、販売されている。部分的に還元していただ

き、当社で保有する実験用の畑でも利用している。食品残渣の活用に関しては、広島

のＮＰＯと共同で研究に取り組んでいる。 

また、オタフクソース本社に研究室（ラボ）を持っている。発酵は研究テーマの一

つであり、新規成分の開発、それを活用した酢の醸造なども検討される。当社工場の

タンクよりも小さく、研究段階で使用可能なサイズ（200 リットル）の機器を最近発

注している。 

  

                            
3 SCADA：スキャダ、Supervisory Control And Data Acquisition。大きな施設やインフラを構成する装置・設備か

らデータを取得し、ネットワークを通して一か所に集めて管理できるシステム。 
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（ｅ）今後の取組について 

ＳＣＡＤＡはデータ取得を目的とする装置であるが、反応率（発酵率）等のデータ

を解析することも可能である。現状はトラブル対応などが主な用途となっているが、

今後は、取得したデータの利活用等の前向きな取組に活かすことが新たなテーマとな

る。 

発酵工程だけでなく、製品のボトリング等の工程は半自動で取り組んでいるが、省

力化等で人の操作をアシストする装置・機器（ロボット）が登場しており、これらの

導入も進めていきたい。手作業は機器で代替できない部分もあるが、ハード・機器の

進歩も期待している。 
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ｆ．株式会社ＭＩＨＯＲＩ 

取 組 の 特 徴 酵素技術を活用したフードロス削減・未利用資源の活用 

ヒアリング担当者 
代表取締役会長 藤井 公 氏 

セントラルキッチン 村田 延義 氏 

設 立 1983 年３月 

生 産 品 目 野菜をまるごと利用したペーストの製造・販売 

概 要 

当社は、和食店「みほり峠」「和み家」をはじめ、焼肉店・とんか

つ店・パンの販売など 12 業態・25 店舗を山口県、広島県で展開

する。 

グループ会社の農業法人みほりファームは、１ha の有機野菜農場

を運営。有機ＪＡＳ認証取得。 

 

図表４.１２ ペースト化した商品の用途や商品例  

 

資料）株式会社ＭＩＨＯＲＩ ＨＰ 

 

（ａ）取組の概要 

飲食事業を行う一方で、野菜や果物を酵素で分解してペースト化する事業を行う。

原材料は、かぼちゃ、にんじん、たまねぎ、とうもろこしなど、約 40 種類を取り扱う。 

主な作業工程としては、「野菜の洗浄殺菌」→「カット・加熱」→「プロセッサー

で摩砕（ペースト化）処理」→「真空パック充填」→「加熱殺菌」→「冷却、冷凍（保

管）」→「（検品後）出荷」という流れである。繊維質の多いもの、皮や種も全て使用

するものなどは、植物分解酵素を加える。 

原料（野菜・果物）は当社で仕入れたものを使用する。委託生産の場合、依頼元か

ら原料を預かり、ペーストに加工して納品する。当社は、農場（みほりファーム）を

保有・運営しており、そこで生産された有機野菜も原材料として用い、店舗で販売も

行っている。 

ペースト化の機械について、当社は 50 リットル、100 リットルの２機を保有してい

る。ペースト化の作業は、社員３名、パート４名で対応し、原材料の種類、量によっ

て調整する。  
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（ｂ）取組の背景 

当社では、野菜を使った乾麺の製造を検討し、酵素を用いたペースト化に関する技

術を持つ企業に相談し、指導を受けていた。そのとき、すでに高齢だった、当該企業

の社長からこの技術を引き継いで欲しいと相談を受け、2012 年に株式会社ＭＩＨＯＲ

Ｉがその特許と機械を引き継いだ。 

当初は機械の故障に苦慮していたが、展示会等で新たな機械を見つけ、当社の業務

に合うような仕様変更を加えることで本格的な加工が可能となった。 

 

（ｃ）導入の特徴や成果 

当社の技術の特徴として、皮や種まで丸ごと分解可能で、栄養素が失われにくく、

素材を生かせること、酵素を入れることで残渣が少なくなること、また酵素の触媒機

能で低分子化しているため、他の食材と混ざりやすく用途が広いことなどが挙げら

れる。 

主な商品には、2020 年、ＪＡ山口から委託され、周南市のかぼちゃ「栗五郎」をペ

ースト化した「“あまカボッちゃ”まるごとプリン」があり、幅広い世代に好評を得

ている。その他、大手航空会社の機内食、道の駅のご当地ソフトクリーム、とうもろ

こしプリン等に利用されている。 

当社は、有機野菜を使用したペースト（有機加工食品）で有機ＪＡＳ認証を取得し

ている。有機加工食品は、有機と認定された原材料を 95％以上（水・塩を除く）使用

し、有機ＪＡＳ認定工場で製造された食品にのみ許可される。有機野菜ペーストは当

セントラルキッチンで、徹底した管理のもと製造されている。 

また、衛生管理については、ＪＦＳ－Ｂ規格（一般財団法人食品安全マネジメント

協会（ＪＦＳＭ）による食品安全管理規格である「食品安全マネジメントシステム」）

の認証を取得しており、お客様に安全・安心な商品をお届けできるよう品質保証体制

の強化と品質向上に努めている。 

 

（ｄ）他分野におけるフードテックの応用や導入の視点について 

ペースト化の取組があまり知られていないので、認知度を高めていくことが重要で

ある。 

にんじんジュースを製造する企業でも、ペースト化の仕組みを活用することで、残

渣を大幅に削減可能である。事業に取り組みたい企業があれば、技術指導等も対応可

能である。 

農家から野菜の傷物（いわゆるＢ級品）の加工依頼がある。ペースト化は可能だが、

販売先等を含めたトータルな戦略を立てて取り組む必要があり、その支援もしている。 
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（ｅ）今後の取組について 

健康・安全志向の高まりから有機野菜の取り扱いも増えていくと見込まれる。近年、

ペースト化に関する相談・依頼が増えてきており、引き続き高品質な製品・商品を供

給していきたい。 

例えば、ごま油製造におけるごまの搾りかす、レモン果汁製造におけるレモンの搾

りかすを分解するような２次加工の技術も活用できないかと考えている。実際にみか

んの加工品を製造する目的で、みかんの搾りかすも持ち込まれて、果肉と１：１の割

合でペースト化を依頼されるケースもある。このような取組に広がりが出るよう認知

度の向上、ＰＲ等にも注力したい。 
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５．他地域における食料品製造業のフードテックに関する先行的な取組 

本章では、中国地域以外の地域において、食料品製造業に関連するフードテックの

活用・普及に取り組んでいる事業者や行政に対してヒアリングを実施し、中国地域で

参考とすべき点を抽出・整理した。 

 

５．１．ヒアリング調査概要 

ヒアリングを実施した事業者、自治体、および訪問日程は下表のとおりである。 

 

図表５.１ 訪問先と訪問日程一覧 

 所 在 地 訪 問 先 訪 問 日 程 

a. 埼玉県富士見市 ＡＳＴＲＡ ＦＯＯＤ ＰＬＡＮ株式会社 2022 年 10 月 31 日 

b. 
東京都千代田区 

（本社：長野県長野市） 
ＩＣＳ－ｎｅｔ株式会社 2022 年 11 月１日 

c. 群馬県高崎市 ＦＵＴＵＲＥＮＡＵＴ株式会社 2022 年 11 月１日 

d. 新潟県新潟市 
新潟市役所 経済部 

成長産業・イノベーション推進課 
2022 年 11 月２日 

（訪問順に記載） 
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５．２．ヒアリング調査結果 

ａ．ＡＳＴＲＡ ＦＯＯＤ ＰＬＡＮ株式会社 

テ ー マ 食品乾燥・殺菌装置「過熱蒸煎機」で“かくれフードロス”を削減 

ヒアリング担当者 
代表取締役社長 加納 千裕 氏 

相談役 加納 勉 氏 

設 立 2020 年８月 

事 業 内 容 

食品加工機械の研究開発、販売 

（食品乾燥・殺菌装置「過熱蒸煎機」の販売） 

食品の開発、製造、販売 

食品関連事業のコンサルティング 

取 組 概 要 

従来の乾燥技術と比べ、低コスト、スピード乾燥・殺菌処理、高

栄養化を実現した「過熱蒸煎機」を用いて、“かくれフードロス”

（製造工程で発生している食品残渣と規格外・生産余剰農作物）

の解決を図る。 

「過熱蒸煎機」を用いて生産した食材粉末の販路開拓や商品開発

を支援し、“かくれフードロス”解決のための持続可能な循環型

システムの構築に取り組んでいる。 

 

図表５.２ 食品乾燥・殺菌装置「過熱蒸煎機」、グリーンレタスの過熱蒸煎 

  

資料）ＡＳＴＲＡ ＦＯＯＤ ＰＬＡＮ株式会社（以下同様） 

 

（ａ）取組の背景・概要 

・年間 522 万トンの一般的なフードロス（製品の売れ残りや食べ残し）は社会的に認

知されている一方、食品業界の長年の課題である年間 2,000 万トン以上の“かくれ

フードロス”（製造工程で発生している食品残渣と規格外・生産余剰農作物）は社会

的に認知されていない。 
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・また従来の乾燥技術は費用が高いため単価の高い原料の乾燥にしか適さず、多種多

量に発生する食品残渣には不向きであった。 

・そのようななか、現在相談役の父親と二代にわたって培ってきた過熱水蒸気4技術を

乾燥機に活用し、従来問題であったエネルギーコストを大幅に改善した「過熱蒸煎

機」を開発し、“かくれフードロス”の解決に取り組んでいる。 

・また、“未利用天然資源”が発生している現場に「過熱蒸煎機」を導入し、新たな食

品原料「過熱蒸煎パウダー」へアップサイクル5し、新たな用途や販路を開拓するこ

とによって、既存のサプライチェーンを壊さない、“かくれフードロス”解決のため

の持続可能な循環型システムの構築を目指している。 

 

図表５.３ 「過熱蒸煎機」の仕組みと実例 

 

 

（事前に原料をある程度細かくし、機械に投入。過熱蒸煎機を通して出てきたものをさらにミルで粉末化） 

  

                            
4 過熱水蒸気：水蒸気をさらに高温（最大 800℃）にした、無色透明で乾燥した気体。食品を乾燥させる短時間調理

（乾燥・殺菌）が行える。空気を追い出して低酸素空間をつくるため、酸化しにくい。 
5 アップサイクル：本来であれば捨てられるはずの製品に新たな価値を与えて再生すること。「創造的再利用」とも

呼ばれている。 
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（ｂ）取組の特徴や成果 

・「過熱蒸煎機」は過熱水蒸気の効果による高品質・高栄養価・殺菌に加え、乾燥機や

フリーズドライなどと比べて乾燥時間や生産方式などでも優位性がある。また、処

理量に合わせて５段階のサイズを用意しており、小規模事業者でもコストや設置場

所などの点で導入しやすいよう工夫されている。 

・現在のフリーズドライはバッチ式（ロット単位で一度に材料を投入し、一度に取り

出す方法）で乾燥時間が約 24 時間のため、一日当たりの処理量が機械台数と比例し

ており、必要な処理量に応じて機械を購入しなければならなかった。その点、「過熱

蒸煎機」は連続式でライン化が可能であるため、小ロットでの乾燥処理や短時間で

の投入物の入れ替えなど、必要な量・種類に合わせた柔軟な処理が可能であり、イ

ニシャル・ランニングコストを抑えることができる。 

・また、特に加工されている食品残渣のアップサイクルにあたっては、フリーズドラ

イでは別途殺菌工程が必要となるが、過熱蒸煎機では乾燥と殺菌の工程を兼ねるた

め、別途殺菌工程を設ける必要はない。 

 

図表５.４ フリーズドライと過熱蒸煎機の比較、最小サイズの「過熱蒸煎機」 

  

 

・機械を導入した成果例としては、生で出荷できない「余剰しいたけ」を乾燥・粉末

化することにより、規格外品から「しいたけパウダー」へアップサイクルする事例

が挙げられる。従来の干ししいたけの製造と比較して、加工時間は約３分の１、燃

料代は約２分の１となり、低コストが実現された。 

・また、食品メーカーや飲食店と協力し、「しいたけパウダー」を使った商品開発にも

着手しており、飲食店にとってはＳＤＧｓなどの視点での付加価値が創造されてい

る。 

  



 

-84- 

（ｃ）取組を通じてみえた課題等 

・食品残渣のパウダー化の取組については、パウダーの買い手があれば機械を導入し

たいとの意向を持つ企業が多く、販路開拓が問題になっている。 

・用途開発においては、地元の大学などとの連携が重要である。 

・ＳＤＧｓの意識が浸透したため、以前と比べ食品ロス削減に取り組む飲食店や企業

が増えている。 

・誰でも多種多様な食材の乾燥に対応できるよう、食材ごとの乾燥プログラムを作成

し、機械に組み込む必要がある。現状は依頼先の食材に合わせた乾燥プログラムを

都度設定し、納品している。 

 

（ｄ）今後の取組の方針や方向性 

・循環型システムを構築し、アップサイクル商品の販売を目指していく。費用をかけ

た産廃処理、利益の出にくい肥料への転用よりも、利益の出るアップサイクル市場

の創造により、持続可能性の確保と取組への参入を促す。 

・過熱蒸煎パウダーを使った食品などに使用することができる認証マークを開発する

ことで、かくれフードロス問題についての認知を広め、解決を目指す。 

・ビジョンとしては、過熱水蒸気技術を用いて、①食料自給率向上、②健康、③地球

環境負荷軽減の３つのテーマの課題を解決するため、サプライチェーン全体を巻き

込んで循環型社会の実現を目指していく方針。 

 

図表５.５ 過熱蒸煎機を使った持続可能な循環型システム 
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ｂ．ＩＣＳ－ｎｅｔ株式会社 

テ ー マ 原料分野（特に食品製造段階）での食品ロス削減 

ヒアリング担当者 
代表取締役ＣＥＯ 小池 祥悟 氏 

経営企画室室長 永田 将克 氏 

設 立 2017 年８月 

事 業 内 容 

食品開発のための原料検索サービス「シェアシマ」運営事業 

食品輸入商社事業 

ＷＥＢサイト受託運営事業 

食品開発コンサルティング事業 

取 組 概 要 

食品原料分野での未利用原料や端材の活用を目指し、食品原料メ

ーカー・食品加工会社等と生産者を結びつける売買プラットフォ

ームをＷＥＢで提供。 

長野市との協働プロジェクトにより、未利用原料・端材を活用し

たサーキュラーフードを目指し、生産から販売までの各事業者と

連携した体制構築に取り組む。 

長野市で地域密着型の食品ロス削減の仕組み構築に取り組む。 

 

図表５.６ 「シェアシマ」サイト（ロゴマーク、検索サイト、商品一覧） 

 

  

資料）ＩＣＳ－ｎｅｔ株式会社（以下同様）  
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（ａ）取組の背景・概要 

・食品ロス排出元の約４分の１は食品製造業であるなど、事業系の食品ロスに対する

課題解決が求められるなか、「食品原料」分野は未着手領域であったことから、日本

の原料分野での食品ロス削減の課題解決に取り組んでいる。その取組として、同社

が運営する食品開発のための原料検索サービス「シェアシマ」を活用し、事業系の

なかで発生する余剰食品原料の活用の促進などを行っている。 

 

図表５.７ 「シェアシマ」のビジネスモデル（「加工食品」のケース） 

 

図表５.８ 「シェアシマ」のビジネスモデル（「ミールキット」のケース） 

 

 

・また、長野市では、行政、大学および地元企業等との協働で、「シェアシマ」の仕組

みを活用し、域内で未利用の食品原料・端材をアップサイクルし付加価値の創造や

域内循環をするための取組を行っている。長野市はこのサービスによって、ライフ

スタイルの変革を通じたイノベーションを起こすことによる長野市エリアのブラ

ンド価値の向上を目指している。  
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図表５.９ 長野市での事業スキーム 

 

 

（ｂ）取組の特徴や成果 

・食品開発における原料を一般の検索エンジンを使って見つけることは難しいため、

通常は商社等を仲介して行われることが多く、希望する原料の契約までに約１ヶ月

を要するケースもあるなど、リードタイムが非常に長い。しかし、「シェアシマ」に

よりその原料検索の工程が簡素化され、大企業だけでなく中小企業においても利便

性が向上した。また、同サービス上では原料の検索だけでなく、ＯＥＭ先の検索も

行うことができる予定である。 

・また、企業は同サービス内で自社が提供する商品・原料の情報を直接編集し、販路

ツール（自社商品のカタログ）として活用することもできる。 

・未利用の食品原料や端材を使用することにより、アップサイクルによる新しいバリ

ューチェーンができている。 

・長野県のモデルでは、商談サイトや販売機会マッチングのサイトなど、目的別に複

数のサイトを運営しているが、企業は一度の編集で契約しているサイトすべてに変

更した情報を反映することができる仕様となっており、利便性が高くなっている。 

 

図表５.１０ 長野県用ＷＥＢサイト一覧 
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（ｃ）取組を通じてみえた課題等 

・プロジェクトは、業界に新規に参入した企業が中心となって始めることによって、

既存企業の協力を得やすい状況になる（業界内既存企業がプロジェクトを始めた場

合は、利害関係によって足並みを揃えることが難しい）。 

・プロジェクトに必要な参加企業（地域のリーディングカンパニーなど）を集めるた

めには、行政が旗振り役となり、周知・依頼をする必要がある。また、中小企業は、

マッチングや費用削減に繋がった事例など、成果を継続して出すことによって、プ

ロジェクトに自然と参加するようになる。 

・市が旗振りを行うにあたっては、行政の各部の管轄範囲や予算に制限があるため、

地域事情によってはプロジェクトを推進する単位（市または県）や行政の担当部署

を変化させて対応すること（部横断的な特設部署の設置など）も必要である。 

・プロジェクトの存在を地域へ周知・浸透させるためには、目に見える形（商品）で

訴求することが大事である。 

・スタートアップやベンチャー企業にとっては運転資金面での問題が大きく、また特

に大学発ベンチャーは経営面での知識（資金調達手法、財務管理、マーケティング

など）が不足している場合が多いため、これらの支援が必要である（例：家賃補助

など）。 

 

（ｄ）今後の取組の方針や方向性 

・まずは長野市の取組をモデルケース「長野市モデル」として地域密着型の仕組みを

構築し、中規模商圏での継続した活動を実施していく。 

・そのうえで、全国規模に事業を拡大していき、他地域においても「長野市モデル」

を展開し、日本の原料分野で食品ロス削減に貢献したいと考える。 
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ｃ．ＦＵＴＵＲＥＮＡＵＴ株式会社 

テ ー マ 
昆虫由来食品の市場を創造し、環境問題や食料危機のリスク低減

に貢献 

ヒアリング担当者 
代表取締役ＣＥＯ 櫻井 蓮 氏 

取締役ＣＴＯ 飯島 明宏 氏 

設 立 2019 年７月 

事 業 内 容 

食品事業（クリケット（食用コオロギ）養殖・輸入、昆虫食開発、

製品販売） 

研究開発事業（栄養機能性成分研究、加工研究など） 

食育事業（イベント・セミナー開催） 

取 組 概 要 

昆虫食の認知度を高め、昆虫原料の社会実装に貢献する。 

クリケットの価値を向上させるため、大手食品メーカーと業務提

携や共同研究を行い、クリケットを活用した新たな商品開発に取

り組む。 

食品ロスなどについて、昆虫をハブにした仕組みで解決を目指し

ている。 

 

図表５.１１ クリケット、養殖場 

 

   

資料）ＦＵＴＵＲＥＮＡＵＴ株式会社（以下同様） 
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（ａ）取組の背景・概要 

・世界人口の増加によるたんぱく質危機や食肉生産における温室効果ガスなどの環境

問題、日本の食料安全保障リスク（食料調達の持続不可能性）、国内の食品ロス（食

品資源およびその製造に費やしたエネルギーのロス）などが問題視されている。こ

のような背景のなか、昆虫をハブに食に関する課題を解決しようと、クリケット事

業に取り組んでいる。 

・昆虫食は生産・流通・製造において様々な課題がある。まずは消費者イメージの変

容を目指し、昆虫食の認知度を高める取組を行い、需要側からの市場開拓をしてい

る。 

 

（ｂ）取組の特徴や成果 

・クリケットは雑食性のため食品ロスを養殖における餌として再利用することが可能

であり、また立体構造での飼育が可能（農地が不要）であることや動物性たんぱく

質のなかでは飼料負荷が小さいことから、環境負荷が少ないことが特徴である。 

・特に餌としての食品ロスの再利用化については、近隣事業者からの廃棄物を利用す

ることで、コストダウンとフードロスの削減の両立を図ることができる。 

 

図表５.１２ クリケットをハブにした食品ロス対策の仕組み 
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（ｃ）取組を通じてみえた課題等 

・昆虫食は消費者イメージがネガティブであるため、その認識を変容させていく必要

があり、食育などの視点で啓発を行っていくことが重要である。 

・クリケットに限らず、新素材を扱う場合には製品としての完成形がないと販売先な

どは取り扱いが難しいため、商品開発までを念頭に置いた素材開発を行う必要があ

る。 

・新素材の場合は、業者が安心して取り扱いできる、または消費者が安心して購入で

きるために、規格や品質の保証を認証マークなどの形で示すことが重要である。 

・スタートアップ段階では生産量（供給量）が不安定のため、安定した量や規格での

納品が求められる商社や問屋との契約、および小売店舗での販売という安定的な販

路確保が難しい。 

・運転資金が不足している場合でも、共同参画する企業（材料加工を担当する企業な

ど）からの資金協力（出資）があると、安心した企業運営ができる。 

・大学発ベンチャーとして大学から公式に認定されるなど、社会的に信頼性が担保さ

れることによって、大手企業などとの共同研究・商品開発が行いやすくなる。 

・大学発ベンチャーは研究から発展することが多く、企業経営に関する知識（財務、

マーケティングなど）が不足しているケースが多いため、資本政策に長けた経営の

アドバイスを行える人材（会計士、税理士、企業診断士など）を社内で雇い、積極

的なアドバイスや関与を得ることは、事業の継続性において非常に重要である。 

 

（ｄ）今後の取組の方針や方向性 

・品質規格の制定や商品開発について、食品メーカーとパートナーシップを結んでク

リケット生産を実現することによって、コスト低減を目指すと同時に、食品ロス対

策になる昆虫をハブとした循環型システムの構築によって、クリケットの価値を向

上させていきたい。 

・クリケット生産における課題として、養殖技術を持っていない、クリケットの供給

先が限定される、人手がかかる（人件費の問題）、などがあるため、①独自生産シス

テムで「誰でも、どこでも、同じ規格」で生産可能にし、②ブランド化・規格化を

行い、供給先を確保、③養殖の自動化システムの導入により、養殖に係る人手が少

なくなり、生産拡大した際のコスト上昇を抑えていく、との順で段階的に取り組ん

で、解決を目指していく。  
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ｄ．新潟市役所 経済部 成長産業・イノベーション推進課 

テ ー マ 
新事業創出エコシステムに向けた食・農に係る既存産業のイノベ

ーション促進 

ヒアリング担当者 

課長 田代 いずみ 氏 

係長 山口 寿子 氏 

（公財）新潟市産業振興財団 窪田 洋輔 氏 

企 業 数 

【2020 年時点（新潟市内の食料品産業、従業者４人以上）】 

事業所数  ：195 事業所（市内製造業に占める構成比：20.5％） 

従業者   ：11,518 人（同構成比：30.7％） 

製造品出荷額等：約 2,832 億円（同構成比：24.7％） 

資料）経済産業省「2020 年工業統計調査」 

概 要 

フードテック・アグリテックを軸としたエコシステムの具体化、

機運醸成のためのフードテック・アグリテックをテーマにしたセ

ミナー・イベントの開催、集中的なコンサルティングを行うため

のプログラムの実施などを通じ、市内事業者等とスタートアップ

等の協業を支援し、新たな事業創出につなげる。 

 

図表５.１３ フードテックに関するイベント 

 

 

資料）新潟市役所（以下同様）  
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（ａ）取組の背景・概要 

・新潟市の人口は 2005 年をピークに減少が続いており、また全国と比べ市民所得が

低く、一人当たりの市民所得の向上が課題としてあったため、これらの対策として

市の魅力向上を図る必要があり、起業・創業の促進や新事業創出の加速に取り組ん

だ。 

・取組においては、まずは分野を絞ってスモールスタートを行うために、「なぜ新潟な

のか」という視点から新潟が持つ資源と可能性を整理した。そこで新潟市の食関連

産業は新潟市産業の強みであるものの、開業率と廃業率が低く新事業が起こりにく

い状態であったため、ここにフードテックの視点や考えを活かした既存産業のイノ

ベーションや新事業の創出ができるのではないかと考えた。 

・その結果、新潟市の強みであり、市内企業への波及効果も高い、食や農の分野を軸

に、フードテック・アグリテックのスタートアップを本市に集積させ、経済成長の

エンジンとするため、新事業創出のエコシステムを形成し、本市の食関連既存産業

のイノベーション促進を図ることとなった。 

・令和２年度よりフードテックに係る取組を始め、企業への個別支援やオンラインイ

ベント、新事業・協業創出支援、関係機関との連携などを行っている。令和２年度

より実施しているオンラインイベントでは、「新潟フードテックコミュニティ」と題

して、情報発信や市内食関連企業のマッチングを行っている。令和３年度の新事業・

協業創出支援では、協業を生み出すうえでの課題に応じて支援プログラムを実施し、

複数の協業が実現した。また、現在進行中の令和４年度の取組では、今までの取組

にフードオープンイノベーションの考え方を取り入れたＦｏｏｉｎ（Ｆｏｏｄ ｏ

ｐｅｎ-ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ ｉｎ Ｎｉｉｇａｔａ）と題したプロジェクト活動

を開始し、令和４年８月 31 日にリアル開催でのオープニングイベントを行った。 
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図表５.１４ フードテックに係る取組 

令
和
２
年
度 

○ 企業への個別支援 

・ 個別ミーティング 

○ オンラインイベントの実施 

・ キックオフセミナー 

・ ミートアップ、マッチングイベント 

・ フードテック・スタートアップスクール 

○ その他の取組 

・ Ｓｍａｒｔ Ｋｉｔｃｈｅｎ Ｓｕｍｍｉｔ 2020 で新潟市の食・農に関

する取組発表 

・ フードテック官民協議会のヘルス・フードテックＷＴに参加 

・ Ｆｏｏｄ Ｔｅｃｈ Ｓｔｕｄｉｏ –Ｂｉｔｅｓ！へのリソースパート

ナーとして参画 

令
和
３
年
度 

○ 企業への個別支援 

・ 個別ミーティング 

○ オンラインイベントの実施 

・ オンラインセミナー 

・ テーマ自由設定型の分科会 

○ 新事業・協業創出支援 

・ アクセラレーションプログラム 

・ フードテック・スタートアップスクール 

○ その他の取組 

・ 関係機関との連携 

・ エコシステム形成に向けた取組 

・ フードテック官民協議会への参加 

令
和
４
年
度
（
現
在
進
行
中
） 

○ Ｆｏｏｉｎコミュニティ～オープンイノベーションによる共創促進 

・ 個別支援、イベントの企画・運営 

・ 分科会の企画・運営 

・ アクセラレーションプログラムの企画・運営 

・ フードテック新事業の創出・スタートアップ企業の誘致 

○ その他の取組 

・ 関係機関との連携 

・ 活動情報の発信・蓄積 

・ フードテック官民協議会への参加 

・ コミュニティ機能の充実          ほか 

 

（ｂ）取組の特徴や成果 

・令和３年度の新事業・協業創出支援において、協業を生み出すうえで、①フードテ

ックをテーマにした新事業のイメージが想像できない、②協業パートナーが見つけ

られない、③事業化における資金不足、の課題がみられたため、それぞれに支援プ

ログラムをアレンジして対応した。その結果、市内主要食品製造業が取組に参加し、

一部の参加者から新事業創出に向けた協業が生まれた。 
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図表５.１５ 協業を生み出すうえでの課題と支援プログラム、結果 

協業を生み出す 

うえでの課題 
支援プログラム 結果（令和３年度） 

①フードテックを

テーマにした新

事業のイメージ

が想像できない 

・ フードテックをテーマにしたセミ

ナー、イベント 

・ フードテック分野の中でもテーマ

を絞った分科会の開催 

・ 市内主要食品製造

業の参加 

・ セミナー参加者か

ら新事業創出に係

る相談 

②協業パートナー

が見つけられな

い 

・ 委託業者によるコンサルティン

グ、協業パートナーとのマッチン

グ 

・ アクセラレーションプログラムに

よる協業パートナーとのマッチン

グから事業化まで一貫支援 

・ 協業パートナーが

見つかり、新事業

創出に向けて動き

出す 

③事業化における

資金不足 

・ 共創プログラム（アクセラ）中に、

成果報告会を設けて、そこに銀行

やベンチャーキャピタルを参加さ

せて、出会いの場を提供 

・ 成果報告会に銀行

やベンチャーキャ

ピタルが参加 

 

図表５.１６ 協業事例 

企業名 ニーズ 
マッチング 

相手 
内容 

マルシン食品㈱ 

（もち類等の 

食品製造会社） 

長期常温保存技術の活用

によるロングテールニー

ズに対応した食品開発 

ギフモ㈱ 

（東京都） 

嚥下障がい用加工

食品に関する共同

研究 

新潟酒販㈱ 

（酒類・食品 

卸会社） 

混載による環境負荷の低

い物流網構築 

・片山商事㈱ 

・共同組合 

人田畑 

（新潟市） 

お酒と有機野菜の

混載による環境負

荷の低い物流サー

ビスの実証 

玄米堂 

（玄米特化の 

食品製造会社） 

お米・玄米の新しい食べ方

提案 
非公表 

新潟産玄米を用い

たプラントベース

ラーメン・玄米デニ

ッシュパンの開発 

㈱古町糀製造所 

（米糀甘酒の 

製造会社） 

米と発酵技術による機能 

強化食品の展開 

ソウルド 

アウト㈱ 

（東京都） 

自社商品「お米で作

ったヨーグルト」の

ブランド化、全国展

開強化に関する共

同事業 

  



 

-96- 

・また、Ｆｏｏｉｎではフードテック新事業の創出とスタートアップ企業の誘致を最

終目標としており、食関連企業とスタートアップ企業等が最先端テクノロジーだけ

に限らず食にまつわる新しいイノベーションへ取り組むことを支援するため、技術

革新等について考え、交流するイベントの開催や金融機関や補助制度保有機関向け

に制度説明会を開催するなど、情報提供や交流、協業、金融支援など、段階的な支

援体制を着実に構築している。 

 

図表５.１７ Ｆｏｏｉｎの段階的な支援体制 

 

 

（ｃ）取組を通じてみえた課題等 

・新事業の創出や協業などにおける一番の課題として、参加企業からは販路開拓に関

する要望が多く聞かれる。 

・取組に参加する企業を今後どのように増やしていくのかが問題であり、また地域一

体となった取組意識が醸成されているとはいえないため、成功事例を作り、社会認

知させていくなどのアプローチを続けることが大事である。 

・高度な技術はイメージをすることが難しく、内容の理解が不十分なまま自社には関

係がないと早合点されることが多いため、フードテックの取組が進みにくい。 

 

（ｄ）今後の取組の方針や方向性 

・フードテックの取組を進めるためには、個社に応じた提案を行うことが有効である

ため、フードテックに精通した企業を主体として、個社の工場視察を行い、イノベ

ーションに関するディスカッションを個別に行いたい。 

・アクセラレーションプログラムをさらに推し進め、事業化事例を多く作りたい。 

・企業としては生産者とつながって新しいことをしたいという意欲はあるが、個社で

情報収集やアプローチを行うことは大変なため、それを代替する体制を作りたい。 

・酒販ルートを用いた産地直送網の構築を行いたい。  
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５．３．他地域の取組からの知見（小括） 

以上の事例より、いくつか重要な動きがみられた。１点目は、食の課題（フードロ

ス削減など）に対して、食料品製造事業者がフードテックを活用して解決に取り組ん

でいることである。食の課題解決につながるフードテックを開発する企業の出現によ

って、従来解決できなかった食に関する課題にフードテックを活用することができる

ようになり、一定の成果がみられるようになった。 

２点目はフードテックを利活用してできた素材・商品などの認知度の向上や販路拡

大において、様々な連携や協働を行っていることである。フードテックの活用によっ

て食に関する課題解決に一定の成果がみられたが、その一方で活用によってできた素

材・商品などについて、“売れる・売れない”などの商業ベースでの問題が発生した。

その点を解決するために、認知度の向上や販路開拓、用途開発など、食料品製造事業

者やフードテック企業、大手の食品加工業者などで連携・協働が行われていた。 

３点目は、企業だけではカバーすることができない課題については、行政などの主

導・協力による対応が重要になることである。フードテックの活用は新しいアプロー

チとなるため、普及・促進に向けて行政等が支援している姿がみられた。 

これらを踏まえ、後述の方策案を考えていく上での３つの視点を整理した（図表５.

１８）。 

 

図表５.１８ 三つの視点（イメージ図） 

視点①：食料品製造事業者によるフードテック活用 

視点②：フードテック活用の効果を高める（同業・異業種との）連携・協働 

視点③：行政等（産官学金）による企業の取組支援（企業の行動支援や環境整備） 

 

  

【視点①】

食料品製造事業者の
フードテック活用

【視点②追加】

活用の効果を
高める連携・協働

【視点③追加】

行政等による企業の取組支援

食料品製造事業者の
フードテック活用

活用の効果を
高める連携・協働

食料品製造事業者の
フードテック活用
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また、得られた知見・特徴ごとの分類状況については以下の通りである。 

 

○ＡＳＴＲＡ ＦＯＯＤ ＰＬＡＮ株式会社 

得られた知見・特徴 方策の参考となる視点 

食品ロスの廃棄における乾燥技術の活用によ

る処理。 

 食品ロス対策としてのフード

テック活用 

乾燥技術を活用した食品ロスのアップサイク

ル。栄養面で新たな付加価値をつけ、健康需要

を満たす商品が提供できる。 

 アップサイクルのためのフー

ドテック活用 

 高付加価値化による事業性確保 

既存のサプライチェーンを壊さない、持続可能

なフードロス解決の取組を行う循環型システ

ムの構築の志向。 

 域内連携による事業性確保 

 サプライチェーン全体での連携 

 

○ＩＣＳ－ｎｅｔ株式会社 

得られた知見・特徴 方策の参考となる視点 

ＩＴサービスの利用により商品開発等におけ

る原材料の確保や余剰材料の検索などが迅速

にできるなど、地域内外の他業種・同業種との

連携が可能。 

 ＩＴ活用による事業性確保 

 商品開発・アップサイクルのた

めのフードテック活用 

余剰食品原料の活用（アップサイクル）を地域

密着で川上から川下まで一貫して実施し、経済

活性化へ寄与。 

 連携による事業性確保 

 サプライチェーン全体での連携 

フードテックの社会実装に向けた、スタートア

ップやベンチャー企業を中心としたフードテ

ック活用の機運醸成。 

 フードテック活用に向けた連

携の機運醸成 
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○ＦＵＴＵＲＥＮＡＵＴ株式会社 

得られた知見・特徴 方策の参考となる視点 

域内の食品ロスを養殖における餌として活用

し、食品ロス対策とコスト削減を両立してい

る。 

 食品ロス対策としてのフード

テック活用 

 連携による食品ロス対策 

フードテックに代表される代替たんぱく質の

ひとつであるクリケットのパウダーを用いて、

他の食品とのコラボによる新商品の造成や、新

しい素材の活用方法について応用する。 

 新商品開発におけるフードテ

ック活用 

 新素材を活用した商品による

販路開拓 

フードテックの社会実装に向けた、スタートア

ップやベンチャー企業を中心としたフードテ

ック活用の機運醸成とこれを支える行政・大学

等の取組の充実。 

 フードテック活用に向けた連

携の機運醸成 

 先進的な企業の支援 

 

○新潟市役所 経済部 成長産業・イノベーション推進課 

得られた知見・特徴 方策の参考となる視点 

フードテック・アグリテックを軸としたエコシ

ステムを形成・具体化し、食・農に係る既存産

業のイノベーションの促進を図っている。 

 イノベーション強化による事

業性確保 

 域内連携の促進 

食関連産業を刺激しスタートアップの誕生や

協業につなげるため、市内の食料品製造事業者

にフードテックの取組や自社ニーズについて

情報提供するなど、フードテックの情報提供と

自社への転用を考える場を提供している。 

 フードテック活用に向けた域

内支援 
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６．中国地域における食料品製造業の成長に資する方策 

 

６．１．「調査の方向性」に関する考察 

本調査では、仮説となる「調査の方向性」を設定し、調査を実施してきた。これま

での調査結果から、中国地域における食料品製造業の成長に向けた方向性について考

察を行った。 

 

６．１．１．「様々なリスクや変化に柔軟に対応できるフードバリューチェーンの強

化」について 

各調査結果より、人手不足や競争の激化、海外情勢の影響による原材料確保の難化

など、様々なリスクが高まっており、その対応に企業や商工団体などが苦慮している

状況がみられた。こうした状況下、コスト削減や営業力・販売力の強化、またフード

テックの活用によって、それらの課題に対応する動きがみられるなど、設定した方向

性については妥当であることがわかった。 

さらに、食料品製造業は中小零細企業が多く、企業単独での課題解決の取組はコス

トや情報不足などの理由で困難であり、食の安全・安心を維持するためにも、域内企

業の連携や行政を中心にした包括的な支援体制など、より大きな視点や規模での取組

が必要とされていることもわかった。 

 

図表６.１ 方向性に関連する各調査結果の概要 

各 

調 

査 

の 

検 

証 

結 

果 

【企業アンケート結果】 
 企業は外部環境（物価など）に大きく影響を受けている。 
 原材料の安定的確保や仕入価格の安定が課題としてみられる。 
 業界の競争環境が厳しくなる見通しのなか、コスト削減や営業力・販売力の維

持・強化が課題として考えられている。 
 関心のあるフードテックは、包装・容器技術やＩｏＴ（データ活用）、トレー

サビリティシステムなどのバリューチェーン関連分野が上位を占める。 

【商工団体アンケート結果】 
 管轄内の食料品製造事業者は外部環境の影響を受けている。 
 企業からは特に原材料価格の高騰や売上の停滞について相談を受けている。 
 商工団体は、企業の価格転嫁や経費削減の行動に対する支援が必要であると

考えている。 

【公設試験場ヒアリング結果（中国 5 県）】 
 地域によっては原材料確保や人材確保が難しく、生産体制が不安定である。 
 保存技術の相談・取組など、フードバリューチェーン強化の動きがある。 

【企業ヒアリング結果（中国 5 県）】 
 生産者や同業他社、流通業者など、関連事業者との連携による事業体制の強化

が必要とみられる。 

【他地域事例調査】 
 企業や行政の連携による域内のバリューチェーン強化の動きがみられる。 
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６．１．２．「生産性向上と環境配慮を兼ね備えた生産システムの構築」について 

各調査結果より、対外的に環境配慮を行うことが企業の社会的価値を創造すること

などを背景に、企業の食品ロス削減への関心は高く、歩留まりの改善や製品のロング

ライフ化に向けた取組が進んでいる。一方で、生産性向上の視点でのフードテックを

活用した企業の取組は、特定の分野を除き、フードテックに関する情報不足、導入コ

スト、人手不足などを理由に進んでいない。そのため生産性向上と環境配慮の取組度

合いに偏りがみられる。 

企業価値を高める活動として環境配慮の取組を続けるためには、取組に係る費用な

どを負担できる企業体力が必要である。その点において、収支改善につながる生産性

向上の取組も同時に進めることが求められる。生産性向上と環境配慮は企業にとって

重要なテーマであり、これらを兼ね備えた生産システムを構築することは妥当である。 

各種調査の中では、特にデジタル化やＤＸを活用した生産の効率化、労働生産性の

向上の事例はあまりみられなかったため、中小零細企業にも自社が抱える課題解決に

フードテックを活用してもらえるように、行政や公的機関などが中心となり、情報収

集力の向上と提供機会の創出をすることが大事である。 

また、単純に設備の老朽化に起因する歩留まりの悪さとフードロスの発生がみられ

る。機械の更新についても生産性向上と環境配慮にもつながると考えるが、中小零細

企業にとってはコスト面での厳しさがみられるため、その点を踏まえた今後の支援が

必要である。 

図表６.２ 方向性に関連する各調査結果の概要 

各 

調 

査 

の 

検 

証 

結 

果 

【企業アンケート結果】 
 コスト削減を課題としている。 
 ＩｏＴや製造ロボットなどのフードテックに対する関心が高いものの、フー

ドテックに関する情報が不足しており、提供が求められている。 
 食品ロス問題については、歩留まりの改善や消費期限等の見直し（製品のロン

グライフ化）などに取り組んでいる。 
 食品の未利用部分は新商品への転化がまだ難しく、主に肥料への転化などに

よって再利用がされている。 
 生産体制における自動化はあまり進んでいない。 

【商工団体アンケート結果】 
 補助金活用による設備投資や専門家派遣によって生産性向上を図っている。 
 フードテックの認知度は低く、情報提供は行っていない。 

【公設試験場ヒアリング結果（中国 5 県）】 
 生産性向上に繋がる投資が進まない主な要因は、重度のコスト負担や機械に

対応できる人材が不足していることである。 
 品質の向上による賞味期限の延伸に興味が高く、環境配慮の観点でのフード

ロス対策がみられる。 

【企業ヒアリング結果（中国 5 県）】 
 企業としての認知度の向上や環境配慮として、フードロス対策や未利用品の

活用に取り組まれた事例が多い。 
 産官学の協力・連携によって、未利用品の活用や商品化が行われている。 
 機械が古いことや属人的なノウハウへの依存に起因するフードロスがみられる。 
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【他地域事例調査】 
 環境配慮の取組を持続可能なものとするための循環型システムの構築を志向

した取組が進められている。 
 フードテックを活用した食品ロス対策による廃棄コストの削減効果が期待さ

れている。 

 

６．１．３．「新規開拓につながる多様な食の需要への対応」について 

各調査結果より、企業にとって取引先や販路の拡大が課題として認識されている。

また、多様な食の需要への対応や食の安全性を確保したうえでの新たな視点で新商品

開発の動きが各地で行われており、公設試験場などに相談・連携するケースもみられ

る。公設試験場等の研究・開発への取組状況は地域によってバラツキはあるものの、

各地で新規市場の開拓につながるフードテックの活用事例がみられた。 

今後市場規模は縮小し、競争環境が激しくなるとの見通しのなか、販路拡大を目指

して新たな需要に対応するためフードテックを活用することは一つの策として有効と

考えられることから、方向性は妥当であることがわかった。 

なお、食料不足やコスト削減のために、フードテックを活用し食品残渣や未利用食

品を利用した商品を開発した事例のなかには、販路の開拓が大きな課題となっている

ケースがみられた。先進地域でも同様のケースがみられたことから、多様な食の需要

ありきで考えるのではなく、販路の開拓を念頭に商品開発を行わなければならない。 

 

図表６.３ 方向性に関連する各調査結果の概要 

各 

調 

査 

の 

検 

証 

結 

果 

【企業アンケート結果】 
 市場規模は縮小し、競争環境は激化する見通し。 
 新たな製品・サービスの開発力や取引先の拡大などが課題として認識されて

いる。 
 一部のフードテックを活用している企業は、特に技術力・研究開発力の強化を

期待している。 

【商工団体アンケート結果】 
 販路開拓についての支援要望が多く、主にその取組が推進されている。 
 地方創生に繋げるため、産官学連携で特産品の開発などに取り組んでいる。 

【公設試験場ヒアリング結果（中国 5 県）】 
 新商品の開発に関する相談が多く、特に発酵技術や冷凍技術などを中心にフ

ードテックの活用についての相談・取組が行われている。 

【企業ヒアリング結果（中国 5 県）】 
 食の安全性を確保しつつ、健康食品や食育などの新たな視点で新商品の開発

に着手している。 

【他地域事例調査】 
 乾燥技術を用いた食品残渣のアップサイクルが行われている。 
 ＩＴ技術を活用した未利用食品のアップサイクルが行われている。 
 新素材（クリケット）を用いた健康志向などの新商品の開発が進んでいる。 

  



 

-103- 

６．１．４．食料品製造業におけるフードテック活用の意義 

前述の３つの方向性に基づく取組を進めることが、中国地域における食料品製造業

の成長につながると考える。その理由として、これまでの調査の中から以下の３点が

指摘できる。 

第１に、食料品製造業は中小零細企業が多く、アンケート調査やヒアリング調査か

らも１社単独での実行力を有するところは少ないにも関わらず、企業連携などの動き

はあまりみられず、外部環境の変化に対応しきれていないようにみて取れる。その状

況を打破するためには、産官学金の連携に加え、同業・異業種との連携によるフード

テックの活用がますます重要になると考えられ、地域一体となった産業成長に向けた

システムや取組が必要とされている。 

第２に、食料品製造業は他の製造業と比べ労働生産性が低く、成長のためには多く

の課題の中でも特に労働生産性の向上が重要であるということが、先行研究等でも指

摘されている。しかし、今回の視察や域内へのヒアリングの結果からは、環境、食料

不足、コスト上昇などへの対策事例はみられるものの、自動化やデジタル化、ＤＸな

どのフードテックを活用した生産の効率化、労働生産性の向上などの事例はあまりみ

られなかった。また中国地域の食料品製造業は中小企業が多く、実際に費用などの面

で生産の効率化に取り組みにくい状況もみられたことから、取組の推進や事例の紹介

などがより一層必要であるといえる。 

第３に、健康志向や菜食主義等を背景に多様な食のニーズがあるため、フードテッ

クを活用し、様々な新商品を開発し、販売することが重要になってくると考えられる。

特に、将来の食料不足や食品ロス対策などの社会課題の解決とそれを持続可能にする

システムの構築を両立させるため、フードテックによる食品残渣や未利用食品を活用

した食品開発を行い、企業の社会的価値とアップサイクルによる経済的価値を両立さ

せることが重要である。また、先進地域でも最初から多様な食のニーズや大きな需要

があるのではなく、商品開発や開発後の販売に苦慮している現状があり、新商品の用

途開発や販路開拓が大きな課題となっている。企業が取組の持続可能性を実現するた

めには、どのように販路を確保するのかといった視点を持つことが非常に重要であり、

最も支援すべきところである。 

世界的には人口増加による食料問題や環境問題、また国内では自給率や食品ロス問

題など、様々な社会課題が山積している。今後日本人が安全・安心した食を確立して

いくためには、これらの社会課題に加え、食を下支えする食料品製造業が元気でなけ

ればならない。その点において、様々な食の課題の解決につながるフードテックの活

用は、中国地域に限らず日本全体でみても、今後推進されなければならないと考える。 
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６．２．中国地域における食料品製造業の成長のための方策案 

中国地域における食料品製造業の成長に向けた３つの方向性を実現するにあたり、

先進事例調査結果等から整理した、視点①：食料品製造事業者によるフードテック活

用、視点②：フードテック活用の効果を高める（同業・異業種との）連携・協働、視

点③：行政等（産官学金）による企業の取組支援、の３つの視点に基づいて方策案を

提案する。 

 

図表６.４ 方策提案までの流れ 

 

 

  

○アンケート・ヒアリング・他地域事例調査より
中国地域の現状・課題を整理（第３、４、５章）

○他地域事例調査を参考に３つの視点で方策を検討（第５章）

視点①：食料品製造事業者によるフードテック活用
視点②：フードテック活用の効果を高める（同業・異業種との）

連携・協働
視点③：行政等（産官学金）による企業の取組支援

方向性
１）様々なリスクや変化に柔軟に対応できるフードバリューチェーンの強化
２）生産性向上と環境配慮を兼ね備えた生産システムの構築
３）新規開拓につながる多様な食の需要への対応

仮説検証

妥当性を確認

方策検討

３つの視点に基づいた、各方向性を実現するための方策の提示
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図表６.５ 中国地域における方向性を実現するための方策 

１．「様々なリスクや変化に柔軟に対応できるフードバリューチェーンの強化」のための方策 

視点①の取組 

・食料品製造業の素材流通・情報交流を促すフードテックプラットフォームの 

構築・参加 

視点②の取組 

・先進的なフードテック活用に対する認証マークの制定等による認知度向上 

視点③の取組 

・自律的発展を促すフードテックエコシステムの形成主導 

 

２．「生産性向上と環境配慮を兼ね備えた生産システムの構築」のための方策 

視点①の取組 

・過熱蒸煎機などを用いた廃棄物等に係るコスト改善 

視点②の取組 

・食料品製造事業者によるより高度な水準で環境負荷を抑えるための産学との 

連携 

視点③の取組 

・消費者の環境に配慮した食品への関心を高める機運醸成 

 

３．「新規開拓につながる多様な食の需要への対応」のための方策 

視点①の取組 

・フードテック活用につながる消費者の志向や動向を把握するためのマーケティ

ングシステムの利用 

視点②の取組 

・フードテックを活用した新事業等を行うスタートアップ企業や大学発ベンチャ

ーなどとの提携 

視点③の取組 

・小規模・小ロット生産等の事業者向けのフードテックフェア開催による交流 

促進 
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６．２．１．「様々なリスクや変化に柔軟に対応できるフードバリューチェーンの強

化」のための方策 

 

図表６.６ 方向性を実現するための方策（視点別の分類イメージ図） 

 

 

 

ａ．食料品製造業の素材流通・情報交流を促すフードテックプラットフォームの構築・

参加 

フードバリューチェーンの課題のひとつとして、原材料の仕入やエネルギーなど、

食品加工の製造において外部環境の影響を受けやすいにもかかわらず、企業間での連

携や地域内での連携による包括的な対応がみられていないことがあり、そのことが企

業の経営悪化につながるリスクがある。 

様々なリスクや変化を許容し、柔軟に対応していくためには、特に中小零細企業が

多い食料品製造業界において単独での取組ではなく、強固なバリューチェーン全体の

なかでリスクを分散しながら対応することが理想である。ここでは、その解決につな

がるフードテックとして、ＩＴ技術を駆使した域内の食料品製造事業者向けＷＥＢプ

ラットフォームを活用することで、バリューチェーン内での連携体制や地域単位での

同業種・異業種との連携体制を構築することを提案している。 

ＷＥＢプラットフォーム（「シェアシマ」など）では、企業が同業他社に対して情報

（食品残渣や製造商品）を発信するとともに、地域内の企業がその情報を迅速にキャ

ッチアップし、情報のやり取りを行う仕組みができており、一種の食料品製造業コミ

ュニティを形成している。また、この仕組み上でＡＩの活用によるデータ収集によっ

て、各社のニーズに対するおすすめの企業を示すことができれば、忙しい中小企業で

活用の効果を
高める連携・協働

行政等による企業の取組支援

食料品製造事業者の
フードテック活用

食料品製造業の素材流通・情報交流を
促すフードテックプラットフォームの
構築・参加

先進的なフードテック活用に対する
認証マークの制定等による認知度向上

自律的発展を促す
フードテックエコシステムの形成主導

（視点①）

（視点②）

（視点③）
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も少ない時間で企業間マッチングを行うことができ、効率的なバリューチェーンの強

化につながる。実際に金融業界においてはＡＩビジネスマッチングを導入している企

業もあり、食料品製造業を中心としたプラットフォーム上でその仕組みを展開するこ

とによる効果が期待できる。 

 

図表６.７ 取組イメージ図 

 県・市単位での中規模エリアにおける食料品関係事業者向けのＷＥＢプラット

フォームを構築。 

 ＷＥＢプラットフォームに食料品関係の事業者に参加してもらい、自社の食品

残渣や端材、余った食品等を情報公開。 

 地域単位で食料品に特化しているため迅速に検索ができ、自社のニーズやウォ

ンツとマッチングするものがすぐに手に入る。 

 加えて、自社が求める情報（商品ニーズ・技術ニーズなど）を発信。 

 ＡＩが自動で情報を収集し、能動的にマッチングの提案を行うため、各企業の

潜在的なつながりを発掘することができ、忙しい中小企業者にも活用しやすい。 

 

  

  

WEBプラットフォーム

このような原料・商品があれば・・・

仕入れに関して連携できる企業は・・

新しい商品を取り扱いたい・・・etc

AI

このような原料・残渣が余ってる・・

面白い商品や原料があるけど・・・

安定的に供給できる先は・・・ etc

情報開示・

供給先の開拓

情報開示・ニーズ

を満たす先を探索

プラットフォーム上の

データ収集・ニーズ・ウォンツ分析

おすすめの企業

おすすめの商品

を提案

おすすめの企業

おすすめの商品

を提案

※緑色：取組の行動主体、橙色：フードテック（以下同様）

食料品製造事業者 等 食料品製造事業者 等
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○プラットフォームに関する参考事例 

【主体】ＩＣＳ－ｎｅｔ株式会社   ※P86 再掲 

【概要】ＷＥＢプラットフォームを通じた食品原料・残渣の検索・流通。 

 

 

資料）ＩＣＳ－ｎｅｔ㈱ 

 

○ＡＩの活用に関する参考事例 

【主体】大和証券株式会社 

【概要】ビジネスマッチングＡＩサービスによる事業ニーズに最適な企業の紹介 

【内容】マッチングのニーズなどを登録することで、『ビジネスマッチングサイト』

における手動検索や『ＡＩ』が推奨した候補企業の案内が得られる。 

 

 

資料）大和証券ＨＰを基に㈱山陰合同銀行が作成 

 

  

（大和証券）

マ
ッ
チ
ン
グ
の
依
頼
企
業

データ
ベース

AI

ヒアリング
シート

マッチング
候補の紹介

AIによる
マッチング
候補検索
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ｂ．先進的なフードテック活用に対する認証マークの制定等による認知度向上 

フードテックプラットフォームの構築・参加の取組（視点①）をさらに強固にして

いくために、プラットフォーム連携に参加するプレイヤーを増やす取組が重要となっ

てくる。そのために地域内でフードテック活用の取組や成果を広報していくことが必

要である。それによって地域内の中小零細企業にもフードテックに関わる情報が伝わ

り、コミュニティのすそ野が広がっていくと考える。 

 

図表６.８ 取組イメージ図 

 プラットフォーム上での連携によって生まれた成果を広報する。 

 プラットフォームを通じた結果、地域内で食品端材や未利用品残渣を利用して

開発された新商品に対して認証マークを付与する。 

 食品小売店などで認証マークを付与した商品の販売特集を組んでもらい、話題

性を誘うことで、メディア等を通じて世間一般、特に地域内でのフードテック

の認知度を高める（＝異業種との連携）。 

 認知度向上によって、プラットフォームに参加するプレイヤーが増加する。 

 

  

○○市

サーキュラー

フード

認証マーク

認証付与

食
品
小
売
店
・
メ
デ
ィ
ア

食
品
製
造
業
関
係
者
（
＋
消
費
者
）

フード

テック

活用
食品端材・

未利用品
新商品

WEBプラット

フォームなど

広
報
・
周
知

フードテック

の取組に参加

食料品製造事業者
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○認証マークの参考事例 

【主体】ＡＳＴＲＡ ＦＯＯＤ ＰＬＡＮ株式会社   ※P84 再掲 

【概要】認証マークの企画・開発。 

【内容】“過熱蒸煎パウダー”を使った食品などに使用するマークを開発し、かくれ

フードロス問題解決について認知度を高めていく。 

 

資料）ＡＳＴＲＡ ＦＯＯＤ ＰＬＡＮ㈱ 

 

○自社の取組の認知度向上の参考事例 

【主体】ＦＵＴＵＲＥＮＡＵＴ株式会社   ※P91 再掲 

【概要】クリケットレシピグランプリや食育イベントなどの開催による認知度や魅

力度向上。 

 

  

     レシピグランプリ            食育セミナー 

資料）ＦＵＴＵＲＥＮＡＵＴ㈱ 
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○自社の取組の認知度向上の参考事例 

【関係者】マルサンアイ鳥取株式会社   ※P65 再掲 

【概要】生おからの有効活用に向けたメニュー開発のコンテストの開催。 

【内容】おからの利活用推進に向けて、地元の鳥取短期大学と連携。大学の生活学

科食物栄養専攻の１、２年生を対象にした「食材まるごと活用料理コンク

ール」のテーマ食材に豆乳おからを設定し、メニュー開発のコンテストを

開催する予定。 
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ｃ．自律的発展を促すフードテックエコシステムの形成主導 

フードテックプラットフォームの参加・構築（視点①）を促進するにあたって、域

内の食料品製造事業者がフードテックに関連して自律的に交流・集積し、成長してい

く仕組み（エコシステム）を形成することが重要となる。 

上記の取組を進めるためには、デジタルまたはリアルでの企業集積を行政が主導し、

促すことが重要である。デジタルの場合は、地域に合ったＷＥＢサービスを活用でき

る環境の整備が求められる。例えば、外部から専門の業者を誘致し、地域に合った形

でプラットフォームを構築し、各地域の有力な企業を中心に参加してもらうように促

していくことが必要である。またリアルの場合はオランダのフードバレー（食品関連

企業と大学、研究機関が集積したエリア）のように、食料品関係に絞った特定産業の

集積地を作って誘導する方法も考えられる。 

 

図表６.９ 取組イメージ図 

 行政の主導によりＷＥＢプラットフォームの構築・整備を実施。 

 行政が旗振り役となり、地域内の有力な食料品製造事業者をプラットフォーム

参加へ誘導。 

 また産業集積地を設置し、食料品製造業の研究施設や工場を誘致。 

 

  

行
政

地域内の有力な

食料品製造事業者

IT企業
＝ＷＥＢ

プラット

フォームの

提供主体

ＷＥＢプラット

フォーム

ＷＥＢプラット

フォームの作成

WEBプラット

フォームの作成

依頼

WEBプラット

フォームへの

参加依頼・

食料品製造業の

集積地の企画

行政からの要請に

応じて参加

食料品製造業

集積地

の形成
研究施設・

工場等設立

集積地の設置
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○エコシステムの参考事例 

【主体】松江市 

【概要】新しい事業や産業を生み出すための企業エコシステムを形成する事業。 

【内容】企業支援、経営支援及び起業家教育等に係る様々な主体が互いに相乗効果

を生み出すことにより、エコシステムの形成を促進するとともに、産学官

金連携モデルによる、新ビジネス創出の好循環を創出している。 

 

 

資料）松江市「ＭＡＴＳＵＥ企業エコシステム基本構想」 

 

○フードバレー構想の参考事例 

【主体】新潟市 

【概要】農業を含めた食産業全体が連携し成長産業として発展するための取組。 

【内容】マーケティングを基本とした売れる商品・仕組みづくりの普及・実践や商

品開発、域外への販路拡大（フードデザイン）を広め、新たなネットワー

クを創り、イノベーションを起こし続けるために、①農商工連携と６次産

業化の推進、②フードデザインの普及・実践、③新潟ブランドの構築・情

報発信、④食品リサイクルの推進、⑤高度な技術研究・人材育成、⑥食産

業の集積・創業、の６つの取組を進めている。 

 

 

資料）新潟市ＨＰ(https://www.city.niigata.lg.jp/business/shoku_hana/newfood/index.html) 
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○フードテックを取り込んだ計画の参考事例 

【主体】長野市 

【概要】長野市が運営する産学官金の連携組織ＮＡＧＡＮＯスマートシティコミッ

ション（ＮＡＳＣ）とＩＣＳ－ｎｅｔ株式会社の協働によるアップサイク

ルフードの開発。 

【内容】スマートシティ計画のひとつとして、フードテックを重点テーマの１つに

設定。取組のひとつとして、長野市発サーキュラーフードプロジェクトを

開始。長野市内に本社を置くＩＣＳ－ｎｅｔ株式会社との協働により、余

剰になっている未利用食品原料に付加価値をつけて新しい食品を生み出す

「長野アップサイクルフード」として、商品を企画・開発している。 

 

 

資料）長野市「スマートシティＮＡＧＡＮＯ基本計画」 

 

○フードテックを取り込んだ計画の参考事例 

【主体】東京都 

【概要】「食品製造マッチングシステム」をＩＣＳ－ｎｅｔ株式会社に委託し、開発。 

【内容】食品ロス削減に向け、フードテックを活用した食のアップサイクル促進事

業を実施。その採択事業のひとつで、アップサイクル食品の加工会社と、

販売先やブランドをマッチングする「食品製造マッチングシステム」を開

発し、一気通貫型のアップサイクルビジネスモデルをＩＣＳ－ｎｅｔ株式

会社に委託し、構築中。 
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６．２．２．「生産性向上と環境配慮を兼ね備えた生産システムの構築」のための方策 

 

図表６.１０ 方向性を実現するための方策（視点別の分類イメージ図） 

 

 

 

ａ．過熱蒸煎機などを用いた廃棄物等に係るコスト改善 

食品ロス削減や食品廃棄対策においては多額の費用が発生しており、生産性向上の

観点から取組に係る無駄なコストを抑え、収支バランスを改善することが必要である

と考えられる。 

地域内で実施できる食品ロス削減や食品廃棄対策として、①飼料や肥料として域内

の 1 次産業に活用すること（活用によって生産された原材料を扱うことで循環できる）、

②別形態の素材に転用して売却、③腐敗を抑えた、廃棄しやすい形へと変換し、産廃

処理の頻度や量を抑える、④製造ロボットやＩＴ技術の導入、または最新機械設備へ

更新することによる歩留まりの改善の４つの方法によるコスト改善が考えられる。 

事例では、水分を多く含み腐敗がしやすかった廃棄物について、過熱蒸煎機によっ

て水分を飛ばしたことで軽量化や腐敗の進行を抑えることができ、廃棄頻度や廃棄量

を抑える③のケースがあった。このようにフードテックの活用によって収支改善につ

ながり、取組の継続性が確保されることが期待される。 

  

活用の効果を
高める連携・協働

行政等による企業の取組支援

食料品製造事業者の
フードテック活用

過熱蒸煎機などを用いた廃棄物等に
係るコスト改善

食料品製造事業者によるより高度な
水準で環境負荷を抑えるための
産学との連携

消費者の環境に配慮した食品への
関心を高める機運醸成

（視点①）

（視点②）

（視点③）
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図表６.１１ 取組イメージ図 

 フードテックを活用する取組として、下記のような事例が想定される。 

・過熱蒸煎機を活用し、特に水分を多く含む食品廃棄等をパウダー化すること 

で軽量化・防腐を実現。 

・クリケット養殖の仕組みにおいて、食品廃棄等を飼料として活用し、新素材 

や肥料（クリケットのフン）へ変換。 

・発酵技術を活用し、食品廃棄物等をペースト状などに形状を変更。 

・ＩＴ技術・ロボットを活用し、廃棄物の産出量を抑制。 

 食品残渣等の課題に対してフードテックを活用。できた飼料・肥料、食転用で

きる素材、廃棄しやすいモノをそれぞれに売却・引き取りを行うことによって、

課題の解決および収支の改善につながる。 

 飼料・肥料への転用によって、域内での原料生産に貢献。 
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原材料

調達
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○食品廃棄物等を抑制するための参考事例 

【主体】ＡＳＴＲＡ ＦＯＯＤ ＰＬＡＮ株式会社   ※Ｐ83 再掲 

【概要】水分を含む残渣の乾燥処理によるアップサイクル。 

 

 

廃棄予定の菌床 

資料）ＡＳＴＲＡ ＦＯＯＤ ＰＬＡＮ㈱ 

 

○食品廃棄・未利用品等を活用する参考事例 

【主体】ＦＵＴＵＲＥＮＡＵＴ株式会社   ※Ｐ90 再掲 

【概要】クリケット養殖の餌として食品残渣を活用。 

 

 

資料）ＦＵＴＵＲＥＮＡＵＴ㈱ 
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○未利用品・端材等を活用する参考事例 

【主体】株式会社ＭＩＨＯＲＩ   ※Ｐ77 再掲 

【概要】酵素分解による素材まるごとのペースト化。 

 

  

にんじんペースト    かぼちゃのペースト（ソフトクリームに使用） 

 

資料）㈱ＭＩＨＯＲＩ 
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○ロボット技術を活用した生産性向上に関する参考事例 

【主体】相模屋食料株式会社 

【概要】豆腐のトレー詰め工程におけるロボット活用。 

【内容】豆腐のトレー詰め工程において、豆腐をつかむのではなく、トレーをつか

んで豆腐を梱包するようにロボットを活用している。人が行っている作業

をそのままロボット化するのではなく、どうすれば目的が達成できるかに

着目して活用を進めた。 

 

資料）相模屋食㈱ＨＰを基に㈱山陰合同銀行作成 

 

 

○ＩｏＴを活用した生産性向上に関する参考事例 

【主体】お多福醸造株式会社   ※P75 再掲 

【概要】ＳＣＡＤＡシステムの導入による工場の生産管理データ化・迅速なエラー

対応。 

 

○肥料への転用に関する参考事例 

【関係者】マルサンアイ鳥取株式会社 

【概要】生おからの肥料への転用と乾燥おからの菌床への転用 

【内容】生おからをたい肥と混ぜ合わせることで肥料に転用し、地元の農場で活用

されている。また、乾燥おからはエリンギの菌床として活用されている。 
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○ＡＩを活用した生産性向上に係る参考事例 

【主体】株式会社ブレインパッド 

【概要】不良品検知におけるディープラーニング（ＡＩ）活用による画像解析。 

【内容】製造ラインに流れる食品を撮影した動画を題材に、コンピュータが良品・

不良品を見分けるルールを自ら学び、不良品を判別するアルゴリズムをデ

ィープラーニングや画像処理技術を用いて構築。製造ラインの検品画像デ

ータに適用し、不良品を検知している。 

 

 
資料）㈱ブレインパッドＨＰを基に㈱山陰合同銀行作成 
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ｂ．食料品製造事業者によるより高度な水準で環境負荷を抑えるための産学との連携 

上記のフードテック活用による廃棄物等に係るコスト改善の取組によって環境対

策と生産性の向上が推進される。さらに取組を強化していくためには、製造工程につ

いて外部有識者による分析を加え、食品ロス削減に活用できる新たなフードテックに

ついて模索し、より高度な水準での環境負荷を抑える取組が重要となってくる。例え

ば、地元大学や公設試験場などとの連携について、商工会議所などに仲介や支援を依

頼することによって円滑に取組を行うことができると考えられる。 

 

図表６.１２ 取組イメージ図 

 商工会議所に連携先・相談先として地元大学や公設試験場との仲介を依頼。 

 地元大学や公設試験場と連携し、自社の製造工程におけるフードテック活用の

可能性を分析。 

 フードテックを活用した機械等の現場への導入の検討（機械製造メーカーなど

との連携）。 

 

 

 

  

【製造工程】

原材料調達⇒製造加工⇒

検査⇒包装⇒発送

地元大学・公設試験場など

商工

会議所

製造現場を検分し、

新たなフードテック

活用の可能性を

模索・協議

活用に

向けた

協力を

要請

研究機関との

仲介依頼

研究機関

との仲介

食料品製造事業者
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○地元大学との連携に関する参考事例 

【関係者】マルサンアイ鳥取株式会社   ※Ｐ65 再掲 

【概要】鳥取商工会議所が行う公立鳥取環境大学とのＳＤＧｓ連携事業において、

おからの活用方法がひとつの課題として取り組まれている。 

 

公 立 鳥 取 環 境 大 学 と の Ｓ Ｄ Ｇ ｓ 連 携 事 業  報 告 会 （ 令 和 ３ 年 度 ） 

【内容】 

鳥取商工会議所工業部会では、ＳＤＧｓの取組推進を目的に公

立鳥取環境大学と連携し、企業の環境分野に関する課題を解決

する事業を実施している。 

【令和３年度 

 取組内容】 

 株式会社松田安鐵工（鋳鉄鋳造・金属加工） 

課題：鋳造時にでる廃砂の処理および活用方法 

 マルサンアイ鳥取株式会社（豆乳製造） 

課題：豆乳製造時にでる「おから」の活用方法 

 菌興椎茸協同組合（椎茸菌種製造販売） 

課題：種菌に使用する発砲スチロール蓋材の代替素材 

資料）鳥取商工会議所ＨＰ（http://www.tottori-cci.or.jp/?p=15529）を基に㈱山陰合同銀行作成 
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ｃ．消費者の環境に配慮した食品への関心を高める機運醸成 

フードテックの活用を促進するにあたっては、消費者の環境に配慮した食品への関

心を高め、食料品製造事業者が環境配慮の取組を行う動機付けやメリットを拡大させ

ることも重要であると考える。行政は域内のフードテック活用状況を把握し、消費者

に域内での環境配慮の取組をアピールし、機運を醸成していくことが重要である。他

地域ではすでに行政がこうした取組を始めているところもみられる。 

また、企業が抱える課題を踏まえ、生産性向上に係る情報提供、設備導入などに関

する補助金、また技術を持った企業の紹介など、必要に応じて企業の環境配慮の取組

を後押しすることも必要である。 

 

図表６.１３ 取組イメージ図 

 行政と食料品製造事業者との間で環境配慮の取組状況・課題を共有。 

 域内の消費者に対して、環境配慮の取組をアピールし、環境に配慮した食品へ

の関心を高め、需要を喚起する。 

 必要に応じて、食料品製造事業者に対して、情報や補助金の提供、技術を持っ

た企業の紹介など、取組推進を後押しする。 
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【参考】 

○行政による情報提供や連携による自治体への働きかけに関する参考事例 

○関東経済産業局 

フードテックコミュニティを立ち上げ、行政や産業支援機関、大学等との連携や

情報提供を行っている。 

 

資料）関東経済産業局ＨＰ（https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/foodtech/index.html） 

 

○関東経済産業局管轄エリアにおける行政等の動き 

関東経済産業局管轄エリアにおいて、多くの市町村等がフードテックに関する取

組を推進している。 

 

資料）関東経済産業局ＨＰ（https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/foodtech/index.html） 
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６．２．３．「新規開拓につながる多様な食の需要への対応」のための方策 

 

図表６.１４ 方向性を実現するための方策（視点別の分類イメージ図） 

 

 

 

ａ．フードテック活用につながる消費者の志向や動向を把握するためのマーケティン

グシステムの利用 

先進事例にもみられたように、食品残渣や未利用食品にフードテックを活用して開

発した新商品は、販路開拓の課題を抱える傾向がみられる。これを解決するには、事

前に顧客志向でマーケティング調査を行い、その結果をもとに求められる商品を開発

していく必要がある。特に中小零細企業はマーケティング機能を内部に抱えているこ

とが少ないため、外部にその能力を求めることが必要である。 

ここで活用できるフードテックとしては、フードバリューチェーン強化のための方

策で提案したフードテックプラットフォーム上でＡＩを活用したニーズやウォンツの

分析、またはマーケティングサービスを提供するプラットフォームの活用（ＷＥＢサ

ービス、ＩＴ技術）などが考えられる。 

また、フードテック以外では、現在取引がある企業や飲食店などを中心にしたニー

ズやウォンツの調査、中小企業家同友会のような異業種との交流活動を通じた情報収

集、場合によっては販路先と商品開発を共同で行い、共同でニーズを発掘することも

有効である。 

 

  

活用の効果を
高める連携・協働

行政等による企業の取組支援

食料品製造事業者の
フードテック活用

フードテック活用につながる消費者の
志向や動向を把握するための
マーケティングシステムの利用

フードテックを活用した新事業等を
行うスタートアップ企業や大学発
ベンチャーなどとの提携

小規模・小ロット生産等の事業者向け
のフードテックフェア開催による
交流促進

（視点①）

（視点②）

（視点③）
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図表６.１５ 取組イメージ図 

 ニーズやウォンツについて、取引先を中心にＡＩやＷＥＢサービス等のフード

テックを活用して調査。 

 ニーズやウォンツに沿って（＝顧客志向）、フードテックを活用した新素材（新

商品）を開発。 

 また必要に応じて、販路先との共同で商品開発を行い、ニーズを発掘すること

も必要。 
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○デジタルマーケティングリサーチの参考事例 

【主体】株式会社マクロミル、日本電気株式会社（ＮＥＣ） 

【概要】○デジタルマーケティングリサーチのサービスを提供。 

○ＮＥＣとの共創による生体情報を活用した会場調査サービスとＡＩを活

用した生活者購買予測サービス 

【内容】○オンライン行動データのアクセスログ計測を主軸に置き、様々なリサー

チサービス（モニター調査やアンケート調査など）を提供している。 

○また、ＮＥＣとの共創により、ＡＩを用いてマクロミルが保有する多様

な生活者起点のデータや生体情報を分析することで、生活者のニーズを

深掘りし、新たなインサイトを見つけ出し、マーケティングや商品開発

に活かすサービスを展開している。 

 

 

資料）㈱マクロミルＨＰ、日本電気㈱ＨＰを基に㈱山陰合同銀行作成 

 

 

○売れる商品づくりに向けた取組の参考事例 

【主体】ＡＳＴＲＡ ＦＯＯＤ ＰＬＡＮ株式会社   ※P84 再掲 

【概要】大手食品メーカーと共同で粉末材料の用途開発。 

【主体】ＦＵＴＵＲＥＮＡＵＴ株式会社   ※P91 再掲 

【概要】大手食品メーカーとコラボ。 

【主体】株式会社トーフミート 

【概要】ベジタリアン、ヴィーガン向けに豆腐を使った代替肉、トーフミートを開発。 
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ｂ．フードテックを活用した新事業等を行うスタートアップ企業や大学発ベンチャー

などとの提携 

マーケティング活用によって見出される新たなニーズやウォンツに対応していく

ためには、研究・開発力の強化や高度な水準でのフードテック活用が求められる。そ

のため、市場にはまだ普及していない新技術を持ったベンチャー企業や、様々な特許・

施設・検査機械を持つ地元大学または公設試験場などとの連携が重要である。 

 

図表６.１６ 取組イメージ図 

 商品開発において、ベンチャー・大学・公設試験場へ技術相談・開発協力依頼。 

 依頼を受けて、ベンチャー・大学等は研究開発の協力や必要に応じて新しい技

術の開発を推進。 

 フードテックを用いた商品開発力が強化され、より高度な素材・商品が製造可。 

 

 

 

  

食品残渣

食品廃棄物

未利用品

過熱蒸煎機

発酵技術

昆虫

（クリケット）

【ニーズのある素材】
○○味の食品パウダー

○○に使えるペースト素材

○○に使える昆虫パウダー・・etcフード

テック

活用

ベンチャー・

地元大学・

公設試験場など

開発した

新しい技術

技術相談・

研究開発の協力依頼

商品開発

研究開発（味や見た目など）の協力、

新しい技術の開発
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ｃ．小規模・小ロット生産等の事業者向けのフードテックフェア開催による交流促進 

現在のフードテックの活用事例は大企業の生産（大ロット）に係るものが多いため、

小規模事業者の生産（小ロット）にも適応できるフードテックの情報提供や技術的ア

プローチが必要である。そこで、「フードテックフェア」（乾燥機などの機械やロボッ

ト、ＩＴ技術などの展示会）をリアルで開催し、直接モノを見て交流することで、自

社でのフードテック活用をイメージできるようにすることが必要である。 

特に、中小企業経営者は人材不足などの観点から情報へのアクセスが乏しいケース

が多く、人・モノ・情報を一堂に集めることができるフェアによって、小ロットにも

対応できるフードテックへのアクセスが期待できる。 

 

図表６.１７ 取組イメージ図 

 行政や商工団体が主導し、域内の食料品製造事業者が活用できるフードテック

（小規模可、小ロット対応可などの技術を中心）を選別。 

 フードテックに触れる場としてフードテックフェアを開催。 

 域内の食料品製造事業者はフェアへ参加・交流し、フードテックに関する知見

を深め、商品開発の機会を創造する。 

 

  

行
政
・
商
工
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体
な
ど

地域内の食料品製造事業者

開催

フードテック

フェア

参加

乾燥機

ＷＥＢ

サービス
新素材

ＡＩ

ロボット

発酵技術

出店

…etc
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○フードテックフェアの開催に関する参考事例 

【主体】ＲＸ ＪＡＰＡＮ株式会社 

【概要】フードテックに関する展示会の開催（＠幕張メッセなど） 

【内容】食品業界の人手不足解消や労働環境の改善を目指し、食品工場や飲食店の

自動化・省人化を実現するための展示会として、食品工場向けのロボット、

ＩｏＴ・ＡＩ、製造・包装・検査装置や飲食店向けの調理・飲料ロボット、

注文・配膳ロボット、自動レジシステム、デリバリーシステムなどが出店

し、来場する食品メーカーや飲食店などと商談する場になっている。 

 

  



 

-131- 

【トピックス】 

その他の食品廃棄物を有効活用したバイオマス発電について紹介する。 

 

○廃棄物系バイオマス発電 

バイオマス発電では、様々な生物資源を「直接燃焼」や「ガス化」することなどに

よって発電する。バイオマス系廃棄物（生ごみ等食品廃棄物など）はバイオガス化や

熱分解ガス化などによって発電や燃料などに利用されている。 

 

 

バイオマス系廃棄物の利用用途の概要 

資料）環境省「食品廃棄物系バイオマスのエネルギー利用システムについて」 

 

 

コープこうべ 廃棄物処理施設（生ゴミ等を利用したバイオマス発電） 

資料）経済産業省資源エネルギー庁ＨＰ

（https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/renewable/biomass//inde

x.html）  
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７．本調査のおわりに 

食に関する産業は人々の生活を根幹から支える点で、今後も必要不可欠な産業であ

る。また、食料自給率の観点から他国に依存しすぎることなく、自国内である程度供

給を確保するためには、食に関する産業が強固であることが重要である。しかしなが

ら、食に関する産業の維持・成長には、様々な食に関する課題が山積しており、その

課題解決がなかなか進んでこなかった現状がある。 

そのようななか、全国では新しい技術や機械の開発に加え、従来存在する技術を活

かした取組など、解決に向けた多様なアプローチや取組がみられるようになってきた。

また、それらの取組は短期の視点ではなく、10 年後やさらにその先の未来の食に対す

る危機感を持ち、解決したいとの姿勢で取り組まれていた。 

しかし、中国地域では魅力的な食資源が多くあるにも関わらず、フードテックの有

効活用の事例があまり多くみられなかった。その理由は、事例・情報不足などにより

どのようなフードテックが自社の経営課題解決に活用できるのか企業が認識できなか

ったためではないかと推察される。 

本調査では全国のフードテックの事例を示し、中国地域内の事業者に対する有用な

情報提供を行ったが、フードテックは多種多様であり、本調査報告書には掲載してい

ないものもたくさん存在している。本調査報告書をきっかけに、10 年先の食に関する

ビジョンを思い描きながら、自社に合ったフードテックの活用に向けた取組が進むこ

とを期待したい。 

また、地域・企業によって実現できる取組が多様であると想定されるため、各地域

の特性等に応じて、対応できる範囲で取り組んでいただきたい。中小零細企業が多数

を占める食料品製造業においては、事業者の積極性と合わせて、行政や地域内企業な

ど、各ステークホルダーが一体となって変革に向けた大きな流れを作り、方策を実施

することが重要である。 

本調査報告書で示した方向性、方策が食料品製造事業者、行政関係者などの今後の

参考となり、食料品製造業の成長につながることが期待される。 
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資料編 
 

 

【参考資料１】食料品製造事業者向けアンケート調査票・・134 

【参考資料２】商工団体向けアンケート調査票・・・・・・146 
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【参考資料１】食料品製造事業者向けアンケート調査票 

 
 
 
 
 
 
 

食料品製造業におけるフードテック等の活用に関するアンケート調査 
【食料品製造事業者向け】 

 

本アンケート調査では、貴社における経営上の課題やそれに対する取組、フードテッ

ク（先進テクノロジー）等への関心や取組状況、今後の見通し等についてのご意見を伺

い、中国地域におけるフードテック等を活用した食料品製造業の成長に資する方策につ

いて検討することを目的としています。 

お忙しいところ恐縮ですが、調査にご協力いただきますようお願い致します。 

 

ここで回答して頂いた調査票は、コンピュータ集計により統計的に処理します。個別

の事業者の結果を公表したり、調査目的以外のことに使用したりすることは一切ござい

ませんので、率直なご意見をお聞かせください。 

 

また、アンケートの集計・分析は「㈱山陰合同銀行 地域振興部 産業調査グループ」

に委託しておりますので、返信用の封筒にて 2022 年 8 月 31 日（水）までにご投函くだ

さい。（切手不要） 

 

本アンケートについて何かご不明な点などがございましたら、下記までご照会ください。 

＜設問内容に関するご照会先＞ 

株式会社 山陰合同銀行 地域振興部 

産業調査グループ 担当：松田、田立 

〒690-0062 

島根県松江市魚町 10 番地 

TEL：0852-55-1879 FAX：0852-27-8249 

＜調査趣旨に関するご照会先＞ 

公益財団法人 中国地域創造研究センター 

調査・研究部 担当：小出 

〒730-0041 

広島市中区小町 4 番 33 号 中電ビル 3 号館 

TEL：082-241-9923 FAX：082-245-7629 
 

《メールでの回答を希望される方》 

メールでの回答をご希望の方は、以下のメールアドレスにお問い合わせください。その際、
「①所属」、「②氏名」、「③電話番号」、「④メールアドレス」の記載をお願いします。メール 
受領後、本アンケートの調査票のデータをお送りします。 

メールアドレス：sangyo@gogin.co.jp（山陰合同銀行 産業調査グループ） 
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【本調査における「フードテック」について】 

「フードテック」は、『フード』×『テクノロジー』の造語であり、ＩＴやバイオテクノロジー

などの新しい技術を食に掛け合わせてイノベーションをおこし、食に関する課題解決につながる

ことが期待されています。 

そこで、本調査においては、フードテックを、「食料品製造業の食に関する課題等の解決に貢

献するテクノロジー」と定義し、以下の設問についてお尋ねいたします（なお、主に考えられる

フードテックを川上（生産）・川中（製造）・川下（販売）の流れに沿って分類すると、以下のよ

うになります）。 

 

※川中に記載のもので、川上・川下に分類できる技術（事柄）もありますが、本調査においては川中に分類しています。 

【川上】

（生産）

【川中】

（製造）

【川下】

（販売）

【今までにはない原材料（ユニークな素材）の活用】

《実用化》○植物性たんぱく質を用いた代替肉 ○代替たんぱく質としての昆虫

《研究中》○ゲノム編集食品 ○完全栄養食 など

【ロボット、ＡＩ、センサー技術など、機械技術の活用】

《実用化》○品質可視化技術（糖度） ○ＩｏＴ（データ活用）

○食品残渣処理システム（粉砕・脱水など）

《研究中》○品質可視化技術（鮮度） ○品質可視化技術（美味しさ）

○ＡＩ（画像・ビッグデータ解析） ○製造（生産）ロボット

○３Ｄフードプリンター など

【食の安全・安心につながる技術】

《実用化》○トレーサビリティシステム など

【物流・配送の改善につながる技術】

《実用化》○分散生産 ○コールドチェーン（鮮度・品質維持）

○包装・容器技術（鮮度・品質維持） ○搬送ロボット（工場内）

《研究中》○コーティング技術（鮮度・品質維持） など

《実用化》○陸上養殖（魚・貝類） ○植物工場 ○垂直農業 ○スマート農業

○発酵

《研究中》○細胞培養（培養肉） など

【調理・購買体験の進化】

《実用化》○脱プラスチック品の利用（包装・容器） ○分解性プラスチックの利用（包装・容器）

○デリバリーサービス

《研究中》○調理ロボット ○スマート調理家電 ○ＶＲ技術 など
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＜記入要領＞ 

・選択式の場合、該当する選択肢に○印をお付けください。回答欄がある場合、該当する

内容をご記入ください。なお、「その他」を選択された場合は、（ ）内に具体的な内容を

ご記入ください。 

 

1. 貴社の見通し及び経営課題等についてお尋ねします 

問1． 貴社の概要について、該当するものをそれぞれ１つ選んで○印をつけてください。 

①従業員数 

※パート・アルバイト含む 

※“本社が中国地域外にあ

る”事業者の方について

は、お送りした先の事業

所の数字を選択してく

ださい。 

１．1～10 名 

４．51～100 名 

２．11～20 名 

５．101～300 名 

３．21～50 名 

６．301 名以上 

②年間売上高 
１．5 百万円未満 

４．3 千～5 千万円未満 

２．5 百～1 千万円未満 

５．5 千万～1 億円未満 

３．1 千～3 千万円未満 

６．1 億円以上 

③業種 

（最も主要な取扱分野） 

※日本標準産業分類 

１．畜産食料品製造業 

３．野菜缶詰・果実缶詰・農産保存食料品製造業 

５．糖類製造業 

７．パン・菓子製造業 

２．水産食料品製造業 

４．調味料製造業 

６．精穀・製粉業 

８．動植物油脂製造業 

（以下、「その他の食料品製造業」の細分類） 

９．でんぷん製造業 

１１．豆腐・油揚製造業 

１３．冷凍調理食品製造業 

１５．すし・弁当・調理パン製造業 

１７．他に分類されない食料品製造業 

１０．めん類製造業 

１２．あん類製造業 

１４．惣菜製造業 

１６．レトルト食品製造業 

 

④主な生産工程の 

概略 

【主な生産物】（※↓記入してください） 

  

                    

【生産ライン数】 

１．1 ライン 

４．6～10 ライン 

２．2 ライン 

５．11 ライン以上 

３．3～5 ライン 

 

【１ライン当たり人員数】 

１．1～5 名 

４．26～50 名 

２．6～10 名 

５．51～100 名 

３．11～25 名 

６．101 名以上 
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問2． 今後 3～5 年先（2025～2027 年度）の貴業界の市場規模の見通しはいかがですか。 

１．拡大する ２．変わらない ３．縮小する ４．わからない 

 

問3． 今後 3～5 年先（2025～2027 年度）の貴業界の競争環境の見通しはいかがですか。 

１．激化する ２．変わらない ３．緩和する ４．わからない 

 

問4． 今後 3～5 年先（2025～2027 年度）の貴社の事業規模の見通しはいかがですか。 

１．拡大する ２．変わらない ３．縮小する ４．廃業の検討 ５．わからない 

 

問5． 貴社にとって重要な経営課題を３つまで選んで○印をつけてください。 

１．売上（受注）の停滞 

４．経費の増加 

７．資金繰り 

１０．人員不足 

１２．その他（ 

２．競争の激化 

５．原材料価格の上昇 

８．事業の承継 

１１．人員過剰 

 

３．製品(商品)安 

６．合理化･省力化 

９．業種の成長性 

 

           ） 

 

問6． 現場の主な強みについて３つまで選んで○印をつけてください。 

１．技術力・研究開発力 

４．既存製品・サービスの高付加価値 

７．短納期対応 

１０．取引先が多い 

１３．自社のブランド力 

１６．その他（ 

２．新たな製品・サービスの開発力 

５．小ロット対応可        

８．供給能力の充実（設備充実） 

１１．ＩＴ活用事例に詳しい人材がいる 

１４．知的財産権の活用 

 

３．安定した品質・高品質 

６．現場改善力（ＳＳ・ＱＣ活動など） 

９．営業力・販売力 

１２．熟練技能者の存在  

１５．公設試験研究機関や大学との連携 

            ） 

 

問7． 現場の主な課題について３つまで選んで○印をつけてください。 

１．技術力・研究開発力 

４．既存製品・サービスの高付加価値化 

７．短納期対応 

１０．取引先の拡大 

１３．自社ブランドの育成 

１６．コスト削減 

１８．その他（ 

２．新たな製品・サービスの開発力 

５．小ロット対応         

８．設備増強等による供給能力の拡充 

１１．ＩＴ活用事例に詳しい人材の採用・育成 

１４．知的財産権の保護・活用 

１７．海外展開 

 

３．品質の維持・向上 

６．現場改善力（ＳＳ・ＱＣ活動など） 

９．営業力・販売力の維持・強化 

１２．熟練技能者の採用・育成 

１５．公設試験研究機関や大学との連携強化 

 

            ） 
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2. フードテックに対する関心や関連する取組についてお尋ねします 

問8． フードテックを知っていますか。 

１．よく知っている ２．多少知っている ３．ほとんど知らない ４．知らない 

 

問9． フードテックについて関心はありますか。 

１．とても関心がある ２．ある程度関心がある ３．ほとんど関心がない ４．全く関心がない 

  

→→→問 10 へ             →→→問 11 へ  

 

問10． 【問 9 で『関心がある』（選択肢１または２）を回答された方にお聞きします】 

関心のあるフードテックについて、該当するものをすべて選んで○印をつけてくださ

い。 

【実用化されているフードテック】 

 フードテック 内容・例 

【
川
上
】
（
生
産
） 

１． 陸上養殖（魚・貝類） お嬢サバ（鳥取）、オイスターぼんぼん（広島） 

２． 植物工場 光源、温度などすべて管理された工場栽培 

３． 垂直農業 高層建築物の階層や傾斜面を使った農業 

４． スマート農業 ロボット、AI、IoT 等の先端技術を活用した農業 

５． 発酵 麹菌や乳酸菌などの微生物を用いた発酵技術 

【
川
中
】
（
製
造
） 

６． 植物性たんぱく質を用いた代替肉 大豆などの植物性原料を使った肉に近い食品 

７． 代替たんぱく質としての昆虫 たんぱく質源としての昆虫食 

８． 品質可視化技術（糖度） 光センサー（近赤外糖度計）による計測 

９． ＩｏＴ（データ活用） ＩｏＴによる既存設備・現場等のデータ収集・活用 

１０． 食品残渣処理システム（粉砕・脱水など） 残渣（野菜や果物）の破砕・脱水などによる減量や肥料化 

１１． トレーサビリティシステム 原材料の調達から生産、消費、廃棄まで追跡可能なシステム 

１２． 分散生産 自然災害などの対応としての生産拠点の分散化 

１３． コールドチェーン（鮮度・品質維持） 低温物流（チルド食品、冷凍食品） 

１４． 包装・容器技術（鮮度・品質維持） 鮮度を維持するための特殊な包装やフィルム 

１５． 搬送ロボット（工場内） 生産工程間の搬送ロボット 
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【
川
下
】
（
販
売
） 

１６． 脱プラスチック品の利用（包装・容器） プラスチック製のものから代替のものへ転換 

１７． 分解性プラスチックの利用（包装・容器） 微生物によって分解できるプラスチックの利用 

１８． デリバリーサービス 宅配をしていない飲食店も利用できる宅配サービス 

 

 

【研究段階のフードテック】 

 フードテック 内容（事例） 

【 

川
上
】 

１９． 細胞培養（培養肉） 
動物の細胞を培養し、人工的に成形する肉 
（培養ミンチ肉、培養ステーキ肉） 

【 

川
中
】 

２０． ゲノム編集食品 
狙った遺伝子を切るなど、計画的に性質を変えた食品 
（サバ（九州大学）、ゴールド二十世紀（梨）（農研機構）） 

２１． 完全栄養食 
一日に必要な栄養素（の何割か）を摂取できる食品 
（ベースブレッド、ベースパスタ、完全栄養食カレー） 

２２． 品質可視化技術（鮮度） 
品質としての“鮮度”を可視化 
（青果物輸送時の鮮度と負荷の測定（三重大学）） 

２３． 品質可視化技術（美味しさ） 
品質としての“おいしさ”を可視化 
（ＡＩを活用した「おいしさ」を測定できる光センサー（農研機構）） 

２４． ＡＩ（画像・ビッグデータ解析） 
ＡＩ（機械学習や画像解析）による生産ライン等の生産性を向上 
（機械学習に基づいた不良品を検知するシステム（キューピー）） 

２５． 製造（生産）ロボット 
生産工程の一部（または全部）を代替するロボット 
（「食パンの焼き型に生地を入れる」ロボット） 

２６． ３Ｄフードプリンター 
ペースト状にした食材をノズルから射出し、食べ物を造形 
（介護食向けの食品（個別の硬さ、栄養素の調整ができる）） 

２７． コーティング技術 

（鮮度・品質維持） 

特定の素材を吹きかけ等により劣化を防ぐ技術 
（クチン、卵のたんぱく質などの吹き付け） 

【 

川
下
】 

２８． 調理ロボット 
ロボットによる調理 
（パスタの調理ロボット） 

２９． スマート調理家電 
ＩｏＴ化された家電（連動管理調理が可能） 
（レシピアプリと調理器具の連動） 

３０． ＶＲ技術 
ＶＲを利用したサービス提供 
（料理人がＶＲを用いて、ロボットを遠隔操作して調理） 
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問11． フードテックを活用した取組を実施していますか。 

１．実施している →→→問 12 へ ２．実施していない →→→問 14 へ 

 

問12． 【問 11 で「１．実施している」を回答された方にお聞きします】 

活用したフードテックを問 10 の選択肢から選んだうえで、その具体的な取組内容、お

よびどのような現場の課題の解決を期待しているのかを下記の選択肢よりすべて選び、

ご記入ください。 

活用した 

フードテック 
取組内容 

解決が期待

される課題 

   

   

   

 

（現場の課題） 

１．技術力・研究開発力強化 

４．既存製品・サービスの高付加価値化 

７．短納期対応 

１０．取引先の拡大 

１３．自社ブランドの育成 

１６．コスト削減 

２．新たな製品・サービスの開発力強化 

５．小ロット対応 

８．設備増強等による供給能力の拡充 

１１．ＩＴ活用事例に詳しい人材の採用・育成 

１４．知的財産権の保護・活用 

１７．海外展開 

３．品質の維持・向上 

６．現場改善力向上 

９．営業力・販売力の維持・強化 

１２．熟練技能者の採用・育成 

１５．公設試験研究機関や大学との連携強化 

１８．その他（      ） 
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問13． 【問 11 で「１．実施している」を回答された方にお聞きします】 

フードテックに係る相談先や連携先はありますか。また、相談先・連携先がある場合

は具体的な内容をご記入ください。 

１．相談先も連携先もある 
２．相談先はある 

（連携先はない） 

３．連携先はある 

（相談先はない） 
４．相談先も連携先もない 

 

 

（具体的な相談先） 

 

（相談の内容） 

 

（具体的な連携先） 

 

（連携の内容・成果） 

 

 

問14． フードテックを導入する、または導入すると想定した場合、どのような支援等が必要

ですか。該当するものをすべて選んで○印をつけてください。 

１．フードテックに関する情報提供 

３．参考となる事例紹介 

５．税制優遇 

７．相談体制（専門家や支援機関） 

９．その他（ 

１０．わからない 

２．フードテックに精通した人材の紹介・育成支援 

４．フードテック企業とのマッチング支援 

６．フードテック導入に対する財政支援 

８．公設試験研究機関や大学との連携支援 

                            ） 
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問15． コスト削減や生産性の向上の観点から、生産体制においてどの程度の自動化（デジタ

ル化・機械化）がされていますか。該当するものをそれぞれ選んで○印をつけてくだ

さい。 

 すべて手作業 
デジタル技術 

・機械を導入※ 
自動化※ 高度な自動化※ 

原材料 

調達 
１ ２ ３ ４ 

製造 

加工 
１ ２ ３ ４ 

検査 １ ２ ３ ４ 

包装 １ ２ ３ ４ 

発送 １ ２ ３ ４ 

※デジタル技術・機械を導入：人手を補助するデジタル技術（ソフトウェア含む）や機械を導入している水準。 

自動化：ＩＴ化・ロボット等により、ある程度人手を介さずに既存の業務プロセスを自動化している水準。 

高度な自動化：自動化に加え、ＡＩやＩｏＴ技術を導入しＤＸなどに取り組むなど、更なる生産効率の向上を図っている水準。 

 

問16． 品質向上や新規需要の開拓などの観点から、農林水産業（川上）や小売・サービス業

（川下）、または官学との連携や６次化※の取組はされていますか。 

選択肢１を選ばれた方はその具体的な内容を、選択肢２を選ばれた方は取り組むと想

定した場合に希望する連携先（事業者、大学、公設試験研究機関など）についてご記

入ください。 
※生産（1 次産業）、加工（2 次産業）、流通・販売（3 次産業）を融合することにより、新しい産業を形成する取組。 

１．取り組んでいる（検討している） ２．取り組んでいない 

 

（具体的な内容／連携先の希望） 

  



 

-143- 

3. 食品廃棄物・食品ロス問題についてお尋ねします 

問17． 食品廃棄物や食品ロスの対応・対策に取り組まれていますか。該当するものをすべて

選んで○印をつけてください。 

１．規格外品や食材の未利用部分の活用（商品開発、販路開拓など） 

３．発注や生産計画における予測精度の改善 

５．フードバンク、子ども食堂などへの寄付 

７．１／３ルールの見直し※ 

９．食品ロス発生量の継続的な計量 

１１．取引先からの返品削減 

１３．その他（ 

１４．特になし 

２．歩留まり（または良品率）の改善 

４．消費期限（販売期限）等の見直し 

６．食品ロスの削減目標の設定 

８．消費者啓発 

１０．原材料や商品の保管状況の改善、容器の改良 

１２．取引先との納品期限緩和に向けた調整 

                       ） 

 

※サプライチェーンにおいて、賞味期限の３分の１以内で小売店舗に納品する慣例。賞味期限の３分の１以内で納品

できなかったものは、賞味期限まで多くの日数を残すにも関わらず、行き場がなくなり廃棄となる可能性がある。 

 

問18． 【問 17 で「１．規格外品や食材の未利用部分の活用（商品開発、販路開拓など）」を

回答された方にお聞きします】 

取り組まれている内容について具体的に内容をご記入ください。 

（取組の内容） 

 

問19． 食品廃棄物や食品ロスの削減に向けた課題は何ですか。該当するものをすべて選んで

○印をつけてください。 

１．再利用は衛生面に不安がある 

３．商習慣見直しは難しい 

５．何をしたらいいかわからない 

７．社員への啓発が難しい 

９．食品ロスはない（発生量はごくわずか） 

１０．その他（ 

１１．特に課題はない 

２．時間や人手が足りない 

４．消費者の理解が進まない 

６．資金が足りない 

８．取組の必要性がわからない 

 

           ） 
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4. サプライチェーン（供給網）についてお尋ねします 

問20． 貴社のサプライチェーン（供給網）において、外部要因（海外情勢など）がどの程度

影響すると思われますか。 

１．大きく影響する ２．影響する ３．少し影響する ４．影響しない ５．わからない 

  

→→→問 21 へ              →→→問 23 へ  

 

問21． 【問 20 で『影響する』（選択肢１～３）と回答された方にお聞きします】 

現在、外部要因のひとつとして原材料高騰がありますが、どのような原材料が主に影

響を受けているか具体的にご記入ください。 

（影響を受けている原材料） 

 

問22． 【問 20 で『影響する』（選択肢１～３）と回答された方にお聞きします】 

原材料高騰に対して、どのように対応されていますか。該当するものをすべて選んで

○印をつけてください。 

１．販売価格への転嫁 

４．省エネ対策 

７．物流ルートの見直し 

１０．原材料を別の品目に変更 

１３．その他（ 

１４．現状での対応（策）はなし 

２．諸経費の削減 

５．仕入先の見直し 

８．産地の変更 

１１．原材料を自ら生産 

 

 

３．人件費の削減 

６．商品構成の見直し 

９．高騰した原材料を減らす 

１２．仕入原材料の品質を下げる 

            ） 
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5. その他ご意見・お考えについてお尋ねします 

問23． 中国地域における今後の食料品製造業の方向性（あり方）や要望等について、ご意見・

お考え等がございましたら、ご自由にご記入ください。 

 

 

6. ご回答いただいた方についてお尋ねします 

問24． ご連絡先等をご記入ください。 

ご 所 属 ・ 役 職  

ご 記 入 者 名  

電 話 番 号 （         ）       － 

メ ー ル ア ド レ ス             ＠ 

 

以上でアンケートは終わりです。ご協力ありがとうございました。 
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【参考資料２】商工団体向けアンケート調査票 

 
 
 
 
 
 
 

食料品製造業におけるフードテック等の活用に関するアンケート調査 
【商工団体向け】 

 

本アンケート調査では、食料品製造事業者に対する支援や取組、フードテック※（先進

テクノロジー）等への対応状況、今後の見通し等についてのご意見を伺い、中国地域に

おけるフードテック等を活用した食料品製造業の成長に資する方策について検討するこ

とを目的としています。     ※別紙【本調査における「フードテック」について】をご覧ください。 

お忙しいところ恐縮ですが、調査にご協力いただきますようお願い致します。 

 

ここで回答して頂いた調査票は、コンピュータ集計により統計的に処理します。個別

の団体の結果を公表したり、調査目的以外のことに使用したりすることは一切ございま

せんので、率直なご意見をお聞かせください。 

 

また、アンケートの集計・分析は「㈱山陰合同銀行 地域振興部 産業調査グループ」

に委託しておりますので、返信用の封筒にて 2022 年 8 月 31 日（水）までにご投函くだ

さい。（切手不要） 

 

本アンケートについて何かご不明な点などがございましたら、下記までご照会ください。 

＜設問内容に関するご照会先＞ 

株式会社 山陰合同銀行 地域振興部 

産業調査グループ 担当：松田、田立 

〒690-0062 

島根県松江市魚町 10 番地 

TEL：0852-55-1879 FAX：0852-27-8249 

＜調査趣旨に関するご照会先＞ 

公益財団法人 中国地域創造研究センター 

調査・研究部 担当：小出 

〒730-0041 

広島市中区小町 4 番 33 号 中電ビル 3 号館 

TEL：082-241-9923 FAX：082-245-7629 
 

《メールでの回答を希望される方》 

メールでの回答をご希望の方は、以下のメールアドレスにお問い合わせください。その際、
「①所属」、「②氏名」、「③電話番号」、「④メールアドレス」の記載をお願いします。メール 
受領後、本アンケートの調査票のデータをお送りします。 

メールアドレス：sangyo@gogin.co.jp（山陰合同銀行 産業調査グループ） 
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＜記入要領＞ 

・選択式の場合、該当する選択肢に○印をお付けください。回答欄がある場合、該当する

数字をご記入ください。なお、「その他」を選択された場合は、（ ）内に具体的な内容を

ご記入ください。 

 

1. 貴所／貴会の管轄地域内（以下、地域内）における食料品製造業についてお尋ね

します 

問1． 地域内における食料品製造事業者の会員の割合はいくらですか。 

会員総数（A） 
食料品製造事業者数

（B） 
割合（B/A、％） 

   

 

問2． 地域内の食料品製造事業者より相談を受ける主な経営課題、現場における課題につい

て、それぞれ３つまで選んで○印をつけてください。 

《経営課題》 

１．売上（受注）の停滞 

４．経費の増加 

７．資金繰り 

１０．人員不足 

１２．その他（ 

２．競争の激化 

５．原材料価格の上昇 

８．事業の承継 

１１．人員過剰 

 

３．製品(商品)安 

６．合理化･省力化 

９．業種の成長性 

 

            ） 

 

《現場における課題》 

１．技術力・研究開発力 

４．既存製品・サービスの高付加価値化 

７．短納期対応 

１０．取引先の拡大 

１３．自社ブランドの育成 

１６．コスト削減 

１８．その他（ 

２．新たな製品・サービスの開発力 

５．小ロット（小口）対応         

８．設備増強等による供給能力の拡充 

１１．ＩＴ活用事例に詳しい人材の採用・育成 

１４．知的財産権の保護・活用 

１７．海外展開 

 

３．品質の維持・向上 

６．現場改善力（ＳＳ・ＱＣ活動など） 

９．営業力・販売力の維持・強化 

１２．熟練技能者の採用・育成 

１５．公設試験研究機関や大学との連携強化 

 

            ） 
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問3． 食に関する課題について、過去 3 年間に支援策を実施した項目をすべて選んで○印を

つけてください。 

食に関する課題 

１．多様な食の需要への対応（健康志向、 

菜食主義、ハラール対応※1など） 

３．（デジタル化やＤＸを用いた）生産の 

スマート化 

５．未利用資源の活用 

７．流通の安定化（安定供給） 

９．外部環境（原材料高騰など）への対応 

１１．実施していない 

２．（デジタル化やＤＸ等を取り入れた） 

地域資源のブランド化や販路開拓 

４．食品ロス問題への対応または 

廃棄物等の削減 

６．環境配慮の取組（ＳＤＧｓ関連等） 

８．フードバリューチェーン※2の強化 

１０．その他（           ） 

 

※1 宗教上の戒律があるイスラム教徒向けの食事やサービス提供のこと。 

※2 食に関する生産・流通・加工・販売に至るすべての活動で発生する価値の連鎖。 

 

問4． 【問 3 で選択肢１～１０を回答された方にお聞きします】 

問 3 で選んだ１～１０の項目番号と、それに対する過去 3 年間に実施した支援内容と

現在の課題についてご記入ください。 

問 3 の 

項目番号 
支援内容 現在の課題 

 

 

 

      

（１～１０の

いずれか） 

  

 

 

 

      

（１～１０の

いずれか） 

  

 

 

 

      

（１～１０の

いずれか） 
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（１～１０の

いずれか） 

  

 

 

 

      

（１～１０の

いずれか） 

  

 

 

2. 地域内におけるフードテックの動向についてお尋ねします 

問5． 貴所／貴会はフードテックについて知っていますか。 

１．よく知っている ２．多少知っている ３．ほとんど知らない ４．知らない 

 

問6． 貴所／貴会はフードテックに関する相談を受けることはありますか。 

１．毎週ある ２．月に数件程度 ３．年に数件程度 ４．相談はない ５．わからない 

 

問7． 【問 6 で選択肢１、２、３（『相談を受ける』）を回答された方にお聞きします】 

相談を受けるフードテックについて、該当するものをすべて選んで○印をつけてくだ

さい。 

【実用化されているフードテック】 

 フードテック 内容・例 

【
川
上
】
（
生
産
） 

１． 陸上養殖（魚・貝類） お嬢サバ（鳥取）、オイスターぼんぼん（広島） 

２． 植物工場 光源、温度などすべて管理された工場栽培 

３． 垂直農業 高層建築物の階層や傾斜面を使った農業 

４． スマート農業 ロボット、AI、IoT 等の先端技術を活用した農業 

５． 発酵 麹菌や乳酸菌などの微生物を用いた発酵技術 

 

６． 植物性たんぱく質を用いた代替肉 大豆などの植物性原料を使った肉に近い食品 

７． 代替たんぱく質としての昆虫 たんぱく質源としての昆虫食 
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【
川
中
】
（
製
造
） 

８． 品質可視化技術（糖度） 光センサー（近赤外糖度計）による計測 

９． ＩｏＴ（データ活用） ＩｏＴによる既存設備・現場等のデータ収集・活用 

１０．食品残渣処理システム（粉砕・脱水など） 残渣（野菜や果物）の破砕・脱水などによる減量や肥料化 

１１．トレーサビリティシステム 原材料の調達から生産、消費、廃棄まで追跡可能なシステム 

１２．分散生産 自然災害などの対応としての生産拠点の分散化 

１３．コールドチェーン（鮮度・品質維持） 低温物流（チルド食品、冷凍食品） 

１４．包装・容器技術（鮮度・品質維持） 鮮度を維持するための特殊な包装やフィルム 

１５．搬送ロボット（工場内） 生産工程間の搬送ロボット 

【
川
下
】（
販
売
） 

１６．脱プラスチック品の利用（包装・容器） プラスチック製のものから代替のものへ転換 

１７．分解性プラスチックの利用（包装・容器） 微生物によって分解できるプラスチックの利用 

１８．デリバリーサービス 宅配をしていない飲食店も利用できる宅配サービス 

 

【研究段階のフードテック】 

 フードテック 内容（事例） 

【
川
上
】 

１９． 細胞培養（培養肉） 
動物の細胞を培養し、人工的に成形する肉 
（培養ミンチ肉、培養ステーキ肉） 

【

川

中

】 

２０． ゲノム編集食品 
狙った遺伝子を切るなど、計画的に性質を変えた食品 
（サバ（九州大学）、ゴールド二十世紀（梨）（農研機構）） 

２１． 完全栄養食 
一日に必要な栄養素（の何割か）を摂取できる食品 
（ベースブレッド、ベースパスタ、完全栄養食カレー） 

２２． 品質可視化技術（鮮度） 
品質としての“鮮度”を可視化 
（青果物輸送時の鮮度と負荷の測定（三重大学）） 

２３． 品質可視化技術（美味しさ） 
品質としての“おいしさ”を可視化 
（ＡＩを活用した「おいしさ」を測定できる光センサー（農研機構）） 

２４． ＡＩ（画像・ビッグデータ解析） 
ＡＩ（機械学習や画像解析）による生産ライン等の生産性を向上 
（機械学習に基づいた不良品を検知するシステム（キューピー）） 

２５． 製造（生産）ロボット 
生産工程の一部（または全部）を代替するロボット 
（「食パンの焼き型に生地を入れる」ロボット） 

２６． ３Ｄフードプリンター 
ペースト状にした食材をノズルから射出し、食べ物を造形 
（介護食向けの食品（個別の硬さ、栄養素の調整ができる）） 

２７． コーティング技術 
（鮮度・品質維持） 

特定の素材を吹きかけ等により劣化を防ぐ技術 
（クチン、卵のたんぱく質などの吹き付け） 

【

川

下

】 

２８． 調理ロボット ロボットによる調理（パスタの調理ロボット） 

２９． スマート調理家電 
ＩｏＴ化された家電（連動管理調理が可能） 
（レシピアプリと調理器具の連動） 

３０． ＶＲ技術 
ＶＲを利用したサービス提供 
（料理人がＶＲを用いて、ロボットを遠隔操作して調理） 
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問8． 下記の食に関する課題の各項目（１～１０）に対して、地域内で活用されている、ま

たは活用が期待されるフードテックはありますか。問 7 の選択肢（フードテック）よ

り選んで番号をご記入ください。また、既に活用されている特徴的な事例がありまし

たら、内容をご記入ください。 

食に関する課題 
活用されている 

フードテック 

活用が期待される 

フードテック 

１．多様な食の需要への対応 

（健康志向、菜食主義、ハラール対応など） 
  

２．（デジタル化やＤＸ等を取り入れた） 

地域資源のブランド化や販路開拓 
  

３．（デジタル化やＤＸを用いた）生産のスマート化   

４．食品ロス問題への対応または廃棄物等の削減   

５．未利用資源の活用   

６．環境配慮の取組（ＳＤＧｓ関連等）   

７．流通の安定化（安定供給）   

８．フードバリューチェーンの強化   

９．外部環境（原材料高騰など）への対応   

１０．その他（               ）   

 

（既に活用している事例） 
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3. 供給安定化への取組についてお尋ねします 

問9． 地域内の企業のサプライチェーン（供給網）において、外部要因（海外情勢等）がど

の程度影響すると思われますか。 

１．大きく影響する ２．影響する ３．少し影響する ４．影響しない ５．わからない 

 

問10． 地域内の企業のサプライチェーン（供給網）において、外部要因（海外情勢等）の影

響がある場合、どのような企業の取組について支援が必要と思われますか。該当する

ものをすべて選んで○印をつけてください。 

１．販売価格への転嫁 

４．省エネ対策 

７．物流ルートの見直し 

１０．原材料の代替品への変更 

１３．金融支援 

２．諸経費の削減 

５．取引先の見直し 

８．原材料の産地の見直し 

１１．原材料を自ら生産 

１４．その他（ 

３．人件費の削減 

６．商品構成の見直し 

９．高騰した原材料を減らす 

１２．海外取引の調整・支援 

            ） 

 

 

4. 食に関わる地方創生、産学官連携等についてお尋ねします 

問11． 食による地方創生（地域活性化）の取組事例はありますか。また、取組事例があれば

具体的にご記入ください。 

１．あり ２．なし 

 

（具体的な取組事例） 
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問12． 食に関わる産学官連携について、相談・連携先はありますか。また、相談先・連携先

がある場合は具体的な内容をご記入ください。 

１．相談先も連携先もある 
２．相談先はある 

（連携先はない） 

３．連携先はある 

（相談先はない） 
４．相談先も連携先もない 

 

 

（具体的な相談先） 

 

（相談の内容） 

 

（具体的な連携先） 

 

（連携の内容・成果） 

 

 

5. その他ご意見・お考えについてお尋ねします 

問13． 中国地域における今後の食料品製造業の方向性（あり方）について、ご意見・お考え

等がございましたら、ご自由にご記入ください。 

 

 

6. ご回答いただいた方についてお尋ねします 

問14． ご連絡先等をご記入ください。 

ご 所 属 ・ 役 職  

ご 記 入 者 名  

電 話 番 号 （         ）       － 

メ ー ル ア ド レ ス             ＠ 

以上でアンケートは終わりです。ご協力ありがとうございました。
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【本調査における「フードテック」について】 

「フードテック」は、『フード』×『テクノロジー』の造語であり、ＩＴやバイオテクノロジー

などの新しい技術を食に掛け合わせてイノベーションをおこし、食に関する課題解決につながる

ことが期待されています。 

そこで、本調査においては、フードテックを、「食料品製造業の食に関する課題等の解決に貢

献するテクノロジー」と定義し、以下の設問についてお尋ねいたします（なお、主に考えられる

フードテックを川上（生産）・川中（製造）・川下（販売）の流れに沿って分類すると、以下のよ

うになります）。 

 

※川中に記載のもので、川上・川下に分類できる技術（事柄）もありますが、本調査においては川中に分類しています。 

【川上】

（生産）

【川中】

（製造）

【川下】

（販売）

【今までにはない原材料（ユニークな素材）の活用】

《実用化》○植物性たんぱく質を用いた代替肉 ○代替たんぱく質としての昆虫

《研究中》○ゲノム編集食品 ○完全栄養食 など

【ロボット、ＡＩ、センサー技術など、機械技術の活用】

《実用化》○品質可視化技術（糖度） ○ＩｏＴ（データ活用）

○食品残渣処理システム（粉砕・脱水など）

《研究中》○品質可視化技術（鮮度） ○品質可視化技術（美味しさ）

○ＡＩ（画像・ビッグデータ解析） ○製造（生産）ロボット

○３Ｄフードプリンター など

【食の安全・安心につながる技術】

《実用化》○トレーサビリティシステム など

【物流・配送の改善につながる技術】

《実用化》○分散生産 ○コールドチェーン（鮮度・品質維持）

○包装・容器技術（鮮度・品質維持） ○搬送ロボット（工場内）

《研究中》○コーティング技術（鮮度・品質維持） など

《実用化》○陸上養殖（魚・貝類） ○植物工場 ○垂直農業 ○スマート農業

○発酵

《研究中》○細胞培養（培養肉） など

【調理・購買体験の進化】

《実用化》○脱プラスチック品の利用（包装・容器） ○分解性プラスチックの利用（包装・容器）

○デリバリーサービス

《研究中》○調理ロボット ○スマート調理家電 ○ＶＲ技術 など



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中国地域におけるフードテック等を活用した 

食料品製造業の成長に資する方策検討調査 

報 告 書 

 

2023 年 3 月 31 日 1 版 1 刷 

 

編集・発行  公益財団法人 中国地域創造研究センター 

（〒730-0041  広島市中区小町 4 番 33 号 ） 

 

本書の一部または全部の無断転載、複写などを禁止します。  



 

 

 

 

 

  



 

 

  



 

 

 

 

 


	中国地域におけるフードテック等を活用した食料品製造業の成長に資する方策検討調査
	巻頭言
	「中国地域におけるフードテック等を活用した食料品製造業の成長に資する方策検討調査」委員会名簿
	中国地域におけるフードテック等を活用した食料品製造業の成長に資する方策検討調査〔要約〕
	目次

	１． 調査の概要
	１．１． 調査背景・目的
	１．１．１． 調査背景
	１．１．２． 調査目的

	１．２． 調査の視点・方針
	１．３． 調査フロー

	２． 食料品製造業を取り巻く環境変化の概観
	２．１． 食料品製造業の特徴
	２．２． 政府や関係団体の取組
	２．２．１． 食品産業戦略
	２．２．２． フードテック官民協議会

	２．３． フードテックの動向整理
	２．４． 本調査におけるフードテック対象領域と定義
	２．５． 中国地域における食料品製造業の概況

	３． 中国地域における食料品製造業のフードテックに関するアンケート調査
	３．１． 食料品製造事業者のフードテック等に関するアンケート調査
	３．１．１． 調査概要
	３．１．２． 調査結果（概要）
	３．１．３． 調査結果（詳細）
	ａ．見通し及び経営課題等
	問1．回答企業の属性
	問2．３～５年先（2025～2027年度）の業界の市場規模の見通し
	問3．３～５年先（2025～2027年度）の業界の競争環境の見通し
	問4．３～５年先（2025～2027年度）の自社の事業規模の見通し
	問5．重要な経営課題
	問6．現場の主な強み
	問7．現場の主な課題

	ｂ．フードテックへの関心や関連する取組
	問8．フードテックの認知度
	問9．フードテックへの関心
	問10．関心のあるフードテックについて
	問11．フードテックを活用した取組の有無
	問12．活用したフードテックの取組内容と解決が期待される課題
	問13．フードテックに係る相談先や連携先の有無
	問14．フードテックを導入するために必要とする支援
	問15．生産体制における自動化（デジタル化・機械化）の進捗
	問16．１次産業（川上）・３次産業（川下）・官学との連携または６次化の取組の有無

	ｃ．食品廃棄物・食品ロス問題
	問17．食品廃棄物や食品ロスの対応・対策
	問18．規格外品や食材の未利用部分の具体的な活用方法
	問19．食品廃棄物や食品ロスの削減に向けた課題

	ｄ．サプライチェーン（供給網）について
	問20．サプライチェーンにおける外部要因（海外情勢など）の影響
	問21．価格高騰の影響を受けている主な原材料
	問22．原材料価格の高騰に対する対応

	ｅ．中国地域における今後の食料品製造業の方向性（あり方）や要望等
	問23．中国地域における今後の食料品製造業の方向性（あり方）や要望等



	３．２． 商工団体のフードテック等に関するアンケート調査
	３．２．１． 調査概要
	３．２．２． 調査結果（概要）
	３．２．３． 調査結果（詳細）
	ａ．管轄地域内（以下、地域内）における食料品製造業の概要
	問1．地域内における食料品製造事業者の会員の割合
	問2．相談を受ける主な経営課題、現場における課題
	問3．過去３年間に支援策を実施した食に関する課題
	問4．過去３年間に実施した支援内容と支援実施後も残る課題

	ｂ．地域内におけるフードテックの動向
	問5．フードテックの認知度
	問6．フードテックに関する相談の有無
	問7．相談を受けるフードテック
	問8．地域内で活用されている、または活用が期待されるフードテック

	ｃ．供給安定化への取組
	問9．外部要因が地域内の企業のサプライチェーンに与える影響
	問10．商工団体が企業に対して支援する必要があると考える企業の取組

	ｄ．食に関わる地方創生、産学官連携等
	問11．食による地方創生（地域活性化）の取組事例の有無
	問12．食に関わる産学官連携についての相談・連携先の有無

	ｅ．中国地域における今後の食料品製造業の方向性（あり方）
	問13．中国地域における今後の食料品製造業の方向性（あり方）




	４． 中国地域における食料品製造業のフードテック等に関するヒアリング調査
	４．１． 各県の公的機関からみた食料品に関わる動向と課題
	４．１．１． 調査概要
	４．１．２． 調査結果
	a．各地の公設試験場のフードテックに係る技術シーズの現状
	b．各公設試験場からみたフードテックの普及に関する課題など
	【参考】各地域の取組事例


	４．２． 中国地域における食の課題解決に向けた取組
	４．２．１． 調査概要
	４．２．２． 調査結果
	ａ．マルサンアイ鳥取株式会社
	（ａ）取組の概要
	（ｂ）取組の背景
	（ｃ）導入の特徴や成果
	（ｄ）他分野におけるフードテックの応用や導入の視点について
	（ｅ）今後の取組について

	ｂ．株式会社なかたか
	（ａ）取組の概要
	（ｂ）取組の背景
	（ｃ）取組に期待する成果
	（ｄ）他分野におけるフードテックの応用や導入の視点について
	（ｅ）今後の取組について

	ｃ．株式会社シーライフ
	（ａ）取組の概要
	（ｂ）取組の背景
	（ｃ）取組の特徴や成果
	（ｄ）他分野におけるフードテックの応用や導入の視点について

	ｄ．浜っ粉協議会
	（ａ）取組の概要
	（ｂ）取組の背景
	（ｃ）導入の特徴や成果
	（ｄ）他分野におけるフードテックの応用や導入の視点について
	（ｅ）今後の取組について

	ｅ．お多福醸造株式会社
	（ａ）取組の概要
	（ｂ）取組の背景
	（ｃ）導入の特徴や成果
	（ｄ）他分野におけるフードテックの応用や導入の視点について
	（ｅ）今後の取組について

	ｆ．株式会社ＭＩＨＯＲＩ
	（ａ）取組の概要
	（ｂ）取組の背景
	（ｃ）導入の特徴や成果
	（ｄ）他分野におけるフードテックの応用や導入の視点について
	（ｅ）今後の取組について




	５． 他地域における食料品製造業のフードテックに関する先行的な取組
	５．１． ヒアリング調査概要
	５．２． ヒアリング調査結果
	ａ．ＡＳＴＲＡ ＦＯＯＤ ＰＬＡＮ株式会社
	（ａ）取組の背景・概要
	（ｂ）取組の特徴や成果
	（ｃ）取組を通じてみえた課題等
	（ｄ）今後の取組の方針や方向性

	ｂ．ＩＣＳ－ｎｅｔ株式会社
	（ａ）取組の背景・概要
	（ｂ）取組の特徴や成果
	（ｃ）取組を通じてみえた課題等
	（ｄ）今後の取組の方針や方向性

	ｃ．ＦＵＴＵＲＥＮＡＵＴ株式会社
	（ａ）取組の背景・概要
	（ｂ）取組の特徴や成果
	（ｃ）取組を通じてみえた課題等
	（ｄ）今後の取組の方針や方向性

	ｄ．新潟市役所　経済部　成長産業・イノベーション推進課
	（ａ）取組の背景・概要
	（ｂ）取組の特徴や成果
	（ｃ）取組を通じてみえた課題等
	（ｄ）今後の取組の方針や方向性


	５．３． 他地域の取組からの知見（小括）

	６． 中国地域における食料品製造業の成長に資する方策
	６．１． 「調査の方向性」に関する考察
	６．１．１． 「様々なリスクや変化に柔軟に対応できるフードバリューチェーンの強化」について
	６．１．２． 「生産性向上と環境配慮を兼ね備えた生産システムの構築」について
	６．１．３． 「新規開拓につながる多様な食の需要への対応」について
	６．１．４． 食料品製造業におけるフードテック活用の意義

	６．２． 中国地域における食料品製造業の成長のための方策案
	６．２．１． 「様々なリスクや変化に柔軟に対応できるフードバリューチェーンの強化」のための方策
	ａ．食料品製造業の素材流通・情報交流を促すフードテックプラットフォームの構築・参加
	ｂ．先進的なフードテック活用に対する認証マークの制定等による認知度向上
	ｃ．自律的発展を促すフードテックエコシステムの形成主導

	６．２．２． 「生産性向上と環境配慮を兼ね備えた生産システムの構築」のための方策
	ａ．過熱蒸煎機などを用いた廃棄物等に係るコスト改善
	ｂ．食料品製造事業者によるより高度な水準で環境負荷を抑えるための産学との連携
	ｃ．消費者の環境に配慮した食品への関心を高める機運醸成

	６．２．３． 「新規開拓につながる多様な食の需要への対応」のための方策
	ａ．フードテック活用につながる消費者の志向や動向を把握するためのマーケティングシステムの利用
	ｂ．フードテックを活用した新事業等を行うスタートアップ企業や大学発ベンチャーなどとの提携
	ｃ．小規模・小ロット生産等の事業者向けのフードテックフェア開催による交流促進



	７． 本調査のおわりに
	資料編
	【参考資料１】食料品製造事業者向けアンケート調査票
	【参考資料２】商工団体向けアンケート調査票


